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＜参考＞

１．　国際勧告等との関連

(l) 　本標準は、１９９５年７月のＩＴＵ－Ｔ　ＳＧ１３会合において承認されたＩＴＵ－Ｔ勧告Ｉ．

４３０に準拠したものである。

２．　上記国際勧告等に対する追加項目等

(l)　本標準は上記ＩＴＵ－Ｔ勧告に対し、下記項目についての記述を削除している。

(a) 　８章でＦＩＧＵＲＥ１６／Ｉ．４３０

本項目を削除した理由：従来ＦＩＧＵＲＥ１６／Ｉ．４３０を参照していた 8.5.6.2 節が削除さ

れ、8.10 節に新たに縦出力電圧が規定されているため、削除し忘れと判断した。

(b) 　１０章で表１０－１／ＪＴ－Ｉ４３０中の「受電部３」。

本項目を削除した理由：ＮＴ内の受電部３は本標準の規定対象外である。

(2)　本標準は上記ＩＴＵ－Ｔ勧告に対し、下記の項目を追加している。

(a) 　8.12　電気的外環境条件

本項目を追加した理由：インタフェースにおける雷サージの規定・アース系を含めた構成等電

気的外環境条件は、安全性の観点からこれを規定する必要があると判断した。しかし本件につい

ては現在ＩＴＵ－Ｔ　ＳＧ５及び国内の研究会にて検討中であるため本標準においては継続検討

課題とする。

(b) 　9.11　インタフェースケーブルの直流ループ抵抗

本項目を追加した理由：給電を伴うインタフェースケーブルの適用条件の一つとして必要と判

断した。

(c) 　9.12　我が国における給電の規定

本項目を追加した理由：ＩＴＵ－Ｔ勧告では給電に関する規定はすべてオプションとなってい

るが、我が国においては「最小サービス」を提供しうる回線の確保のためＮＴ１からの給電が必

要と判断した。さらに端末の国内におけるポータビリティの確保のため、技術的実現性を考慮の

上Ｔ点での制限給電を必須として規定した（追加した表９－２／ＪＴ－Ｉ４３０及び図９－２／

ＪＴ－Ｉ４３０を参照のこと)。

(d) 　付属資料Ｂにおける擬似線路パラメタ等

本項目を追加した理由：ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｉ．４３０のＡｎｎｅｘ　Ｄには擬似線路のパラメタ

としてインダクタンス（Ｌ）とコンダクタンス（Ｇ）の数値が記載されておらず、試験構成をよ

り正確に記述するため補足が必要と判断した（付表Ｂ－１／ＪＴ－Ｉ４３０参照）。また７端末

の等価回路の参考素子値と入力インピーダンステンプレートも同様の理由で補足した（付図Ｂ－

１／ＪＴ－Ｉ４３０及び追加した付図Ｂ－２／ＪＴ－Ｉ４３０参照）。

(e) 　付録Ⅱ　基本ユーザ・網インタフェースに定義する試験パラメータ

本項目を追加した理由：3. (a)に示すように、７章のレイヤ１の保守は、従来のＩＴＵ－Ｔ勧告

Ｉ．４３０のままとし、従来の７章で、付録Ⅱを参照するためそのまま残した。

(f)　付録Ⅳ　用語リスト

本項目を追加した理由：ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｉ．４３０では、用語はＩＴＵ－Ｔ勧告Ｉ．１１２を

参照しているが、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｉ．１１２に対するＴＴＣ標準が現在ないため、日英対訳リス

トを残すことで、用語の定義を参照する上での便宜を考えた。
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(3)　本標準は上記ＩＴＵ－Ｔ勧告に対し、下記の項目を変更している。

(a)は日本の実状を反映させた変更点であり、 (b) (c)はＴＴＣとしては、誤記訂正として修正する

のが最適と判断したため変更した。

(a) 　７章のレイヤ１の保守

ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｉ．４３０の内容を反映しないで、従来の標準のままとした。その従来の標準

は、ループ２で折返されるチャネルとして２Ｂ＋Ｄ以外にＢ１、Ｂ２、Ｄを各々追加し、ループ

バック形式は非透過と限定している。

本項目を変更した理由：ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｉ．４３０では、オプションであるＱチャネルとＳチャ

ネルを用いたレイヤ１の保守を規定している。それらは、伝送方式の標準と関係があり、伝送方

式に関する標準ＪＴ－Ｇ９６０、ＪＴ－Ｇ９６１と整合を取るために十分な検討が必要であると

考え、今回反映を見送った。また、従来の標準でループ２の規定とループ２の特性の記述を追加

しているのは、ＩＴＵ－Ｔ勧告で合意もしくは継続検討となっている種々のループ（付録Ⅱ参照）

のうち、我が国では、上記特性を有するループ２が、レイヤ１の保守上有用と判断したからであ

る。

(b) 　図６－１／ＪＴ－Ｉ４３０のＳＤＬ表示

「信号待ち」から２つに分岐した左側のラインの上から９つ目の判定内容「Ｆ＝１７」を「Ｆ

＝１」に変更した。

本項目を変更した理由：明らかに誤記と思われるため。

(c) 　付図Ａ－１／ＪＴ－Ｉ４３０ (c)のＳＤＬ図のＦ６状態

Ｆ６状態から「ＩＮＦＯ４」受信で遷移する時「ＭＰＨ－ＥＩ」を送信することとなっている

がこれを「ＭＰＨ－ＥＩ２」に変更した。

本項目を変更した理由：Ｆ６状態から「ＩＮＦＯ４」受信は、同期確立して、起動状態への移

行であるため、誤記と判断した。

(4)　ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｉ．４３０からの構成上の変更

(a)　Ａｎｎｅｘ　Ａの一部（配線構成図）を４章にも記載した。

(b)　Ａｎｎｅｘ　Ｂの全部を 6.1 節に含めた。

(c)　＜参考＞４．その他に本標準で参照している国際勧告・標準及び国内基準等を列挙した。
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３． 改版の履歴 
 

 版  数 発  行  日 改版内容  

 第１版 １９８７年 ４月２８日 制  定  

 

 

第２版 

 

１９８８年 ５月３１日 

 

１９８８年１、２月ＣＣＩＴＴ  ＳＧＸⅧソウル

会合の結果を反映したもの 

 

 

 第３版 １９８９年 ４月２８日 一部補正による変更および誤記訂正  

 

 

 

第４版 

 

 

１９９１年 ４月２６日 

 

 

１９８８年版ＣＣＩＴＴ勧告の反映及び１９９０

年５月ＣＣＩＴＴ  ＳＧⅩⅧジュネーブ会合の合

意項目を反映したもの 

 

 

 

 

 

第５版 

 

１９９３年 ４月２７日 

 

１９９３年３月ＷＴＳＣ－９３で承認された改版

勧告を反映したもの 

 

 

 第６版 １９９６年１１月２７日 １９９５年７月ＩＴＵ－Ｔ ＳＧ１３会合の結果

を反映、および妨害波規定は別途規定のため本標

準より削除 

 

 第 6.1 版 １９９７年 ２月 ４日 記述内容に関する修正  

第 6.2 版 ２０００年 ２月 １日 「表６－３／ＪＴ－Ｉ４３０」の誤記修正 

 

 

４．工業所有権   
 本標準に関わる「工業所有権等の実施の権利に係る確認書」の提出状況は、ＴＴＣホームページでご覧に

なれます。 

 

５．その他 
(l) 以下の項目は本標準の継続検討課題である。 

(a) ループ２以外のループ（７章） 

(b) 電気的外環境条件（8.11 節） 

(2)  本標準はＴ点およびＳ点に適用されるものであり、ＰＢＸ等のＩＳＤＮ内線インタフェースにも適

用することが妥当である。 

(3)  参照している勧告・標準等 

ＩＴＵ－Ｔ勧告 ： Ｉ．４３０、Ｘ．２１１、Ｇ．１１７、Ｏ．１２１ 

ＩＳＯ勧告 ： ＩＳ８８７７ 

その他 ： 第５版まで本標準の付録（標準の対象外）に記述されていた妨害波規定は第

６版において削除した。妨害波規定に関してはＴＴＣ技術書、ＴＴＣ標準を

別途制定するので参照されたい。 
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１．本標準の規定範囲

　本標準は、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ４１１で定義された基本インタフェース構造のＳ又はＴ参照点に適用す

るユーザ・網インタフェースのレイヤ１特性を規定する。インタフェースの参照構成は、ＴＴＣ標準ＪＴ

－Ｉ４１１に定義されており、図１－１／ＪＴ－Ｉ４３０に再掲する。

　本標準では特に断わらない限り、機能群ＮＴ１、ＮＴ２などの網終端のレイヤ１側面を表すのに「ＮＴ」

なる語を用い、ＴＥ１、ＴＡ、ＮＴ２など端末側終端のレイヤ１側面を表すのに「ＴＥ」なる語を用いる。

但し、6.2 節においてのみ「ＮＴ」及び「ＴＥ」なる語は次の意味を有する。即ち「ＮＴ」は基本アクセス

インタフェースの網側のレイヤ１を表し、「ＴＥ」は基本アクセスインタフェースの端末側のレイヤ１を

表すのに用いる。

　本標準で用いられる用語リストを本標準の付録Ⅳに記載している。また、その用語の定義は、ＩＴＵ－

Ｔ勧告Ｉ．１１２に示されている。

図１－１／ＪＴ－Ｉ４３０　ＩＳＤＮユーザ・網インタフェースの参照構成

(ITU-T  I.430)

２．レイヤ間サービスの特性

2.1　伝送媒体に要求するサービス

　このインタフェースのレイヤ１は各々の方向に１９２kbit/s の伝送を可能とする平衡型メタリック伝送

媒体を必要とする。

2.2　レイヤ２に提供するサービス

　レイヤ１はレイヤ２とマネジメントエンティティに対して、以下のサービスを提供する。

2.2.1　伝送能力

　レイヤ１は、適切に符号化されたビットストリームによって、Ｂチャネル、Ｄチャネル及び関連するタ

イミングや同期機能を伝送する能力を提供する。

加入者線NT2

TA

TE1

TE2

NT1

Ｒ Ｓ

Ｓ Ｔ

参照点

機能群

(a)

(b)
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2.2.2　起動／停止

　レイヤ１は、ユーザのＴＥ、ＮＴを要求に応じて停止、再起動させる信号能力及び必要な手順を提供す

る。起動、停止手順については 6.2 節に規定する。

2.2.3　Ｄチャネルアクセス

　レイヤ１は、Ｄチャネル信号方式の要求特性を満たしながら、共通リソースであるＤチャネルにＴＥが

順序よくアクセスすることができる信号能力及び必要な手順を提供する。これらのＤチャネルアクセス制

御手順は 6.1 節で規定する。

2.2.4　保　守

　レイヤ１は、保守機能が遂行されるための信号能力、手順及び必要なレイヤ１の機能を提供する。

2.2.5　状態表示

　レイヤ１は、レイヤ１の状態を上位レイヤへ表示する。

2.3　レイヤ１と他のエンティティ間のプリミティブ

　プリミティブとは、レイヤ１と他のエンティティ間における情報と制御の論理的やり取りを抽象的に表

すものである。それらはエンティティやインタフェースの実現方法を規定したり制約するものではない。

　レイヤ１とレイヤ２の境界において又はマネジメントエンティティに対して授受されるプリミティブ及

びこれらのプリミティブに関連するパラメータ値を表２－１／ＪＴ－Ｉ４３０にまとめ定義する。シン

タックスの記述やプリミティブの使用方法は、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．２１１及び本標準の６章における関連

の詳細な記述を参照すること。

表２－１／ＪＴ－Ｉ４３０　レイヤ１に関連するプリミティブ

(ITU-T  I.430)

種  別 パラメータ
一般名

要求 表示 優先順位

識別子

ﾒｯｾｰジ

ﾕﾆｯﾄ

メッセージユニットの内容

レイヤ１とレイヤ２間

ＰＨ－データ Ｘ

（注２）

Ｘ Ｘ

（注３）

Ｘ レイヤ２相互間のメッセージ

ＰＨ－起動 Ｘ Ｘ － －

ＰＨ－停止 － Ｘ － －

マネジメントエンティティとレイヤ１間

ＭＰＨ－エラー － Ｘ － Ｘ エラーあるいは前の

エラーからの復旧タイプ

ＭＰＨ－起動 － Ｘ － －

ＭＰＨ－停止 Ｘ Ｘ － －

ＭＰＨ－情報 － Ｘ － Ｘ 接続／非接続

注１　上表でｘはプリミティブ又はそのパラメータが存在することを、－は存在しないことを示す。

注２　ＰＨ－データ要求は、データ受領のためレイヤ１とレイヤ２との間に伏在する交渉を含む。

注３　 優先表示は要求プリミティブのみに適用する。
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３．動作モード

　以下に記述するユーザ網インタフェースのレイヤ１特性は、ポイント・ポイント動作とポイント・マル

チポイント動作のどちらの動作にも適合する様に考慮されている。本標準における動作モードは、インタ

フェースにおけるレイヤ１手順特性にのみ関係し高位レイヤの動作モードに対していかなる制限をもあた

えるものではない。

3.1　ポイント・ポイント動作

　レイヤ１におけるポイント・ポイント動作とは、いつでも、参照点Ｓ又はＴの各伝送方向において、た

だ一つのソース（送信部）とただ一つのシンク（受信部）が起動状態であることを意味する。（このよう

な動作は、特定な配線構成（４章参照）により考えられるインタフェース点の数には関係しない。）

3.2　ポイント・マルチポイント動作

　レイヤ１におけるポイント・マルチポイント動作は参照点Ｓ又はＴにおいて２つ以上のＴＥ（送信部と

受信部の組）が同時に起動状態になることを可能とする。（マルチポイント動作モードは４章に記述する

ポイント・ポイント又はポイント・マルチポイントの配線構成に適合する。）

４．配線構成の形式

　ユーザ・網インタフェースの電気的特性は、ユーザ構内の様々な配線構成についてのある特定の仮定に

基づいて決定される。これらの仮定は、本標準の付録１に記述する追加事項とともに、4.1 節と 4.2 節の２

つのおもな配線構成を示す。図４－１／ＪＴ－Ｉ４３０にユーザ構内の配線の一般的参照構成を示す。

ＴＲ：終端抵抗

Ｉ：電気的インタフェース

Ｂ：ＮＴが終端抵抗（ＴＲ）を内蔵した場合のＩＢ　の位置

図４－１／ＪＴ－Ｉ４３０　ユーザ構内における配線の形態

(ITU-T  I.430)

Ｂ

ＴＥ０ ＴＲ ＴＲ ＮＴ

ＴＥ１ ＴＥｎ

IＡ０ IＢIＡｎIＡ１
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4.1　ポイント・ポイント構成

　ポイント・ポイント配線構成とは相互接続回路上でただ一つの送信部とただ一つの受信部とが相互に接

続されることを意味する。

　ポイント・ポイント構成を図４－２／ＪＴ－Ｉ４３０に示す。

ＴＲ：終端抵抗

図４－２／ＪＴ－Ｉ４３０　ポイント・ポイント構成

(ITU-T  I.430)

4.2　ポイント・マルチポイント構成

　ポイント・マルチポイント配線構成では、相互接続回路上で同一の受信部に対し２つ以上の送信部を接

続することや、同一の送信部に対し２つ以上の受信部を接続することを可能としている。この様な分岐シ

ステムには（信号の増幅や再生などを行う）能動的論理素子が含まれていないという特徴がある。

　ポイント・マルチポイント配線構成は、「短距離受動バス」あるいは「延長受動バス」により提供され

る。

4.2.1　短距離受動バス

　この構成は、線路の全長にわたって任意の点にＴＥ装置を接続できる受動バスである。この配線構成に

おいては、ＮＴの受信部は種々の端末から異なった遅延を持って到達するパルスを受信しなければならな

い。このため、この配線構成の限界線路長は減衰値ではなく、 大一巡遅延値の関数となる。この構成を

図４－３／ＪＴ－Ｉ４３０に示す。

ＴＲ：終端抵抗

注　原則として、ＮＴは受動バスの任意の点に配置してよい。しかし、本標準の電気的特性は一方の

端点に配置されたＮＴに基づいている。

他の配置をした時の種々の条件は確認を要する。

図４－３／ＪＴ－Ｉ４３０　短距離受動バス

(ITU-T  I.430)

Ｔ

Ｒ

Ｔ

Ｒ
ＴＥ ＮＴ

Ｔ
   

Ｒ

Ｔ
   

Ｒ

ＴＥ ＴＥ ＴＥ

ＮＴ

ＮＴ

（注）
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4.2.2　延長受動バス

　この構成は、ＴＥ装置の接続点がＮＴからの線路遠端での集合的な配置に限られており、ＴＥ装置間相

互の距離に制約が設けられている。この構成を図４－４／ＪＴ－Ｉ４３０に示す。

図４－４／ＪＴ－Ｉ４３０　延長受動バス

(ITU-T  I.430)

4.3　配線極性保持

　ポイント・ポイント配線構成では、相互接続回路の２本の線対の極性は反転してもよい。しかしながら

ポイント・マルチポイント配線構成では（ＴＥからＮＴ方向の）相互接続回路の配線極性状態をＴＥ間で

保持しなければならない。（図９－１／ＪＴ－Ｉ４３０参照）さらに電力を供給するための別線の対は、

どちらの配線構成でも極性が反転してはならない。

4.4　インタフェースの位置

　ユーザ構内の配線は、ＴＥとＮＴの接続用ジャックのついた一本の連続したケーブルであり、ケーブル

に接続するためのジャックは直接ケーブルに接続するか、１ｍ以内のスタブを用いて接続する場合がある。

ジャックは接続点ＩＡ　とＩＢ　に位置する。（図４－１／ＪＴ－Ｉ４３０参照）一方の接続点であるＩＡ　は、

それぞれのＴＥに隣接している。もう一方の接続点であるＩＢ　は、ＮＴに隣接している。しかしながら、

ある場合には、ＮＴはジャックを用いずに、あるいはマルチプル・インタフェース用ジャックによって、

配線に接続されることもありうる。（例えば、ＮＴが交換機のあるポートになるような場合）。ある状況

では、ＩＡ　とＩＢ　に求められる電気的特性（８章に記述）は異なる。

4.5　ＮＴ、ＴＥとの配線の関係

　ＴＥやＮＴから接続用ジャックまでの配線は、インタフェースの電気的特性に影響を与える。構内配線

への脱着が可能なＴＥやＮＴは、後述する接続方法のいずれかによって、接続点（ＩＡ　とＩＢ　それぞれ）

に接続される。

(l) 　装置に固定配線された他端に適合プラグのついた接続コード（ＴＥの場合１０ｍ以下、ＮＴの場

合３ｍ以下）でジャックに接続する。

(2) 　両端に適合プラグが付いた接続コード（ＴＥの場合１０ｍ以下、ＮＴの場合３ｍ以下）でジャッ

クと装置に接続する。

Ｔ
   

Ｒ

Ｔ
   

Ｒ

ＴＥ ＴＥ

ＮＴ

ＴＲ：終端抵抗
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　通常、本標準の要求条件は接続点（ＩＡ　とＩＢ　それぞれ）に対して適用し、また接続コードは、関連す

るＴＥやＮＴの一部をなす。しかしながら、終端抵抗をＮＴに内蔵するような場合には、接続コードは構

内配線の一部となる。この場合、本標準におけるＮＴへの要求条件は、接続コードのＮＴへの接続部で適

用する。ＮＴを取り外し可能なコードを用いずに直接、接続配線に取り付ける場合があることにも注意し

なければならない。同様に、取外し可能な接続コードのＮＴとの接続部に用いるコネクタ、プラグ、ジャッ

クは、本標準の規定外であることに注意すること。（１０章参照)

　ＴＥは実際の接続コード長が５ｍ未満であってもよいが、その場合にも同ＴＥは 低５ｍの長さのコー

ドを接続した状態で本標準の規定を満たさなければならない。前述したようにＴＥのコードは取り外し可

能であってもよい。このようなコードはＴＥの一部として規定され、また、ＴＥは本標準の 8.9 節の要求条

件に準拠し、 大許容容量を持つ「標準ＩＳＤＮ基本アクセスＴＥコード」を接続した状態で、８章に詳

細に記述する電気的特性に準拠するよう設計しなければならない。

　ＴＥでは付属する２５ｍまでの長さの延長接続コードの使用が可能であるが、それはポイント・ポイン

ト配線構成の場合だけである。（この場合の配線とコードの総合減衰量は６dB をこえてはならない。）

５．機能特性

　以下の各節で基本インタフェースの機能を示す。

5.1　基本インタフェースの機能

5.1.1　Ｂチャネル

　この機能は、伝送の各方向に対し、Ｂチャネルとして使用する２つの独立した６４kbit/s のチャネルを提

供する。（ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ４１１で定義）

5.1.2　ビットタイミング

　この機能は、ＴＥとＮＴにビット列から情報の再生を可能とする１９２kbit/s のビット（信号要素）タイ

ミングを提供する。

5.1.3　オクテットタイミング

　この機能は、ＮＴおよびＴＥに対して８kHz のオクテットタイミングを提供する。

5.1.4　フレーム同期

　この機能は、ＮＴおよびＴＥに時分割多重されたチャネルの再生を可能とする情報を提供する。

5.1.5　Ｄチャネル

　この機能は、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ４１１で定義されているように伝送の各方向に対しビットレートが１

６kbit/s の１つのＤチャネルを提供する。

5.1.6　Ｄチャネルアクセス手順

　複数のＴＥが規則正しく管理された方法によって共有リソースであるＤチャネルのアクセス権を獲得で

きる機能を規定する。この手順に必要な機能としてＮＴからＴＥ方向に、１６kbit/s のエコーＤチャネルを

含んでいる。Ｄチャネルアクセスに関する規定は 6.1 節を参照すること。
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5.1.7　給　電

　この機能は基本インタフェースを通して電力を送る能力を提供する。電力を送る方向は応用によるが、

一般的にはＮＴからＴＥに向かって給電されることが望ましい。例えば商用電源が停電しても基本電話

サービスは維持するためなどである。（ある状況では一方向の給電やインタフェースを通して全く給電さ

れなくてもよい）。詳細な給電能力の仕様については９章に記述する。

5.1.8　停　止

　呼が無いとき、ＴＥとＮＴが低消費電力モードになることを可能とするため、本機能を規定する。給電

部１からインタフェースを通して電力を供給されているＴＥと、リモートに電力を供給されているＮＴを、

停止によって低消費電力モード（９章参照）にする。停止が起きる手順と正確な条件については 6.2 節に規

定する。（ある状況では、ＮＴは常に起動状態のままであってもよい。）

5.1.9　起　動

　本機能は、停止の間、低消費電力モードになっていたＴＥやＮＴの全ての機能を、通常給電状態か制限

給電状態かにかかわらず、動作電力モード（９章参照）に回復する。起動が起きる手順と正確な条件につ

いては 6.2 節に規定する。（ある状況では、ＮＴは常に起動状態のままであってもよい。）

5.2　相互接続回路

　各伝送方向に１つずつの２つの相互接続回路をインタフェースを通してのディジタル信号伝送に使用す

る。給電を除いて、5.1 節に記述する全ての機能を、5.4 節に規定するディジタル多重化の方法で伝送する。

5.3　接続／非接続表示

　ＴＥは、インタフェースへの接続／非接続の判断基準に電力の有無を使用する。これはＴＴＣ標準ＪＴ

－Ｑ９２１に記述されている手順によりＴＥＩ（端末終端点識別子）を割当てるために必要である。

　ＴＥが接続されていないのにＴＥ自身で接続されていると判断している時、再接続後、ＴＥＩ値の重複

がおこる可能性がある。重複が発生するとＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２１の手順よって復旧される。

5.3.1　インタフェースから給電されるＴＥ

　インタフェースを通し給電部１または給電部２から給電されるＴＥは、それぞれ給電部１または給電部

２の検出を接続状態を確立するために使用する。（給電部の表現については図９－１／ＪＴ－Ｉ４３０を

参照のこと。）

5.3.2　インタフェースから給電されないＴＥ

　インタフェースを通して給電されないＴＥは次のいずれかの方法を用いる。

(l) 　給電部１または給電部２が提供されている場合接続状態の確立のために、給電部１または給電部

２の検出を行う。

(2) 　宅内電源（商用電源）からの給電電力の有／無を接続状態の確立に使用する。

　インタフェースから給電されていなくて、かつ給電部１、給電部２の検出が不可能なＴＥは宅内電源（商

用電源）からの給電電力の有／無によりＴＥ自身で接続／非接続を判断する。

　注　マネジメントエンティティの中で自動ＴＥＩ選択手順を使用しているときは接続状態の確立には、

給電部１又は給電部２の検出が望ましい。
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5.3.3　接続状態の表示

　ＴＥは、接続／非接続をマネジメントエンティティ（ＴＥＩの目的のため）に以下の様に知らせなけれ

ばならない。

(l) 　ＭＰＨ－情報表示〔接続〕

(2) 　ＭＰＨ－情報表示〔非接続〕

5.4　フレーム構成

　伝送の各方向でビット列はそれぞれ４８ビットのフレームから構成されている。フレームの構成は全て

の構成（ポイント・ポイント、ポイント・マルチポイント）について同一である。

5.4.1　ビットレート

　インタフェースにおける公称ビットレートは各伝送方向とも１９２kbit/s である。

5.4.2　フレームのバイナリ構成

　フレーム構成は各伝送方向で異なる。それぞれの構成を図５－１／ＪＴ－Ｉ４３０に示す。
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Ｆ　：フレームビット Ｎ　：２進数でＮ＝ＦＡ　（ＮＴからＴＥ方向）

Ｌ　：直流平衡ビット にセットしたビット（6.3 節参照）

Ｄ　：Ｄチャネルビット Ｂ１：Ｂチャネル１内のビット

Ｅ　：Ｄエコーチャネルビット Ｂ２：Ｂチャネル２内のビット

ＦＡ ：補助フレームビット Ａ　：起動に使用するビット

（6.3 節参照） Ｓ　：このビットの使用は継続検討

Ｍ　：マルチフレームビット

注１　点（・）は各々独立に直流平衡を取るフレームの範囲を示す。

注２　ＴＥからＮＴ方向のＦＡ　ビットはＱチャネルの能力を適用している時には、すべての５フレー

ム目にＱビットとして使用する。（6.3.3 節参照）

注３　公称２ビットの遅れはＴＥ接続点で見た場合である。（図４－１／ＪＴ－Ｉ４３０のＩＡ　点）

ＮＴ接続点での相当する遅れはインタフェースケーブルの遅延や接続形態による変化により、

大きくなる場合もある。

図５－１／ＪＴ－Ｉ４３０　参照点Ｓ／Ｔにおけるフレーム構成

(ITU-T  I.430)

DL.F L.B1B1B1B1B1B1B1B1L. D L.FＡL.B2B2B2B2B2B2B2B2L.D L.B1B1B1B1B1B1B1B1L.D L.B2B2B2B2B2B2B2B2L.D L.F L.

   UL.F L.B1B1B1B1B1B1B1B1 E D A FＡN B2B2B2B2B2B2B2B2E D M B1B1B1B1B1B1B1B1E D S B2B2B2B2B2B2B2B2E D L.F L.

２ビット遅れ

ＴＥからＮＴ

４８ビット(250μs 間)

ＮＴからＴＥ方向

方向

時間

0

1

0
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5.4.2.1　ＴＥからＮＴ方向

　フレームはそれぞれ表５－１／ＪＴ－Ｉ４３０に示すビット・グループから構成する。各グループはそ

れぞれの 終ビット（Ｌビット）によって直流平衡をとる。

表５－１図ＪＴ－Ｉ４３０

ビットポジション グループ

１・２

３－１１

１２・１３

１４・１５

１６－２４

２５・２６

２７－３５

３６・３７

３８－４６

４７・４８

直流平衡ビット付フレームビット

直流平衡ビット付Ｂ１チャネル（第１オクテット）

直流平衡ビット付Ｄチャネルビット

直流平衡ビット付ＱビットまたはＦＡ 、補助フレームビット

直流平衡ビット付Ｂ２チャネル（第１オクテット）

直流平衡ビット付Ｄチャネルビット

直流平衡ビット付Ｂ１チャネル（第２オクテット）

直流平衡ビット付Ｄチャネルビット

直流平衡ビット付Ｂ２チャネル（第２オクテット）

直流平衡ビット付Ｄチャネルビット

5.4.2.2　ＮＴからＴＥ方向

　フレームはＮＴにより送出されＴＥからのＤビットを返送するために使用するエコーチャネルのＥビッ

トを含んでいる。ＤエコーチャネルはＤチャネルアクセス制御のために使用する。フレームの 終ビット

（Ｌビット）は各フレームの直流平衡をとるために使用する。

　ビットのグループ分けを表５－２／ＪＴ－Ｉ４３０に示す。
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表５－２／ＪＴ－Ｉ４３０

ビットポジション グループ

１・２

３－１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６－２３

２４

２５

２６

２７－３４

３５

３６

３７

３８－４５

４６

４７

４８

直流平衡ビット付フレームビット

Ｂ１チャネル（第１オクテット）

ＤエコーチャネルビットＥ

Ｄチャネルビット

起動に使用するＡビット

補助フレームビットＦＡ

Ｎビット（6.3 節により符号化）

Ｂ２チャネル（第１オクテット）

ＤエコーチャネルビットＥ

Ｄチャネルビット

マルチフレームビットＭ

Ｂ１チャネル（第２オクテット）

ＤエコーチャネルビットＥ

Ｄチャネルビット

Ｓビット（注）

Ｂ２チャネル（第２オクテット）

ＤエコーチャネルビットＥ

Ｄチャネルビット

フレーム直流平衡ビット

注　Ｓビットの使用はオプションであり、それを使用しない場合は２進「０」に固定される。

5.4.2.3　相対ビット位置

　ＴＥにおけるＴＥからＮＴ方向のタイミングはＮＴから受信するフレームから抽出する。ＴＥからＮＴ

に送信するフレームの第１ビットはＮＴから受信するフレームの第１ビットより公称２ビット分遅れる。

図５－１／ＪＴ－Ｉ４３０に送信／受信フレームの相対的なビット位置を示す。

5.5　伝送路符号

　伝送の各方向において、図５－２／ＪＴ－Ｉ４３０に示す１００％パルス幅の擬似３値符号を使用する。

符号化は図のように行い、伝送線上で無信号は２進「１」を表わし、正または負のパルスは２進「０」を

表わす。フレームビットの平衡ビット（ビット位置２）に続く 初の２進「０」はフレームビットの平衡

ビットと同極性にする。その後の２進「０」は２極性の間を交互に反転させる。直流平衡ビットは前の直

流平衡ビットに続く２進「０」の数が奇数なら２進「０」とし、偶数なら２進「１」とする。
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図５－２／ＪＴ－Ｉ４３０　擬似３値符号の例

 (ITU-T  I.430)

5.6　タイミングの考え方

　ＮＴはタイミングを網のクロックから抽出する。ＴＥはビット、オクテットそしてフレームのタイミン

グをＮＴからの信号より抽出し、そしてそのタイミングにＴＥからの送信信号を同期させる。

６．インタフェース手順

6.1　Ｄチャネルアクセス手順

　以下の手順は、マルチポイント形態に接続されている複数のＴＥが順序よくＤチャネルにアクセスし得

るようにするものである。この手順は２つあるいはそれ以上のＴＥが同時にＤチャネルにアクセスを試み

た場合でも、アクセスを試みたＴＥのうちただ一つのＴＥが常に情報伝送を正常に行うことを保証する。

この手順は２進パターン「０１１１１１１０」によって区切られたレイヤ２フレームを使用し、フラグと

の混同を防ぐために「０」ビットを挿入する（ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９２１参照）。

　この手順はポイント・ポイント接続にも適用できる。

6.1.1　フレーム間（レイヤ２）タイムフィル

　ＴＥが伝送すべきレイヤ２フレームを持たないときには、Ｄチャネルに２進「１」を送出する。即ち、

ＴＥからＮＴ方向へのフレーム間タイムフィルはすべて２進「１」になる。ＮＴが伝送すべきレイヤ２フ

レームを持たないときには、２進「１」又はＨＤＬＣフラグを送出する。即ち、ＮＴからＴＥへのフレー

ム間タイムフィルは全部２進「１」か「０１１１１１１０」の繰り返しになる。フレーム間タイムフィル

がＨＤＬＣフラグで構成される場合にはフレームの終端を定義するフラグは次のフレームの開始を定義す

ることになる。

6.1.2　Ｄエコーチャネル

　ＮＴが一つまたは複数のＴＥからＤチャネルビットを受信すると、ＴＥに向けて次にアクセス可能なＤ

エコーチャネルビット位置にその値を返送する。（透過ループバック２状態においては、Ｄエコーチャネ

ルをすべて２進「０」に固定する必要がある。付録Ⅱ、付表Ⅱー１の注４及びＴＴＣ標準ＪＴ－Ｇ９６０

の５節参照。）

6.1.3　Ｄチャネルの監視

　起動状態にあるＴＥはＤエコーチャネルを監視して、連続した２進「１」の数を数える。もし２進「０」

ビットを検出した時は、ＴＥはカウントを０から再開する。カウンタの現在値をＣと呼ぶ。

　注　Ｃの値は１１を越えて大きくする必要はない。

時間→

伝送路信号

０ ０ ０ ０ ０ ０１ １ １ １ １２進値
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6.1.4　優先機構

　レイヤ２フレームは、信号情報が他のいかなる形式の情報（優先順位クラス２）よりも高い優先度（優

先順位クラス１）をもって伝送される。さらに、それぞれの優先順位クラスの中で、競合するすべてのＴ

Ｅに平等にＤチャネルをアクセスさせるために、ＴＥが一度アクセスを完了したならば、その優先順位ク

ラス内で今より低位の優先順位レベルが与えられる。すべてのＴＥがその優先順位クラスの中の標準レベ

ルで情報伝送を終了したとき、先に送信を終えたＴＥはその優先順位クラスの標準レベルに戻される。

　個々のレイヤ２フレームの優先順位クラスは端末の特性として製造段階や宅内設置時にプリセットされ

るか、またはＰＨ－データ要求プリミティブのパラメータとしてレイヤ２から与えられる。

　優先機構はＣ（6.1.3 節　参照）が優先順位クラス１の値Ｘ１　に等しいかそれ以上の時、または優先順位

クラス２の値Ｘ２　に等しいかそれ以上の時にのみ、ＴＥがレイヤ２フレーム伝送を開始するように動作す

る。Ｘ１　の値は標準レベルで８、低位レベルで９である。Ｘ２　の値は標準レベルで１０、低位レベルで１

１である。

　一つの優先順位クラスの中で、ＴＥはその優先順位クラスのレイヤ２フレームを送信終了したとき、標

準優先レベルの値は低位優先レベル（即ち高い値）に変更される。低位レベル値はＣ（6.1.3 節　参照）が

その低位レベル（即ち高い値）の値と等しくなったときに、標準レベルに戻される。

6.1.5　衝突検出

　Ｄチャネルの情報伝送を行っている間、ＴＥは受信したＤエコーチャネルを監視し、 後に送ったＤチャ

ネルビットと次に有効なＤエコービットを比較する。送信したＤチャネルビットと受信したＤエコーチャ

ネルビットが等しいならばＴＥは送信を持続する。しかし、受信したエコービットが送信したビットと異

なるとき、ＴＥはすぐに送信を停止し、Ｄチャネル監視の状態に戻る。

6.1.6　優先順位システム

　図６－１／ＪＴ－Ｉ４３０は優先システムの動作例を説明している。
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図６－１／ＪＴ－Ｉ４３０　Ｄチャネルアクセスの一実施法のＳＤＬ表示

(ITU-T  I.430)

信号待ち

優先クラス

 データ要求
 を検出受付

Ｘ１ ＝８
Ｘ２ ＝10

レイヤ１起動

１

Ｆ＝０

Ｃ＝０

１

２

２

ｉ＝２

Ｆ＝１

ｉ＝１

Ｅ＝１

 Ｅビット
受    信

no

no

no

no

no

no

no

yes

yes

yes

yes

yes

yes

yes

Ｃ＝11

Ｃ＝Ｃ＋１

Ｃ≧Ｘ１

Ｘ１ ＝８

Ｃ≧Ｘ２

Ｘ２ ＝10

Ｆ＝１

Ｃ≧Ｘｉ ：Ｄチャネルビット

：Ｄエコーチャネルビット

：フレームが待状態であることを示すフラグ

：Ｄエコーチャネルで検出された連続した

２進「１」の数

：優先クラス１のしきい値

：優先クラス２のしきい値

：優先クラス識別子

初のＤビット
送  信

Ｅビット待ち

Ｄ＝Ｅ

 Ｅビット

D ビｯﾄ
はまだある

か

次のＤビットの
送  信

ｉ＝１ならＸ１ ＝９
ｉ＝２ならＸ２ ＝11

２

１

 Ｄ

 Ｅ

 Ｆ

 Ｃ

 Ｘ１

 Ｘ２

 ｉ
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6.2　起動／停止

6.2.1　定　義

6.2.1.1　ＴＥ側の状態

(l) 　状態Ｆ１（非活性）：非活性（電源断）状態では、ＴＥは送信できないし入力信号の存在も検出

できない。給電部１または給電部２の供給の有無を検出できないローカル給電型ＴＥにおいては、

ローカル給電のない状態を示す。給電部１や給電部２の供給を検出できる機能を持つＴＥにおいて

は、（すべてのＴＥＩ機能の維持に必要な）電源の消失が検出されたときや、接続状態の確認に使

われる給電部１または給電部２からの電力供給の停止が検出されたときの状態を示す。

(2) 　状態Ｆ２（センシング）：ＴＥの電源が入った後で、受信信号がある場合には受信する信号のタ

イプがまだ決定していない状態を示す。この状態の時、ＴＥは 5.1.8 節に記載されている様に、低消

費電力モードに移行してもよい。

(3) 　状態Ｆ３（停止）：物理プロトコルの停止状態を示す。ＮＴもＴＥも信号を送信していない状態。

この状態の時、ＴＥは 5.1.8 節に記載されている様に、低消費電力モードに移行してもよい。

(4) 　状態Ｆ４（信号待ち）：ＴＥがＰＨ－起動要求プリミティブにより起動の要求を受けた時に、信

号（ＩＮＦＯ１）を送信し、ＮＴからの応答を待っている状態を示す。

(5) 　状態Ｆ５（入力識別）：ＮＴからはじめて信号を受信したとき、ＴＥがＩＮＦＯ１の送信を停止

し、ＩＮＦＯ２またはＩＮＦＯ４の識別を待っている状態を示す。

(6) 　状態Ｆ６（同期）：ＴＥがＮＴから起動信号（ＩＮＦＯ２）を受信したとき、応答信号（ＩＮＦ

Ｏ３）を送信し、ＮＴからの通常フレーム（ＩＮＦＯ４）を待っている状態を示す。

(7) 　状態Ｆ７（起動）：双方向にフレーム同期が確立した通常の起動状態を示す。

ＮＴおよびＴＥは通常フレームを送信する。状態７は、ＢおよびＤチャネルに動作データを含んで

いる時のみの状態である。

(8) 　状態Ｆ８（フレーム同期はずれ）：ＴＥ側でフレーム同期がはずれ、ＴＥがＩＮＦＯ２またはＩ

ＮＦＯ４の受信によって再同期を待つか、もしくはＩＮＦＯ０の受信で停止を待つ状態を示す。

6.2.1.2　ＮＴ側の状態

(l) 　状態Ｇ１（停止）：この停止状態では、ＮＴからの信号の送信は行われていない。この状態の時、

ＴＥは 5.1.8 節に記載されている様に低消費電力モードに移行してもよい。

(2) 　状態Ｇ２（起動動作中）：この起動動作中状態ではＩＮＦＯ２を送信してＩＮＦＯ３を待つ。Ｐ

Ｈ－起動要求プリミティブによる上位レイヤからの要求か、または起動状態（Ｇ３）におけるＩＮ

ＦＯ０の受信、あるいはフレーム同期はずれによりこの状態になる。停止するか否かはＮＴ側の上

位レイヤが決定する。
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(3) 　状態Ｇ３（起動）：ＮＴとＴＥのそれぞれがＩＮＦＯ４とＩＮＦＯ３により起動している状態を

示す。ＮＴシステムマネジメントからのＭＰＨ－停止要求プリミティブによって停止がかけられる

が、無障害状態ならＮＴは起動状態を維持してよい。

(4) 　状態Ｇ４（停止動作中）：ＮＴ側が停止を要求したとき、停止状態に戻る前にタイマのタイムア

ウトを待っている状態を示す。

6.2.1.3　起動プリミティブ

　以下のプリミティブは起動手順におけるレイヤ１とレイヤ２間で、またレイヤ１とマネジメントエン

ティティ間において用いられる。状態図等で使用するためのプリミティブ名の略称は以下のとおりである。

ＰＨ－起動要求（ＰＨ－ＡＲ）

ＰＨ－起動表示（ＰＨ－ＡＩ）

ＭＰＨ－起動表示（ＭＰＨ－ＡＩ）

6.2.1.4　停止プリミティブ

　以下のプリミティブは停止手順におけるレイヤ１とレイヤ２間で、またレイヤ１とマネジメントエン

ティティ間において用いられる。状態図等で使用するためのプリミティブ名の略称は以下のとおりである。

ＭＰＨ－停止要求（ＭＰＨ－ＤＲ）

ＭＰＨ－停止表示（ＭＰＨ－ＤＩ）

ＰＨ－停止表示（ＰＨ－ＤＩ）

6.2.1.5　マネジメントプリミティブ

　以下のプリミティブはレイヤ１とマネジメントエンティティの間で用いられる。状態図等で使用するた

めのプリミティブ名の略称は以下のとおりである。

ＭＰＨ－エラー表示（ＭＰＨ－ＥＩ）

メッセージユニットはエラーのタイプや以前に通知されたエラーからの回復を含む。

ＭＰＨ－情報表示（ＭＰＨ－ＩＩ）

メッセージユニットは物理レイヤ状態に関する情報を含む。

２つのパラメータ接続および非接続が暫定的に定義されている。

注　ＮＴとＴＥにおいてプリミティブをどのように実現するかは標準の範囲外である。

6.2.1.6　有効なプリミティブシーケンス

　6.2.1.3 節、6.2.1.4 節および 6.2.1.5 節で定義されたプリミティブは、概念的にレイヤ２およびレイヤ１マ

ネジメントエンティティに対しレイヤ１により提供されるサービスを規定する。プリミティブが発生する

可能性があるシーケンス上での制約が図６－２／ＪＴ－Ｉ４３０に規定されている。この状態図はレイヤ

１エンティティに対して存在しなければならない状態は示していない。しかしながら、これはレイヤ２や

マネジメントエンティティがエンティティ間で伝送されるプリミティブの結果としてレイヤ１を認識する

状態を示している。さらに図６－２／ＪＴ－Ｉ４３０はインタフェースを表しているのではなくて、単に

モデル化の目的のみに使用されるものである。
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 ＭＰＨ－エラー表示 ＭＰＨ－起動表示

（表６－３／ＪＴ－Ｉ４３０の注３参照）

*1　ＭＰＨ－起動表示　　*2　ＭＰＨ－停止表示

(b)  レイヤ１－マネジメント

注　一時的な情報転送の割込があっても、レイヤ２は検出できない。

図６－２／ＪＴ－Ｉ４３０　レイヤ２とマネジメントエンティティで認識される

(ITU-T  I.430) 有効なプリミティブシーケンス

情報転送不可

(a)　レイヤ１－レイヤ２

PH－起動表示 ＰＨ－データ表示

ＰＨ－データ要求情報転送可
（注）

起動要求

PH－起動表示

ＰＨ－停止表示

ＰＨ－停止表示情報転送不可ＰＨ－起動要求

P
H
－

起
動

表
示

P
H
－

停
止

表
示

情報転送可

情報転送不可

M
P
H
－
起
動
表
示

M
P
H
－
停
止
表
示

情報転送割込

（5.3.3節　参照）
ＭＰＨ－情報表示

〔接続〕

ＭＰＨ－エラー表示
〔エラー報告〕

ＭＰＨ－
起動表示ＭＰＨ－

停止表示

各  状  態 ＭＰＨ－エラー表示

ＭＰＨ－
情報表示

   〔非接続〕
ＭＰＨ－停止表示

〔エラー回
 復の報告〕

*2

*1

ユーザ側網　　側
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6.2.2　信　号

　参照点Ｓ、Ｔでの信号の定義とそれらの符号化を表６－１／ＪＴ－Ｉ４３０に示す。

表６－１／ＪＴ－Ｉ４３０　ＩＮＦＯ信号の規定（注１）

(ITU-T  I.430)

ＮＴからＴＥ方向への信号 ＴＥからＮＴ方向への信号

ＩＮＦＯ０

（注４）

ＩＮＦＯ１

（注２）

信号なし。

以下の形状の連続した信号：正

の２進「０」、負の２進「０」

６つの２進「１」

公称ビットレート＝１９２kbit/s

ＩＮＦＯ０

（注４）

ＩＮＦＯ２

（注３）

ＩＮＦＯ４

（注３）

信号なし。

Ｂ，Ｄ及びＤエコーチャ

ネルのすべてのビットを

２進「０」に設定したフレー

ム。

ビットＡは２進「０」に設

定される。ＮおよびＬビッ

トは符号則に従う。

Ｂ，ＤおよびＤエコーチャ

ネルに一般データを含むフ

レーム。

ビットＡは２進「１」に設

定される。

ＩＮＦＯ３ ＢおよびＤチャネルに一般デー

タを含む同期フレーム

注１　インタフェース線の極性が反転している構成に対しては（4.3 節　参照）、信号は２進「０」

の極性が反転した状態で受信される。すべてのＮＴおよびＴＥの受信部はインタフェース線の

極性の反転を考慮して設計すべきである。

注２　停止状態のインタフェースを起動する機能を必要としないＴＥ（例えば着呼のみ扱うことを要

求されるＴＥ）は、ＩＮＦＯ１を送信する機能をもたなくてよい。その他のすべての面では、

そのＴＥは 6.2 節に従う。ポイント・マルチポイント構成においては、１つ以上のＴＥが同時に

送信してＮＴで受信されるビットパターンを構成するので、そのパターンが上述した内容と異

なることがある。

例えば、２つ以上の重なり合った（非同期の）ＩＮＦＯ１の場合があることに留意する必要が

ある。

注３　ＩＮＦＯ２またはＩＮＦＯ４の送信の間、ＮＴから送信されるＦＡ　ビットとＭビットは 6.3.3

節に述べられているようにＱビットパターン指定を与える。

注４　ＩＮＦＯ０の送信は、時間的なＩＮＦＯ０の定義よりもむしろ連続的に２進「１」が送信され

る状態の継続とするのが妥当である。ＩＮＦＯ０の継続は様々な事象（例えば「サービスプリ

ミティブ」など）に依存しており、無制限に短い場合もある。

･･･ ･ ･･ ･ ･ ･ ･ ･
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6.2.3　ＴＥ側の起動／停止の手順

6.2.3.1　一般ＴＥ手順

　ＴＥは次のとおりでなければならない。（これらの記述は理解をたすけるもので、完全な手順は 6.2.3.2

節に記述されている。）

(l) 　 初の接続時、電源供給時、もしくはフレーム同期（引込み）がはずれたとき（6.3.1.1 節　参照）

には、ＴＥはＩＮＦＯ０を送信しなければならない。しかし電源は供給されているが、コネクタに

接続されていない様な特別な場合には、次に接続された時、ＩＮＦＯ１を送信している可能性があ

る。

(2) 　フレーム同期（引込み）が確立されたときには、ＴＥはＩＮＦＯ３を送信すること（6.3.1.2 節　参

照) 。しかしＩＮＦＯ３に含まれる一般データは、ＩＮＦＯ４を受信するまでは保証されない。

(3) 　ローカル給電を受けているＴＥは、その電源が停止されたときには、フレーム同期（引込み）が

はずれる前にＩＮＦＯ０の送信を開始すること。

6.2.3.2　手順仕様

　給電部１もしくは給電部２を検出できるＴＥの手順が、状態遷移表　表６－２／ＪＴ－Ｉ４３０に示さ

れている。手順のＳＤＬ表記の概要が付属資料Ａに示されている。２つの別のＴＥタイプの状態遷移表が

付属資料Ａの付表Ａ－１／ＪＴ－Ｉ４３０と付表Ａ－２／ＪＴ－Ｉ４３０に示されている。状態遷移図や

ＳＤＬ表記は、図６－３／ＪＴ－Ｉ４３０に示されている手順に従うところのＴＥとＮＴのインタフェー

スを確立するのに必要な条件を表している。それらはまた、レイヤ１とレイヤ２の境界およびレイヤ１と

マネジメントエンティティとの境界におけるプリミティブを示している。



ＪＴ－Ｉ４３０ - 20 -

表６－２／ＪＴ－Ｉ４３０   ＴＥ側レイヤ１起動／停止状態遷移表

(ITU-T  I.430) ＴＥは給電部１もしくは給電部２から給電される。
　

状態名 非活性 ｾﾝｼﾝグ 停  止 信号待ち 入力識別 同  期 起  動 同  期
はずれ

状態番号

事 象

Ｆ１ Ｆ２ Ｆ３ Ｆ４ Ｆ５ Ｆ６ Ｆ７ Ｆ８

送信 INFO INFO０ INFO０ INFO０ INFO１ INFO０ INFO３ INFO3 INFO0

電源ＯＮと給電部の検出

（注１及び注２）

Ｆ２

－ － － － － － －

給電部オフ

（注１及び注２）

－

Ｆ１

MPH-II(d);
Ｆ１

MPH-II(d),
MPH-DI,
 PH-DI;

Ｆ１

MPH-II(d),
MPH-DI,
 PH-DI;

Ｆ１

MPH-II(d),
MPH-DI,
 PH-DI;

Ｆ１

MPH-II(d),
MPH-DI,
 PH-DI;

Ｆ１

MPH-II(d),
MPH-DI,
 PH-DI;

Ｆ１

ＰＨ－起動要求
／ ｜

ST,T3;
Ｆ４ ｜ ｜ － ｜ －

タイマＴ３終了

（注７）
／ ／ －

 MPH-DI,
 PH-DI;

Ｆ３

 MPH-DI,
 PH-DI;

Ｆ３

 MPH-DI,
 PH-DI;

－

（注８）

／

 MPH-DI,
  PH-DI;

Ｆ３

INFO０受信

（注５及び注６）

／

MPH-II(c);
Ｆ３ － － －

 MPH-DI,
 PH-DI;

Ｆ３

 MPH-DI,
 PH-DI;

Ｆ３

 MPH-DI,
 PH-DI,
MPH-EI2;

Ｆ３

信号受信

（注３） ／ － － Ｆ５ － ／ ／ －

INFO２受信
／

MPH-II(c);
Ｆ６ Ｆ６

Ｆ６

 （注４） Ｆ６ －

MPH-EI1;
Ｆ６

MPH-EI2;
Ｆ６

INFO４受信

／

MPH-II(c),
 PH-AI,
MPH-AI;

Ｆ７

  PH-AI,
 MPH-AI,
 S/R T3;

Ｆ７

  PH-AI,
 MPH-AI,
 S/R T3;

Ｆ７

  ( 注４)

  PH-AI,
 MPH-AI,
 S/R T3;

Ｆ７

  PH-AI,
 MPH-AI,
 MPH-EI2,
 S/R T3;

Ｆ７

－

  PH-AI,
 MPH-AI,
 MPH-EI2,
 S/R T3;

Ｆ７

フレーム同期はずれ
／ ／ ／ ／ ／

 MPH-EI1;
Ｆ８

 MPH-EI1;
Ｆ８ －

注 「　　－　　」 状態変化なし

「　　｜　　」 レイヤ１サービスの定義の中では存在しない。

「　　／　　」 存在しない状態。

「 a,b;Fn 　」 プリミティブ「ａ」および「ｂ」を送信し、状態「Ｆｎ」に移る。

「 PH-AI　　」 プリミティブＰＨ－起動表示

「 PH-DI　　」 プリミティブＰＨ－停止表示

「 MPH-AI 　」 プリミティブＭＰＨ－起動表示

「 MPH-DI 　」 プリミティブＭＰＨ－停止表示

「 MPH-EI1　」 プリミティブＭＰＨ－エラー表示

  「 MPH-EI2　」 プリミティブＭＰＨ－エラー表示以前に報告したエラーからの回復報告

「 MPH-II(c)」 プリミティブＭＰＨ－情報表示〔接続〕

「 MPH-II(d)」 プリミティブＭＰＨ－情報表示〔非接続〕

「ＳＴ，Ｔ３」 タイマＴ３開始

「Ｓ／Ｒ　Ｔ３」 タイマＴ３停止／リセット

「　給電部　」 給電部１もしくは給電部２
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　プリミティブは概念上の一連の信号であり、認識するとクリアされる。一方、ＩＮＦＯ信号は常に利用

できる連続信号である。

注１　「給電部から供給されるパワー」というのは、全稼働パワーかもしくはバックアップパワーの

ことである。バックアップパワーはＴＥＩ値を記憶したり、ＴＥＩ手順に従ってレイヤ２フレー

ム送受信機能を維持できるものと定義される。

注２　表６－２／ＪＴ－Ｉ４３０の手順では完全な動作を行うため給電部１もしくは給電部２が供

給されることを要求している。給電部１や給電部２を備えていないＮＴに接続されることが決

まっているＴＥは付表Ａ－１／ＪＴ－Ｉ４３０の手順に従う。

注３　この状態はＴＥが信号を受信して、それがＩＮＦＯ２かＩＮＦＯ４かまだ決定していない場合

である。

注４　ＴＥは、信号が現われてから５ms 以内にＩＮＦＯ２かＩＮＦＯ４かを識別できなければ状態Ｆ

５に遷移しなければならない。

ＴＥが、同期がとれないような信号を受信している時、ＴＥの状態Ｆ５への遷移を保証するた

めに、6.3.1.2 節に従うＴＥが同期確立ができないような（少なくとも３つの２進「０」を各フ

レームに含む）どんなビットパターンを受信した時でもＴＥの動作は確認されるべきである。

注５　ＩＮＦＯ０は４８もしくはそれ以上の連続した２進「１」が受信されたとき検出され、ＴＥは

表６－２／ＪＴ－Ｉ４３０の手順に従う。

テストの目的のため、状態Ｆ６、Ｆ７において、受信信号に振幅１００ｍＶpp の正弦波を重畳

した場合、ＴＥは２５０μｓから２５ｍｓまでの間にＩＮＦＯ０を送信する様に、ＩＮＦＯ０

に応答すべきである。また、状態Ｆ２、Ｆ８における、ＩＮＦＯ０の受信応答は、プリミティ

ブの通過に対応しているため、インタフェースにおいて監視や確証ができない。

（注　４８個の連続した２進「１」を受信した後のＩＮＦＯ０に対する迅速な応答は、かえっ

て擬似的にインタフェース信号停止が発生した時に、それに応答することにより、現在行われ

つつある通信を中断させる原因となる可能性がある。そうした可能性を 少限にするようＩＮ

ＦＯ０の判定時間を考慮すべきであるが、全体の応答時間は２５ｍｓを越えてはならない。）

注６　疑似的に起こる通信の中断を避けるために、ＩＮＦＯ０の受信により状態Ｆ７またはＦ８から

遷移した時、タイマをスタートさせてもよい。もし、このタイマ満了前にレイヤ１が状態Ｆ７

へ再遷移しなければ、対応するＰＨ－ＤＩはレイヤ２のみへ通知される。このタイマ値は５０

０ｍｓ～１０００ｍｓ。

注７　タイマＴ３は、全起動時間を見る監視タイマである。この時間には、ＥＴ－ＮＴ間およびＮＴ

－ＴＥ間両方を起動するのに必要な時間を含む。

注８　端末が瞬間的にこの点で状態Ｆ３に移ってもよい。もしＩＮＦＯ２が受信されていれば状態Ｆ

６へ戻る。（瞬間的とは、 大５フレームまでを意味する）
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6.2.4　ＮＴ側の起動／停止

6.2.4.1　ＮＴ側の起動／停止

　この手順は表６－３／ＪＴ－Ｉ４３０に状態遷移表で示されている。手順のＳＤＬ表記は付属資料Ａに

その概要が述べられている。状態遷移表とＳＤＬ表記は表６－２／ＪＴ－Ｉ４３０の手順に従って、ＮＴ

とＴＥ間の起動／停止時のインタフェースを確実にするための必要な条件を示している。またレイヤ１・

レイヤ２境界およびレイヤ１・マネジメントエンティティ境界におけるプリミティブについても示してい

る。

6.2.4.2　ＮＴの無起動／無停止

　このようなＮＴ側の動作は、マネジメントエンティティからＭＰＨ－停止要求を決して受信しない起動

／停止時のＮＴ動作と同じである。状態Ｇ１（停止）、状態Ｇ４（停止動作中）とタイマ１およびタイマ

２はこのようなＮＴには存在しない。

表６－３／ＪＴ－Ｉ４３０　ＮＴ側レイヤ１　起動／停止　状態遷移表

(ITU-T  I.430)

状態名

状態番号

事  象    送信 INFO

  停      止

G1

  ＩＮＦＯ０

起動動作中

G2

  ＩＮＦＯ２

  起      動

G3

  ＩＮＦＯ４

停止動作中

G4

  ＩＮＦＯ０

ＰＨ－起動要求 タイマＴ１始動

G2 ｜ ｜

タイマＴ１始動

G2
ＭＰＨ－停止要求

｜

タイマＴ２始動

PH-DI;G4 (注 2)
タイマＴ２始動

PH-DI;G4 (注 2) ｜

タイマＴ１終了

（注１） －

タイマＴ２始動

PH-DI;G4 (注 2) ／ －

タイマＴ２終了 － － － G1

ＩＮＦＯ０受信

（注５） － －

MPH-DI
MPH-EI;G2(注 3) G1

ＩＮＦＯ１受信 タイマＴ１始動

G2 － ／ －

ＩＮＦＯ３受信

／

タイマＴ１停止

PH-AI,
MPH-AI;G3(注 4)

－ －

フレーム同期はずれ

／ ／

MPH-DI
MPH-EI;G2(注 3) －

注 「　 － 　」 状態変化なし

「　 ／ 　」 同位物理レイヤ手順やシステム内部の理由の定義により存在しない。

「　 ｜ 　」 物理レイヤサービスの定義により存在しない。

「 a,b;Gn 」 プリミティブ「ａ」および「ｂ」を送信し、状態「Ｇn」に移る。

「  PH-AI 」 プリミティブＰＨ－起動表示

「  PH-DI 」 プリミティブＰＨ－停止表示

「 MPH-AI 」 プリミティブＭＰＨ－起動表示

「 MPH-DI 」 プリミティブＭＰＨ－停止表示

「 MPH-EI 」 プリミティブＭＰＨ－エラー表示
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　プリミティブは概念上の一連の信号であり、認識するとクリアされる。一方、ＩＮＦＯ信号は常に利用

プリミティブは概念上の一連の信号であり、認識するとクリアされる。一方、ＩＮＦＯ信号は常に利用で

きる連続信号である。

注１　タイマ１（Ｔ１）は、起動時間を計る監視タイマである。この時間はユーザがアクセスするＥ

Ｔ－ＮＴ部とＮＴ－ＴＥ部の両方を起動するのに必要な時間を含んでいる。ＥＴは交換機の終

端部である。

注２　タイマ２（Ｔ２）は、誤った再起動を防ぐ。その値は２５ms 以上、１００ms 以下である。こ

れはＴＥはＩＮＦＯ０を検出し、２５ms 以内に応答することを意味している。もし、ＮＴがＩ

ＮＦＯ１を確実に検出できるなら、タイマ２の値は０でよく、ＭＰＨ－停止要求により、Ｇ２、

Ｇ３状態からＧ１状態へ直接遷移する。受動バスの場合には、ＩＮＦＯ１の確実な検出は、ど

の様な手段を取っても不可能かもしれないので、注意が必要である。

注３　この通知（ＭＰＨ－ＤＩ，ＭＰＨ－ＥＩ）はＮＴ側のマネジメントエンティティに送信される

必要はない。

注４　実施時のオプションとして、情報（即ちＩＮＦＯ４）の早まった送信を避けるために、ＩＮＦ

Ｏ３の受信後１００ms が経過するまでレイヤ１はＩＮＦＯ４の送信開始やプリミティブＰＨ

－起動表示およびＭＰＨ－起動表示（それぞれレイヤ２とマネジメントに）の送信を行わなく

てよい。必要ならこのような遅延はＥＴで実施する。

注５　ＩＮＦＯ０は４８もしくはそれ以上の連続した２進「１」が受信されたとき検出され、ＮＴは

表６－３／ＪＴ－Ｉ４３０の手順に従う。テストを行う場合に、状態Ｇ３にあるとき、受信信

号に振幅１００ｍＶpp の正弦波を重畳させた時、ＮＴは２５０μｓ以上たってからＩＮＦＯ２

を送信する様にＩＮＦＯ０に応答すべきである。また、状態Ｇ４におけるＩＮＦＯ０の受信は、

インタフェースにおいては監視、確認はできない。

6.2.5　タイマ値

　状態遷移表には、ＴＥとＮＴの両方のタイマが示されている。次にタイマ値を示す。

(1)   ＴＥ：タイマ３は定義していない。（その値は加入者線伝送技術に依存する。 悪値は３０s で

ある)

(2) 　ＮＴ：タイマ１は定義していない。

タイマ２は２５～１００ms である。

6.2.6　起動時間

6.2.6.1　ＴＥ起動時間

　停止状態（Ｆ３）にあるＴＥは、ＩＮＦＯ２またはＩＮＦＯ４を受信した後にフレーム同期を確立し、

１００ms 以内にＩＮＦＯ３の送信を開始すること。状態（Ｆ６）にあるＴＥは２フレーム以内にＩＮＦＯ

４の受信を認識すること。（エラーのない場合）。

　「信号待ち」の状態（Ｆ４）にあるＴＥはＩＮＦＯ２またはＩＮＦＯ４の受信をすると、ＩＮＦＯ１の

送信を中止し、５ms 以内にＩＮＦＯ０の送信を始め、上と同じように１００ms 以内にＩＮＦＯ２または

ＩＮＦＯ４に応答すること。（表６－２／ＪＴ－Ｉ４３０でＦ４からＦ５への遷移は、ＩＮＦＯ２または

ＩＮＦＯ４であることを識別する以前に、「何らかの信号」を受信したことを示すものである。）
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6.2.6.2　ＮＴ起動時間

　停止状態（Ｇ１）にあるＮＴがＩＮＦＯ１の受信により、通常の状態では１ｓ以内にＩＮＦＯ２（ネッ

トワークに同期した状態）の送信を始める。３０ｓまでの遅延「Ｄａ」が異常（障害状態ではない）状態

下で許されること。例えば加入者伝送システムの再トレーニングに必要な時間を示す。

　「起動動作中」状態（Ｇ２）にあるＮＴは、ＩＮＦＯ３の受信によって、正常状態下で５００ms 以内に

ＩＮＦＯ４の送信を始めること。１５ｓ程度の遅延「Ｄｂ」は「Ｄａ」と「Ｄｂ」の和が３０ｓ以下の条

件下の異常（障害状態ではない）状態で許されること。

6.2.7　停止時間

　ＴＥはＩＮＦＯ０を受信した場合２５ms 以内にＩＮＦＯ０の送信を開始する。

　ＮＴは起動状態（Ｇ３）でＩＮＦＯ０の受信もしくはフレーム同期はずれを検出した場合、２５ms 以内

にＩＮＦＯ２の送信を開始する。しかし、ＩＮＦＯ０を受信してもＮＴのレイヤ１エンティティは停止し

ない（Ｇ２状態に移行する。）

6.3　フレーム同期手順

　各フレームの第１ビットはフレームビットＦで、２進「０」である。

　フレーム同期手順はフレームビットがすぐ前の２進「０」を表すパルスと同じ極性のパルスであること

を利用する（伝送路符号バイオレーション）。以上によりフレーム同期を短時間で行うことが可能となる。

符号化則によれば、フレームビットとフレームビットの直流平衡ビット（同じフレーム内のビット位置２）

に続く 初に２進「０」を示すビットの両ビットで伝送路符号バイオレーションを起こす。フレーム同期

の確実性を保証するためにＮＴからＴＥの方向については補助フレームビット対ＦＡとＮを、ＴＥからＮＴ

の方向については補助フレームビットＦＡとこれに関連する直流平衡ビットＬとを使用する。（ＮＴからＴ

Ｅの方向では）ＦＡまたはＮを２進「０」にし、かつ（ＴＥからＮＴの方向では）ＦＡのビット位置をＱビッ

トとして使用しない場合に２進「０」にすることによりフレームビットＦから１４ビット以内に常に伝送

路符号バイオレーションがあることが保証される（１４ビット則）。フレーム同期手順はフレームビット

Ｆの極性に依存しておらず、したがって配線極性には影響されない（4.3 節参照）。

　ＮＴからＴＥ方向の補助フレームビット対ＦＡとＮの符号化則では、ＮはＦＡと逆の２進値（Ｎ＝ＦＡ）と

する。ＴＥからＮＴ方向のＦＡとＬビットは常にＦＡとＬの２進値が同じになるように符号化する。

6.3.1　ＮＴからＴＥ方向のフレーム同期手順

　ＴＥが起動を開始する時のフレーム同期手順は 6.2 節で定義した手順による。

6.3.1.1　フレーム同期外れ

　前述した「１４ビット則」に従った伝送路符号バイオレーションの有効な組を検出することなしに４８

ビット・フレームの２つ分に等しい時間が経過した時はフレーム同期外れとみなし、ＴＥは直ちに送信を

停止すること。

6.3.1.2　フレーム同期引込み

　「１４ビット則」に従った有効な伝送路符号バイオレーション対を３回連続して検出したときに、フレー

ム同期引込みとみなす。

6.3.2　ＴＥからＮＴへのフレーム同期手順

　Ｑチャネル（6.3.3 節参照）が用いられている場合を除き、フレームビットＦから１３ビット以内に伝送
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路符号バイオレーションがあるという基準を適用すること（１３ビット則）。この場合、Ｑチャネルが用

いられているならば「１３ビット則」は５フレームの内４フレームに適用する。

6.3.2.1　フレーム同期外れ

　全てのＦＡ　ビットが２進「０」に設定されているなら、「１３ビット則」に従った一連の伝送路符号バ

イオレーションを検出できなくなってから、少なくとも４８ビット・フレーム、２つ分に等しい時間が経

過した時にフレーム同期外れとみなす。そうでない場合、フレーム同期外れと判断する迄に少なくとも４

８ビット・フレーム、３つ分経過することを許容すること。フレーム同期外れを検出してもＮＴはＴＥへ

送信を続けること。

6.3.2.2　フレーム同期引き込み

　「１３ビット則」に従った伝送路符号バイオレーション対を３回連続して検出した時にＮＴは、同期引

き込みとみなす。

6.3.3　マルチフレーム

　マルチフレームはＮＴからＴＥ方向のＳチャネルとＴＥからＮＴ方向のＱチャネルとして参照される特

別なチャネルを利用して、両方向におけるＴＥとＮＴ間のレイヤ１信号能力を提供する。このレイヤ１信

号能力は、ＴＥとＮＴ間にのみ存在する。すなわちＮＴにおいてＴＥとＮＴ間のチャネルとＮＴとネット

ワーク間のレイヤ１信号チャネルの間では信号転送を必要としない。

Ｑ及びＳチャネルの使用は、ポイント・ポイントのときにもポイント・マルチポイント形態のときと同

様にすること。Ｑチャネルに対し提供される固有の衝突検出機構はない。また、Ｓチャネルに対するアド

レス機構もない。衝突の回避あるいは衝突時の処理のための必要な手順、及びアプリケーションに要求さ

れる複数のＴＥを指定する手順は、本標準の対象外である。

Ｑチャネル及びＳチャネルの使用は、オプションである。これらのチャネルをサポートしていないＮＴ

は、定義されたマルチフレームを利用するためのＦＡ　及びＭビットを復号化する必要はない。Ｑビットチャ

ネルを使用しないＴＥは、２進「１」をＮＴからＴＥへのフレームのＦＡ　ビット位置（すなわち、受信ＦＡ

ビットのエコー）に受信した各フレームにおいて、各Ｑビットを２進「１」にすること。

6.3.3.1　概略機構

(1) 　Ｑビット識別：（ＴＥからＮＴの）Ｑビットは５フレーム毎のＦＡ　ビット位置にあるものと定義

する。ＴＥからＮＴ方向のＱビット位置は、ＮＴからＴＥ方向のＦＡ／Ｎビット対（ＦＡ　＝２進「１」、

Ｎ＝２進「０」）の２進反転によって識別する。ＮＴにこのような機能を持たせることはオプショ

ンである。ＮＴからＴＥに向かってＱビット位置の識別を提供することによって全てのＴＥがＱ

ビット位置の送信を同期させることができ、これによって、受動バス構成において、あるＴＥから

のＦＡ　ビットが次のＴＥのＱビットによって妨害されるのを避けられる。

(2) 　マルチフレーム識別：４ビット符号でＱビット（Ｑ１～Ｑ４）を構成するマルチフレームはＮＴ

からＴＥへのフレームのビット位置（５．４．２．２節参照）Ｍビットを２０フレーム毎に２進「１」

に設定することによって確立される。

　この構成によって、ＴＥからＮＴへ、４ビット符号を１つのチャネルとして扱えるようになる。

ＮＴでこの機能を提供することはオプションである。もし、Ｑビットの使用予定がなければ、ＴＥ

によるＭビットの検出及び使用はオプションである。
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6.3.3.2　Ｑビット位置識別アルゴリズム

　Ｑビット位置識別アルゴリズムを表６－４／ＪＴ－Ｉ４３０に示す。ＴＥは受信ＦＡビット反転に同期し、

５フレーム毎、すなわち（ＮＴからＴＥ方向の）ＦＡ　ビットが２進「１」に等しいフレームにＱビットを

送信する。

　マルチフレームの同期あるいは同期外れを決定するために、ＴＥで使用されるアルゴリズムは、本標準

の規定外である。しかしながら、マルチフレーム同期が確立していない時は、ＴＥは、ＴＥからＮＴへの

Ｑビット位置に、受信したＱビット位置識別に用いられるＦＡ　ビットを折り返す。

　ＮＴ～ＴＥ～ＮＴへの 大一巡遅延はフレームに対して小さいため、したがってＮＴにはＱビット識別

能力が本来備わっており、ＮＴが特別に受信信号からＱビット識別をおこなう必要はない。

6.3.3.3　ＴＥマルチフレーム識別

　マルチフレームの 初のフレームはＭビットが２進「１」に等しいことによって識別する。Ｑチャネル

を使用しないＴＥ、あるいはその機能を提供していないＴＥはマルチフレームを識別する必要はない。

　Ｑチャネルを使用するＴＥ、あるいはその機能を提供するＴＥはマルチフレームの開始を識別するため

に２進「１」に等しいＭビットを用いるべきである。ＴＥがマルチフレームの同期または同期外れをおこ

したことを決めるためのアルゴリズムは本標準の規定外である。ただしＮＴからのマルチフレームの送信

は必須ではない。

表６－４／ＪＴ－Ｉ４３０　Ｑビット位置の識別およびマルチフレーム構成

(ITU-T  I.430)

ﾌﾚｰﾑ番号
NT→TE

FＡ ビｯﾄ 位置
NT→TE
M ビｯﾄ

TE→NT
FＡ ビｯﾄ 位置 (注 2,3)

１
２
３
４
５

ONE
ZERO
ZERO
ZERO
ZERO

ONE
ZERO
ZERO
ZERO
ZERO

 Q1
ZERO
ZERO
ZERO
ZERO

６
７
８
９
10

ONE
ZERO
ZERO
ZERO
ZERO

ZERO
ZERO
ZERO
ZERO
ZERO

 Q2
ZERO
ZERO
ZERO
ZERO

11
12
13
14
15

ONE
ZERO
ZERO
ZERO
ZERO

ZERO
ZERO
ZERO
ZERO
ZERO

 Q3
ZERO
ZERO
ZERO
ZERO

16
17
18
19
20

ONE
ZERO
ZERO
ZERO
ZERO

ZERO
ZERO
ZERO
ZERO
ZERO

 Q4
ZERO
ZERO
ZERO
ZERO

１
２
・
・

ONE
ZERO

ONE
ZERO

 Q1
ZERO

注１　ＯＮＥは２進「１」を、ＺＥＲＯは２進「０」を示す。

注２　ＴＥがＱビットを使用しない場合、Ｑビットは２進「１」に設定すること。

注３　マルチフレーム識別アルゴリズムが固有のＭビットに２進「１」を提供しない場合は、Ｑビッ

ト位置は確認できるが、Ｑビットの１から４は区別できない。
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6.3.4　Ｓビットチャネル利用アルゴリズム

　Ｓチャネル中のＳビット（ＮＴからＴＥへのフレームのビット位置３７（5.4.2.2 節参照））を構成する

ためのアルゴリズムは、6.3.3 節にあるＱチャネルの構成に使用されているものと同じ方法、すなわち、

ＦＡ　ビットの反転とＭビットとの組み合わせによる。

表６－５／ＪＴ－Ｉ４３０に示す様に、本構成によりＳＣ１からＳＣ５の５つのサブチャネルが提供さ

れる。それぞれのサブチャネルはＳＣｎ　1 からＳＣｎ　４のビットから構成されており、４ビットのキャラ

クターを１マルチフレーム（５ｍｓ）当り１個伝達可能である。

表６－５／ＪＴ－Ｉ４３０　Ｓチャネルの構成

(ITU-T  I.430)

ﾌﾚｰﾑ番号

NT→TE

FＡ ビｯﾄ 位置

NT→TE

M ビｯﾄ

NT→TE

S ビｯﾄ

１

２

３

４

５

ONE

ZERO

ZERO

ZERO

ZERO

ONE

ZERO

ZERO

ZERO

ZERO

SC11

SC21

SC31

SC41

SC51

６

７

８

９

10

ONE

ZERO

ZERO

ZERO

ZERO

ZERO

ZERO

ZERO

ZERO

ZERO

SC12

SC22

SC32

SC42

SC52

11

12

13

14

15

ONE

ZERO

ZERO

ZERO

ZERO

ZERO

ZERO

ZERO

ZERO

ZERO

SC13

SC23

SC33

SC43

SC53

16

17

18

19

20

ONE

ZERO

ZERO

ZERO

ZERO

ZERO

ZERO

ZERO

ZERO

ZERO

SC14

SC24

SC34

SC44

SC54

１

２

・

・

ONE

ZERO

ONE

ZERO

SC11

SC21

注１　ＯＮＥは２進「１」を、ＺＥＲＯは２進「０」を示す。

注２　ＮＴ１で使用されていないＳサブチャネルは２進「０」にセットすること。
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6.4　Ｂチャネル上の空きチャネルコード

　ＴＥは、割り当てられていないＢチャネルには２進「１」を送信すること。

７．レイヤ１の保守

　基本ユーザ・網インタフェースのための試験ループバックについては、参考のため付録Ⅱに定義と特性

を与える。

　本標準ではループ２を規定し、他のループは継続検討とする。

7.1　ループ２の特性

(l) 位　置 ＮＴ１内でＴ参照点に出来るだけ近い位置

(2) ループバックの方向 交換機側からＮＴ１を経由して交換機側へ戻す

(3) 折り返されるチャネル Ｂ１，Ｂ２，Ｄまたは２Ｂ＋Ｄ

(4) ループバック形式 非透過

(5) 制御ポイント 加入者線交換機

(6) 制御機構 加入者線伝送システムのレイヤ１信号

８．電気的特性

8.1　ビットレート

8.1.1　公称ビットレート

　公称ビットレートは１９２kbit/s である。

8.1.2　周波数精度

　フリーラン状態における周波数精度は±１００ppm である。

8.2　ＴＥの入出力間のジッタおよびビット位相関係

8.2.1　試験構成

　ジッタおよび位相偏差の測定は、以下に示す形態に従って、ＴＥの入力における４つの異なった波形を

用いておこなう。

(l) 　２つの終端抵抗間の減衰量が９６kHz において６dB となるポイント・ポイント形態（大容量ケー

ブル）

(2) 　（被試験ＴＥを含む）８個のＴＥを信号源の遠端にクラスタ接続した短距離受動バス（大容量ケー

ブル）

(3) 　被試験ＴＥを信号源の近くに、他の７個のＴＥを信号源の遠端にクラスタ接続した短距離受動バ

ス（ (a)大容量ケーブルおよび (b)小容量ケーブル）

(4) 　１つの信号源を直接（すなわち、擬似線路を用いずに）被試験ＴＥの受信側に接続した理想的な

試験信号状態

　形態(1),(2),(3a)および(3b)に対応する波形の例を、図８－１／ＪＴ－Ｉ４３０から図８－４／ＪＴ－Ｉ４

３０に示す。

　このような信号を発生できる試験構成を付属資料Ｂに示す。
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図８－１／ＪＴ－Ｉ４３０　試験構成 (l)の波形－ポイント・ポイント（６dB）

(ITU-T  I.430) (C=120nF/km)

図８－２／ＪＴ－Ｉ４３０　試験構成 (2)の波形－遠端にクラスタ接続された

(ITU-T  I.430) ８個のＴＥを伴う短距離受動バス(C=120nF/km)
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図８－３／ＪＴ－Ｉ４３０　試験構成(3a)の波形－ＮＴの近傍に１個のＴＥと遠端に

(ITU-T  I.430) ７個のＴＥを用いた短距離受動バス（C=120nF/km）

図８－４／ＪＴ－Ｉ４３０　試験構成(3b)の波形－ＮＴの近傍に１個のＴＥと遠端に

(ITU-T  I.430) ７個のＴＥを用いた短距離受動バス (C=30nF/km)
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8.2.2　タイミング抽出ジッタ

　ＴＥ出力で観測したときのタイミング抽出ジッタは、8.2.1 節に記述した試験条件で、遮断周波数（３dB

点）３０Hz と、２０dB／decade の漸近ロールオフとのハイパスフィルタを用いてジッタを測定したときに、

ビット周期の－７％から＋７％以内とする。この規格は両方のＢチャネルを２進「０」とした出力データ

列と、以下の (l)から (3)に記述する入力データ列とを用いて適用する。この規格は、出力データ列におけ

る隣接する２進「０」の、全てのゼロクロス点の位相に対して適用する。

(l) 　Ｄ、Ｄエコーおよび両方のＢチャネルを全て２進「１」とした連続フレームのデータ列。

(2) 　少なくとも１０秒間連続して繰り返す、以下より成るビット列。

(a) 　両方のＢチャネルを「１０１０１０１０」（送信するための 初のビットは２進「１」である）

の連続したオクテットとし、ＤおよびＤエコーチャネルを連続した２進「１」とした４０フレーム

その後に

(b) 　Ｄ、Ｄエコーおよび両方のＢチャネルを連続する２進「０」とした４０フレーム。

(3) 　Ｄ、Ｄエコーおよび両方のＢチャネルを２
１９

－１の長さの擬似ランダムパタンで構成したビット

列。

（このパタンは１、２、５および１９段目の出力を加算（モジュロ２）して入力へフィードバック

する１９段のシフトレジスタによって作ってもよい。）

8.2.3　入力から出力までのﾄｰﾀﾙ位相偏差

　トータル位相偏差（ＴＥでのタイミング抽出ジッタの影響を含む）は、ＴＥの出力における信号要素の

変化点と、ＴＥ入力に加えられる信号に対応する信号要素の変化点との間でビット周期の－７％から＋１

５％の範囲を越えないこと。この規格は、フレームの開始点におけるフレームパルスとそれに関連する直

流平衡パルスの間にあるゼロクロス点と、入力信号の前３フレームの開始点において対応するゼロクロス

点との、平均位相として定義される位相参照点を持つ各フレームの出力信号の変化点に適用する。機器の

適合性を確認するためには、個々のフレームのフレームパルスと、それに関連する直流平衡パルスの間に

あるゼロクロス点のみ（入力信号の位相参照点として）用いれば充分である。簡単なテストセットを必要

とする後者の方法は、約１kHz 以上の周波数において余分なジッタが発生し、そのためにより厳しい方法

である。この規格は 8.2.2 節に定義されている出力データ列の、全ての隣接する２進「０」のゼロクロス点

の位相に適用する。この規格は、以下の (l)から (4)に規定する特別な入力信号条件及び図８－５／ＪＴ－

Ｉ４３０に規定する周波数範囲５Hz から２kHz のスーパーインポーズジッタとともに、8.2.1 節に記述し

た全ての試験条件を適用する。この規格は、１９２kbit/s±１００ppm の入力ビットレートを適用する。

(l) 　Ｄ、Ｄエコーおよび両方のＢチャネルを全て２進「１」とした連続フレームのデータ列

(2) 　両方のＢチャネルをオクテット「１０１０１０１０」（送信するための 初のビットは２進「１」

である）としＤとＤエコーチャネルを２進「１」とした連続フレームより成るデータ列。

(3) 　Ｄ、Ｄエコーおよび両方のＢチャネルを２進「０」とした連続フレームのデータ列。

(4) 　Ｄ、Ｄエコーおよび両方のＢチャネルを 8.2.2 (3)節で記述した擬似ランダムパタンとした連続フ

レームのデータ列。
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8.3　ＮＴのジッタ特性

　ＮＴの出力データ列における 大ジッタ（Ｐ－Ｐ）は、遮断周波数（３dB 点）が５０Hz で、２０dB/decade

の漸近ロールオフをもったハイパスフィルタを用いて測定したときに、ビット周期の５％以下とする。こ

の規格は全てのデータ列に適用するが、機器の適合性を確認するためにはＤおよびＢチャネルを２進「１」

とした出力データ列とＤおよびＢチャネルを 8.2.2 (3)節で記述した特別なデータ列を用いてジッタを測定

すれば充分である。この規格は、出力データ列における隣接した２進「０」のゼロクロス点の位相に適用

する。

図８－５／ＪＴ－Ｉ４３０　ＴＥ入力における 大許容ジッタの

(ITU-T  I.430) 下限（両対数スケール）

8.4　線路の終端

　接続回路の終端（抵抗）は１００Ω±５％でなければならない。（図４－１／ＪＴ－Ｉ４３０参照）

8.5　送信部出力特性

8.5.1　送信部出力インピーダンス

　ＴＥに対するインタフェース点ＩＡ　（図４－１／ＪＴ－Ｉ４３０参照）とＮＴに対するインタフェース

点ＩＢ　に適用される仕様は以下の通りである。（コードの容量については 4.5 節と 8.9 節を参照）

8.5.1.1　ＮＴ送信部出力インピーダンス

(l) 　２進「０」を送出している時を除いたすべての場合において、２kHz から１MHz の周波数範囲で、

出力インピーダンスは図８－６／ＪＴ－Ｉ４３０のテンプレートで示されるインピーダンスより大

きくなければならない。この仕様は１００mV (ｒ．ｍ．ｓ）の正弦波電圧印加に対して適用する。

注　ある応用例では、終端抵抗はＮＴ内に持つことができる。（図４－１／ＪＴ－Ｉ４３０のＢ点参

照）この場合の出力インピーダンスは、テンプレート値と１００Ω終端抵抗の並列インピーダン

スより大きくなければならない。

(2) 　２進「０」を送出している時、出力インピーダンスは、２０Ω以上でなければならない。

注　出力インピーダンスの規定は、５０Ωの公称負荷インピーダンス（抵抗）に対して適用する。公
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称負荷に対する出力インピーダンスは、公称値の±１０％に等しい負荷に対するピークパルス振

幅値を測定して決める。ピーク値は、パルスの中心点の振幅にて定義する。この規定は、両極性

のパルスに対して適用する。

周　波　数

図８－６／ＪＴ－Ｉ４３０　ＮＴ　インピーダンステンプレート

(ITU-T  I.430) （両対数スケール）
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8.5.1.2　ＴＥ送信部出力インピーダンス

(l) 　２進「０」を送出している時を除いたすべての場合において、以下の仕様が適用される。

(a) 　２kHz から１MHz までの周波数範囲で、出力インピーダンスは図８－７／ＪＴ－Ｉ４３０のテ

ンプレートで示されるインピーダンスより大きくなければならない。この仕様は、１００mV（ｒ．

ｍ．ｓ．）の正弦波電圧印加に対して適用する。

(b) 　９６kHz の周波数で、1.2Ｖ（０－Ｐ）までの印加電圧から生じるピーク電流は 0.6mA（０－Ｐ）

を越えてはならない。

周　波　数

図８－７／ＪＴ－Ｉ４３０　ＴＥ　インピーダンステンプレート

(ITU-T  I.430) （両対数スケール）

(2) 　ＴＥが２進「０」を送出している時、出力インピーダンスは２０Ω以上でなければならない。

注　出力インピーダンスの規定は、５０Ω及び４００Ωの２つの公称負荷インピーダンス（抵抗）に

対して適用する。それぞれの公称負荷に対する出力インピーダンスは、公称値の±１０％に等し

い負荷に対するピークパルス振幅値を測定して決める。ピーク値は、パルスの中心点の振幅にて

定義する。この規定は、両極性のパルスに対して適用する。

8.5.2　試験負荷インピーダンス

　試験負荷インピーダンスは、５０Ωである。（他に指示がなければ。）

8.5.3　パルス波形と振幅（２進「０」）

8.5.3.1　パルス波形

　下記の如く限定されるオーバシュートを除き、パルス波形は図８－８／ＪＴ－Ｉ４３０のマスク内でな

ければならない。オーバシュートは、その振幅値が１／２となる期間が０．２５μｓ以下であるならば、

パルスの立ち上がりエッジに於いて、信号の中心振幅値の５％まで許容する。

8.5.3.2　公称パルス振幅値

　公称パルス振幅値は７５０mV（０－Ｐ）である。
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　ＮＴとＴＥの出力端子での正パルス（特にフレームパルス）は、端子ｅ，ｆ間と端子ｄ，ｃ間で測定さ

れる電圧の正極性として定義する。（図９－１／ＪＴ－Ｉ４３０参照、コネクタピンとの関係は表１０－

１／ＪＴ－Ｉ４３０参照）

8.5.4　パルス不平衡

　パルス不平衡、即ち正パルスに対する∫Ｕ(t)dt と負パルスに対する∫Ｕ(t)dt の差は５％以下でなければ

ならない。

8.5.5　他の試験負荷での電圧（ＴＥのみ）

　以下の仕様は、複数のＴＥが受動バスに同時にパルスを送出した場合に適合性を保証しようとするため

のものである。

8.5.5.1　４００Ω負荷

　送信部を４００Ωで終端した時、パルス（２進「０」）は図８－９／ＪＴ－Ｉ４３０のマスク内でなけ

ればならない。

8.5.5.2　5.6Ω負荷

　逆極性同士の送信部の電流を制限するために、5.6Ω負荷時のパルス振幅値（ピーク値）は公称パルス振

幅値の２０％以下でなければならない。
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8.5.6　対地不平衡

　１００Ωで終端された送信部と受信部の全ての可能な給電状態、全ての可能な装置の大地接続状態に対

して適用される仕様は以下の通りである。

　ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｇ．１１７の 4.1.3 節（図８－１０／ＪＴ－Ｉ４３０参照）に従い測定される縦電流減衰

量（ＬＣＬ）は、次の規格を満足しなければならない。

(l)　１０kHz＜ｆ＜３００ kHz：＞５４dB

(2)　３００ kHz＜ｆ＜１ MHz： 小値は５４dB から２０dB/decade で減少。

注　表現の明確化のために、上の値は５．２１μｓのパルス幅に基づいている。

ビットレートの詳細な定義については 8.1 節を参照。

図８－８／ＪＴ－Ｉ４３０　送信部出力パルスマスク

(ITU-T  I.430)
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注　表現の明確化のために、上の値は５．２１μｓのパルス幅に基づいている。

ビットレートの詳細な定義については 8.1 節を参照。

図８－９／ＪＴ－Ｉ４３０　４００Ω試験負荷時の孤立パルスの電圧

(ITU-T  I.430)
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　選択レベル計を用い１０kHz から１MHz までの周波数範囲にわたり電圧ＶＴ　とＥＬ　を測定する。

　測定は次の状態で行う。

(l) 　非活性　　（受信、送信）

(2) 　パワーオフ（受信、送信）

(3) 　活　性  　　（受信）

　相互接続コードは金属プレート上に置く。

注１　この抵抗は、もし終端がすでにＴＥ（ＮＴ）に組み込まれているのならば、除外する。

注２　ハンドイミテーションは、おおむね手のひら１つ分の大きさの薄い金属箔である。

注３　メタリックハウジングのＴＥ（ＮＴ）は金属プレートに接続される。一方、非メタリックハウ

ジングのＴＥ（ＮＴ）は金属プレート上に置かれる。

注４　ＴＥ（ＮＴ）の商用給電用の給電コードは、金属プレート上に置く。商用電源のアース保護線

は金属プレート上に接続する。

注５　ＮＴに給電部１がなければ、ＲＧ　とＬＧ　は必要としない。

注６　この回路は１００Ωの横終端と２５Ωの縦平衡終端をしている。他の等価回路を用いてもかま

わない。しかしながら、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｇ．１１７及びＯ．１２１の等価回路は給電が備わっ

ていない。

図８－１０／ＪＴ－Ｉ４３０　受信部入力あるいは送信部出力の対地不平衡

(ITU-T   I.430)
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8.6　受信部入力特性

8.6.1　受信部入力インピーダンス

8.6.1.1　ＴＥ受信部入力インピーダンス

　ＴＥは、8.5.1.2 (l)節 (a)、 (b)で出力インピーダンスに関して定めている仕様と同じ入力インピーダンス

仕様を端末の状態（Ｆ１からＦ８）によらず満たしていなければならない。

8.6.1.2　ＮＴ受信部入力インピーダンス

(1)　内部終端抵抗のないＮＴ

すべての場合において、下記の仕様を適用する。

(a) 　２kHz から１MHz の周波数域における入力インピーダンスは、図８－６／ＪＴ－Ｉ４３０のテ

ンプレートに示しているインピーダンスより大きくなくてはならない。この仕様は、１００mV（ｒ．

ｍ．ｓ．）の正弦波電圧印加に対して適用する。

(b) 　９６kHz の周波数では、1.2Ｖ（０－Ｐ）までの印加電圧から生じるピーク電流は、0.5mA（０

－Ｐ）を超えてはならない。

(2) 　１００Ωの内部終端抵抗を持つＮＴ（図４－１／ＪＴ－Ｉ４３０のＢ点参照）

すべての場合において下記仕様を適用する。

(a) 　２kHz から１MHz の周波数域における入力インピーダンスは、１００Ω抵抗と図８－６／ＪＴ

－Ｉ４３０のテンプレートに示しているインピーダンスとの合成インピーダンスより大きくなく

てはならない。この仕様は、１００mV（ｒ．ｍ．ｓ．）の正弦波電圧印加に対して適用する。

(b) 　９６kHz の周波数では、1.2Ｖ（０－Ｐ）までの印加電圧から生じるピーク電流は１３mA（０

－Ｐ）を超えてはならない。

8.6.2　受信部感度－ノイズ及び歪みに対する強さ

３つの異なるインタフェース配線構成に関してＴＥ及びＮＴに適用する仕様を次頁以下に示す。ＴＥ又

はＮＴ（或いはその両方）は、（少なくとも１分間）誤りなしに、全てのチャネル（Ｂチャネル、Ｄチャ

ネル、更に可能ならばＤエコーチャネルの組み合わせ）で、擬似ランダム系列（ワード長≧５１１ビット）

をもつ入力を受信しなければならない。受信部は、波形マスクによって示す全域にわたる任意の入力信号

で動作しなければならない。

8.6.2.1　ＴＥ

　ＴＥは、8.2.１節に定めている波形に合致する入力信号で動作しなければならない。図８－２／ＪＴ－Ｉ

４３０～図８－４／ＪＴ－Ｉ４３０の波形に関しては、ＴＥは、8.5.3.2 節に定めている伝送信号の公称振

幅に比して＋1.5dB から－3.5dBの範囲内にある任意の振幅を有する入力信号で動作しなければならない。

図８－１／ＪＴ－Ｉ４３０の波形に合致する信号に関しては、8.5.3.2 節に定めている伝送信号の公称振幅

に比して＋1.5dB から－7.5dBの範囲内にある任意の振幅を有する信号に対して動作が行われなければなら

ない。さらに、ＴＥは入力信号に重畳されるＮＴの出力信号に許容される 大値までのジッタ（8.3 節参照）

を有する波形に合致する信号で動作しなければならない。

　また、図８－１／ＪＴ－Ｉ４３０に示す波形を有する入力信号に関してＴＥは、ジッタを有する入力信

号に独立に重畳される２００kHz 及び２MHz の周波数で１００mV (Ｐ－Ｐ）の振幅を有する正弦波信号で

動作しなければならない。
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8.6.2.2　短距離受動バス（固定タイミング）用ＮＴ

　短距離受動バス配線構成でのみ動作するように設計したＮＴは、図８－１１／ＪＴ－Ｉ４３０に示した

波形マスクによる入力信号を受信したときに動作しなければならない。これらのＮＴは、8.5.3.2 節に定め

た伝送信号の公称振幅に比して＋1.5dB から－3.5dBの範囲内にある任意の振幅を有する入力信号で動作し

なければならない。

8.6.2.3　ポイント・ポイント及び短距離受動バス構成（適応タイミング）用ＮＴ

　ポイント・ポイント又は短距離受動バス配線構成の両方で動作するように設計したＮＴは、図８－１２

／ＪＴ－Ｉ４３０に示した波形マスクによる入力信号を受信したときに動作しなければならない。これら

のＮＴは、8.5.3.2 節に定めた伝送信号の公称振幅に比して＋1.5dB から－3.5dB の範囲内にある任意の振幅

を有する入力信号で動作しなければならない。また、これらのＮＴは、図８－１／ＪＴ－Ｉ４３０の波形

に合致する信号を受信したときにも動作しなければならない。この波形に合致する信号に関しての、動作

は、8.5.3.2 節に定めた伝送信号の公称振幅に比して＋1.5dB から－7.5dB の範囲内にある任意の振幅を有す

る信号に対して行われなければならない。さらに、これらのＮＴは、8.6.2.1 節に定めているような、正弦

波信号を重ね合せ、そしてＴＥの出力信号に許容される 大値までのジッタ（8.2.2 節参照）を持つ図８－

１／ＪＴ－Ｉ４３０に示した波形を有する入力信号で動作しなければならない。

8.6.2.4　延長受動バス配線構成用ＮＴ

　延長受動バス配線構成で動作するように設計したＮＴは、図８－１３／ＪＴ－Ｉ４３０に示した波形マ

スクによる入力信号を受信したときに動作しなければならない。これらのＮＴは、8.5.3.2 節に定めた伝送

信号の公称振幅に比して＋1.5dB から－5.5dBの範囲内にある任意の振幅を有する入力信号で動作しなけれ

ばならない。さらに、これらのＮＴは、8.6.2.1 節に定めているような、正弦波信号を重ね合せた図８－１

３／ＪＴ－Ｉ４３０に示した波形の入力信号で動作しなければならない。

（上の各値は、3.8dB の 大ケーブル損失を想定したものである。ＮＴはより高いケーブル損失にも適応す

ることも出来る。）

8.6.2.5　ポイント・ポイント構成専用ＮＴ

　ポイント・ポイント配線構成専用に設計したＮＴは、図８－１／ＪＴ－Ｉ４３０に示した波形を有する

入力信号を受信したときに動作しなければならない。これらのＮＴは、8.5.3.2 節に定めている伝送信号の

公称振幅に比して＋1.5dB から－7.5dBの範囲内にある任意の振幅を有する入力信号で動作しなければなら

ない。さらに、これらのＮＴは、8.6.2.1 節に定めているような正弦波信号を重ね合せ、そしてＴＥの出力

信号に許容される 大値までのジッタ（8.2.2 節参照）を持つ図８－１／ＪＴ－Ｉ４３０に示している波形

の入力信号で動作しなければならない。
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図８－１１／ＪＴ－Ｉ４３０　短距離受動バス受信パルス波形マスク

(ITU-T  I.430)

注１　斜線の部分は、パルス遷移の起り得る区域である。

注２　この波形マスクは、付属資料Ｂ、付図Ｂ－１／ＪＴ－Ｉ４３０に示した「 悪の場合の」試験構成及び

8.2.1 節の波形 (2)及び (3)に基づくものである。１クロック周期の－７％の斜線部分は、長さゼロの受

動バスをもつＮＴに直接接続された単一のＴＥの状態を示している。但し、この波形マスクは、フレー

ミングビットやＤチャネルビット及びそれらに関連する直流平衡ビットのパルスがとり得るより高い

振幅を示すものではない。上の波形マスクは過渡的な影響を考慮したものではないことに留意するこ

と。

１クロック周期

時間（クロック周期）

0 0.5 1.5 2.01.0

-7  % -7  %

振
幅
（
正
規
）

ＮＴ－送信クロック ＮＴ－送信クロック

1.0

-1.0

-0.6

-0.2

0.2

0.6
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（ポイント・ポイント又は短距離受動バス配線構成で動作するように設計したＮＴ）

ＮＴ－送信クロック ＮＴ－送信クロック

１クロック周期

時間（クロック周期）

注１　斜線の部分は、パルス遷移の起り得る区域である。

注２　この波形マスクは、ケーブルの許容一巡遅延が低減していること以外、図８－１１／ＪＴ－Ｉ

４３０の波形マスクと同じ「 悪の場合の」受動バス構成に基づいたものである。１クロック

周期の－７％の斜線部分は、長さゼロの受動バスをもつＮＴに直接接続された単一のＴＥの状

態を示している。但し、この波形マスクは、フレーミングビットやＤチャネルビット及びそれ

に関連する直流平衡ビットのパルスがとり得るより高い振幅を示すものではない。上の波形マ

スクは過渡的な影響を考慮したものではないことに留意すること。

図８－１２／ＪＴ－Ｉ４３０　受動バス受信パルス波形マスク

(ITU-T  I.430)
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時間（クロック周期）

注１　斜線の部分は、パルス遷移の起り得る区域である。

注２　この波形マスクは、「 悪の場合の」延長受動バス配線構成に基づいたものである。これは、７５

Ωの特性インピーダンス、１２０nF/km の容量、９６kHz で 3.8dB の損失、相互遅延差が 8.6.3.3 節

に示した 大値になるように接続された４つのＴＥを有するケーブルで構成される。

この波形マスクは、フレーミングビットやＤチャネルビット及びそれに関連する直流平衡ビットの

パルスがとり得るより高い振幅を示すものではない。上の波形マスクは過渡的な影響を考慮したも

のではないことに留意すること。

図８－１３／ＪＴ－Ｉ４３０　延長受動バス受信パルス波形マスク

(ITU-T  I.430)
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8.6.3　ＮＴ受信部入力遅延特性

注　一巡遅延は、常に、ＮＴの送信側及び受信側におけるフレーミングパルスとそれに関連する直流

平衡ビットパルスのゼロクロス点の間で測定する（付録Ⅰも参照のこと）。

8.6.3.1　短距離受動バス用ＮＴ

　ＮＴは、１０から１４μｓの範囲内の、ＴＥを含む、設備全体の一巡遅延で動作しなければならない。

8.6.3.2　ポイント・ポイント及び受動バス両用ＮＴ

(l) 　ＮＴは、（受動バス構成に関しては）１０から１３μｓの範囲内の一巡遅延で動作しなければな

らない。

(2) 　ＮＴは、（ポイント・ポイント構成に関しては）１０から４２μｓの範囲内の一巡遅延で動作し

なければならない。

8.6.3.3　延長受動バス用ＮＴ

　ＮＴは、異なるＴＥからの信号の相互遅延差が、０から２μｓの範囲内にある場合１０から４２μｓの

範囲内の一巡遅延で動作しなければならない。

8.6.3.4　ポイント・ポイント専用ＮＴ

　ＮＴは、ポイント・ポイント構成に関して１０から４２μｓの範囲内の一巡遅延で動作しなければなら

ない。

8.6.4　対地不平衡

　給電と各ポートにおける２つの１００Ωの終端を考慮して、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｇ．１１７の 4.1.3 節に従っ

て測定した受信部入力の縦電流減衰量（ＬＣＬ）は、下記の条件を満たすものでなければならない（図８

－１０／ＪＴ－Ｉ４３０参照）。

(l) 　１０ kHz≦ｆ≦３００kHz ：≧５４dB

(2) 　３００kHz ＜ｆ≦１MHz 　： 小値は、５４dB から２０dB/decade で減少

8.7　外部電圧からの絶縁

　ＩＥＣ公文書４７９－１、１９８４年第２版は、人体保安上に関する電流制限を規定している。

　この公文書では２ｋΩの抵抗を通して測定する許容感電洩れ電流の値が制限されている。

　ユーザ・網インタフェースでのこの条件の適用は、この標準の目的ではないが、それは、受動バスに接

続した、商用電源から給電している各々の装置にこの値を分配することが必要である。

8.8　相互接続媒体特性

　インタフェースケーブル（or ケーブル布線）は、より対線（２～４対を必要に応じて使用）を含む。こ

のような対線は、しばしばユーザ構内配線系の一部となる。送受の対線の伝送特性は、この勧告の要件に

合うインタフェースを持つ装置の内部接続（ＩａからＩｂ）に使われる時に満足なオペレーションが保証

されるようでなければならない。考慮すべきケーブルパラメータの例としては、損失、周波数対応の漏話

損失、縦平衡度と雑音である。この勧告で規定される要件がインタフェース点Ｉａ及びＩｂにおいて定義

される時に想定されるケーブル特性は、付録Ⅰと付表Ｂ－１／ＪＴ－Ｉ４３０で議論されていることに注

意すること。適切なインタフェースケーブルを決定する際にも考慮すべきＥＭＩ条件に従うことを保証す

るためには、特に縦平衡度（９６kHz で４３dB 以上）のＥＭＩ条件を満足する上においても重要である。
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8.9　標準ＩＳＤＮ基本アクセスＴＥコード

　「標準ＩＳＤＮ基本アクセスＴＥコード」と接続する為に設計したＴＥと共に用いる接続コードは、

長１０ｍ以下であり、また、下記に合致したものでなければならない。

　ＴＥの中には、ＴＥの一部として接続コードを内蔵するよう設計するものもあり、この場合には標準Ｉ

ＳＤＮ基本アクセスＴＥコードの条件は、適用しない。

(l) 　 長７ｍのコード

(a)　送受信機能用ペアの 大容量は、３００pF 未満でなければならない。

(b)　送受信機能に用いるペアの特性インピーダンスは、９６kHz で７５Ω以上でなければならない。

(c)　任意のペアと送受信機能に用いるペアの間の９６kHz での漏話減衰量は、１００Ωの終端で６

０dB 以上でなければならない。

(d)　コードは、両端でプラグに終端していなければならない（個々の導線は、各端部でプラグ内の

同じコンタクトに接続していなければならない）。

(e)　個々の導体（両端のコネクタピンを含む）の抵抗は 3.2Ω（許容偏差を含む）を越えてはなら

ない。また、ケーブル対の導体間の抵抗の差分は、６％もしくは６０ｍΩの大きい方の値を越

えてはならない。

(2)　７ｍを越える長さのコード

(a)　コードは、３５０pF の容量を許すことを除いて、上の条件に合致するものでなければならない。

8.10　縦出力電圧

　図８－１４／ＪＴ－Ｉ４３０に示すように１５０Ωの終端抵抗間を縦方向に測定した時に、１０kHz ～

１５０kHz の周波数帯域における受信回路と送信回路の間の縦方向電圧は制限される。
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ＶＬＴとＶＬＲ＜２４dBV（ピーク値）

　ＶＬＴとＶＬＲは、ＮＴがＩＮＦＯ２をＴＥがＩＮＦＯ１を送信しているときに測定する。測定帯域幅は３

kHz でなければならない。

　図８－１０／ＪＴ－Ｉ４３０の注１から５はこの場合も同様に適用される。

図８－１４／ＪＴ－Ｉ４３０　縦出力電圧

(ITU-T  I.430)

8.11　電気的外環境条件

　（本規定については、継続検討）

９．給　電

　本章では給電に関し、まず 9.1 節から 9.11 節で給電の参照構成、機能、条件等について説明し、これら

の内容に基づき本標準において採用する給電方法とその規定について 9.12 節で述べる。

9.1　参照構成

　８ピンの接続コネクタに基づく給電の参照構成を図９－１／ＪＴ－Ｉ４３０に示す。接続端子名のａ～

ｈと実際のピン配置との対応は特に考慮していない。ピン配置については１０章に示すようにＩＳ８８７

７に準拠する。ｃ，ｄ，ｅ及びｆピンの使用は必須であり、ａ，ｂ，ｇ及びｈピンの使用は任意である。

　この参照構成は、内部または外部電源の使用にかかわらずＳ及びＴ基準点における唯一の物理的、電気

的特性を規定するものである。

注２

＞10μF

＞10μF

注１

注５
受電部１

（給電部１）

金属箔

注１

注４注３

受信

送信

ＴＥ（ＮＴ）

Z

100Ω

100Ω

＞50mH

UＧ R Ｇ

Z
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150Ω

150Ω

500Ω

グランド（１ｍ×１ｍの金属板）

ＶＬＲ

ＶＬＴ

100Ω

Z

100Ω

Z

LＧ

LＧ ＞50mH
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　給電部１は網及び／または宅内側に設置された電源（商用電源（または相当する電源) 及び／または電

池）より給電を受ける。

　３つの電源が考慮されている。

(l) 　制限モードとノーマルモードの給電部は、いずれもＮＴに必須である。

(2) 　制限モードの給電部は、ＮＴに内蔵するが、ノーマルモードは、ＮＴと物理的に分離し、インタ

フェース配線の任意の位置に接続してもよい。この場合給電部は「外部電源（ＡＰＳ）」と呼ばれ

る。ただし、このようなＡＰＳは、ＮＴ機能の一部とみなすべきである。しかしながらＡＰＳの設

置に関しては、主官庁あるいは、網提供業者の承認を受ける必要がある。相互千渉の問題を避ける

ため、上記のようなＡＰＳは、ノーマル給電部を内蔵するＮＴと接続しているインタフェースには

接続してはならない。

　ＡＰＳを設置する場合は、ＮＴ内蔵の制限給電部との互換性をＡＰＳ側が保証しなければならな

い。特にＡＰＳの設置により発生する、ＡＰＳとＮＴ内蔵の制限給電部との間の電源の競合の問題

については〔9.9 節と 9.10 節〕を考慮しなければならない。さらに、インタフェース線における伝送

特性への影響、例えばインタフェース線間のＡＰＳのインピーダンスにより受動バスに収容できる

ＴＥ数が減少する場合などについても考慮しなければならない。

(3) 　ノーマルモードの給電部は、ＮＴに内蔵するが、制限モードの給電部は、ＮＴと物理的に分離し、

インタフェース配線の任意の位置に接続してもよい。相互千渉の問題を避けるため、制限モードの

給電部は、制限モードの給電部を内蔵するＮＴと接続しているインタフェースには接続してはなら

ない。ＮＴのノーマル給電部への要求はＡＰＳ（9.9 節参照）と同様であるが、インタフェース配線

の任意の位置に接続するよう設計された制限給電部への要求は、ＡＰＳ（9.10 節参照）と共に動作

する制限給電部へのものと同じである。

　給電部２は宅内側に設置された電源（商用電源（または相当する電源）及び／または電池）より給電を

受ける。給電部２はＮＴに内蔵（または付属物として設置）するか、もしくは分離して設置してもよい。
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注 1　フレームパルスの極性を参照。

注 2　ノーマル給電時の電源の極性を参照。（制限給電時は逆極性）

注 3　この図で示した接続ピンの配列は、接続ケーブルの１対１接続を考慮してある。

つまり、各々の接続対は TE と NT で同じ番号の端子に接続すればよい。

注 4　もしｇ－ｈの対を給電部２の電力供給に使用する場合、この対の線の極性は維持しなければな

らない。すなわち線が交わってはならない。

図９－１／ＪＴ－Ｉ４３０　ノーマル動作モード時の信号伝送及び

(ITU-T  I.430) 給電に対する参照構成

ＴＥ ＮＴ

（注 3)

a a

bb給電部３

c+(注 1) c

+(注 2)
受信送信

d- d

受電部１ 給電部１

e -e

受信 送信

受電部 2 給電部２

f f

+(注 1)

g g －

（注 4)

（注 2)

h h ＋
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9.1.1　接続端子の機能

　ＴＥ，ＮＴにおける８ピンの接続端子の用途を以下に定める。

(1) 　接続対ｃ－ｄとｅ－ｆは双方向のディジタル信号伝送に用いられる。そして、この両対を用いて

からＮＴからＴＥ（給電部１）へのファントム給電回路を構成することができる。

(2) 　接続対ｇ－ｈはＮＴからＴＥ（給電部２）への付加的給電に使用することができる。

(3) 　接続対ａ－ｂはＴＥ－ＴＥ間の給電とＴＥ－ＮＴ間の給電（給電部３）に使用することができる。

9.1.2　給電部及び受電部の設置

(1) 　ＮＴからＴＥへの給電

給電部１と給電部２はＮＴからＴＥへの給電を提供する。

給電部１（ファントム給電）は必ずしも設置しなくてもよい。給電部２の設置は個々の通信事業

者等の判断による。給電部３の設置は本標準の規定外である。受電部１の設置は任意である。通信

事業者等は、 小限のサービスを提供するＴＥに対しては給電部１からの電力の使用を制限できる。

受電部２の設置は任意である。給電部２は、給電部１の代わりに使用され、通常、ネットワークに

は両方の給電部が同時に供給されない。

注　網間もしくは国際間でポータビリティを保証されるＴＥは、インタフェース参照点での給電

に依存できないことに注意する必要がある。

(2) 　ＴＥからＮＴとＴＥからＴＥへの給電

給電部３はＴＥからＮＴとＴＥからＴＥへの給電の可能性を考慮している。給電部３は本標準の

規定外である。

9.1.3　給電電圧

　給電部からの給電は、基本電圧が３４Ⅴから４２Ⅴであることが要求される。いくつかの通信網（たと

えば交換機）には他の目的に使用するための４８Ⅴ電源との互換性を保つため、さらに高い 56.5Ⅴの電圧

が望ましい。

　次に示すＴＥと給電部に対する要求の中に（9.2.2 節、9.2.3 節、9.3.2 節、9.3.3 節）、あたえられる電圧

範囲は、基本値に対するものであり、［　］の中に、さらに高い電圧の範囲のための値を付け加える。

　注１　すべてのＴＥは、少なくとも基本電圧範囲の要求を満たさなければならないが、携帯用に意図さ

れたＴＥは、さらに高い電圧範囲を越えるすべての性能値にあわせて設計されなければならない。

　注２　４２Ⅴ以上の電圧を出力する給電部は、すべてのＴＥの正常動作を保証する付け加えられる一時

的な能力を必要とする。（9.7.4.2 節参照）

　注３　この規格で、ワット（もしくはＰＣＵ）で示したすべての電力値は、５０ｍｓ以上測定した値を

平均する測定器を用いて測定することが望ましい。
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9.2　ＮＴからの給電

9.2.1　給電部１－ノーマル及び制限給電状態

給電部１は、ノーマルまたは制限給電、もしくは両方の給電を提供することができる。

(l) 　ノーマル給電を行なう場合には、給電部１より利用可能な電力値については個々の網提供業者等

がその責任において定める。しかし、9.1 節に示したように給電部１は何らかの分離電源と連動して、

ＴＥインタフェース１０ＰＣＵ（ノーマル）までの電力消費に対応可能な電力を少なくとも供給し

なければならない。ただし、ＮＴから利用可能な電力は配線形態による。（ＰＣＵは 9.3.1 節で定義

される。）

(2) 　制限給電を行なう場合には、給電部１より利用可能な電力は４２０ｍＷである。

　ＮＴが制限給電しかできない状態になった時には、給電部１の極性を反転することによりこれを

使用することができる。

(3) 　給電部１（及び何らかの分離電源と連動したもの）が、ノーマル及び制限給電の両方に使用可能

な場合には、給電部１（及び何らかの分離電源と連動したもの）は、その「公称電力」を供給不可

となった時、ノーマル給電から制限給電に給電部１の状態を切換えてもよい（ここで「公称電力」

とは、給電部１（もしくは分離電源）が供給可能な 小電力のことを言う。）9.2.1 節 (l)で規定して

いる電力が給電部１から供給不可となった時には、いかなる場合でもノーマル給電から制限給電へ

状態を切換えなければならない。（電源断の結果として）

(4) もし給電部１が本来の電力を消失した場合、たとえノーマル給電出力に十分値する給電能力が

あったとしても制限モードへ切り換えてよい。

9.2.2　給電部１のＮＴでの最小電圧

9.2.2.1　ノーマル給電時

　ノーマル給電時、 大電力を供給している時の給電部１のＮＴ出力側での公称電圧値は３４Ｖから４２

Ｖ［オプションで５６．５Ｖ　9.1.3 節参照］であること。

9.2.2.2　制限給電時

　制限給電時、４２０ｍＷまで供給している時の給電部１のＮＴ出力側での公称電圧値は３４Ｖから４２

Ｖ［オプションで５６．５Ｖ　9.1.3 節参照］であること。

9.2.3　給電部２の電圧

　給電部２（オプションの第３線対使用）の 大電圧は４２Ｖ［オプションで５６．５Ｖ　9.1.3 節参照］

である。 小電圧はＴＥでの利用可能電力に関する 9.3.2 節の規定条件を満足するように決定しなければな

らない。

9.2.4　出力短絡時の保護

　給電部は、出力短絡時の保護を行うべきである。この要求は、３０分間、出力を短絡させた後、１０秒

の間に（Ｓ参照点の場合は６０秒）そのＰＣＵを供給することができることにより、確認できる。要求の

確認は、9.7.4 節に述べられる試験を兼ね備える。

9.3　ＴＥでの利用可能電力

9.3.1　電力消費単位

　ＴＥが給電部１もしくは給電部２から供給される電力は、「電力消費単位」に換算してあたえられる。

ノーマルモードでは、１電力消費単位（ＮＰＣＵ）は１００ｍＷに相当し、一方、制限モードでは１電力
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消費単位（ＲＰＣＵ）は９５ｍＷに相当する。（単位の違いは、制限モードにおいて指定されていない端

末によって消費される電力に適切な余裕を与えるためである。）端数のＰＣＵ値は、認められない、すな

わち、実際のＴＥの電力消費は、次の整数値にくりあげられる。ＴＥを評価するＰＣＵは、指示された動

作電圧のすべての範囲に適応するとともに、この範囲のあらゆる電圧において、ＴＥにより引き出される

大電力を表わさなければならない。

　注　（ＴＥによって消費される電力と給電部から利用できる電力を定義する）電力消費単位の使用はブ

ルーブック版ＣＣＩＴＴ勧告Ｉ．４３０による要求を考慮して設計されたＴＥと給電部との互換性に

ついては問題ない。それらの要求にあわせて設計されたＴＥもしくは給電部１の電力は、１０ＮＰＣ

Ｕ（ノーマルモード）と４ＲＰＣＵ（制限モード）の値である。

　また、給電するために設計された給電部１／給電部２の電力は、ＰＣＵに換算するとノーマルモードの

ときはＮＰＣＵ、制限モードのときはＲＰＣＵで与えられる。この場合に使用可能なすべてのＰＣＵは給

電部を設計するために回線状態のループ抵抗による電力損失を考慮し、ＴＥが引き出して使用可能な電力

を表わす。これが意味する注意点は、同じ給電部でもオプションによっては、異なる回線状態（たとえば、

ポイント・ポイントのための１定格値や短距離受動バスのための異なった定格値）のため異なったＰＣＵ

定格値が与えられる。

　ＴＥは、給電部１もしくは２からのＰＣＵの値をノーマルモードにおいて、 大８０ＮＰＣＵまで使用

するよう設計してよい。制限モードにおいては、ＴＥが使用するよう設計してよい 大値は、給電部１の

場合は、４ＲＰＣＵであり給電部２の場合は２１ＲＰＣＵである。

　バス上のすべてのＴＥのためのＮＰＣＵ定格値の合計は与えられる装置のために給電部（給電部１もし

くは給電部２に適応される）のすべてのＮＰＣＵ定格値を越えてはならない。同様にバス上のすべての指

定されたＴＥのＲＰＣＵ定格値の合計は、給電部のＲＰＣＵ定格値を越えてはならない。どちらの場合に

も、それぞれの給電部が表示するＰＣＵ定格値をＴＥのすべてのＰＣＵ定格値が越えた場合、給電部は、

バスに接続されたＴＥの動作を中断してもよい。

9.3.2　給電部１－ファントム電力

9.3.2.1　ノーマルモード

　ノーマルモード時、ＴＥ入力点における 大電圧は、４２Ⅴ［オプションで５６．５Ｖ：9.1.3 節参照］

であり、 小電圧は、 大利用可能なＮＰＣＵを使用した場合２４Ⅴである。

9.3.2.2　制限モード

　制限モード時、（給電部１からの）ＴＥ入力点における 大電圧は４２Ⅴ［オプションで５６．５Ｖ ：

9.1.3 節参照］であり、 小電力は、４００ｍＷ（指定されたＴＥに４ＲＰＣＵおよび他のＴＥに２０ｍＷ）

を使用した場合３２Ⅴである。給電部はオプションとして４ＲＰＣＵ以上供給するよう設計してよい。そ

の場合、ＴＥが表示される使用可能な 大ＲＰＣＵを使用した場合でも電圧は与えられた範囲を守らなけ

ればならない。

9.3.3　給電部２－オプションの第３の対

9.3.3.1　ノーマルモード

　ノーマルモード時、ＴＥ入力点における 大電圧は４２Ⅴ［オプションで５６．５Ｖ ：9.1.3 節参照］

であり、 小電圧はＴＥが８０ＮＰＣＵを使用した場合、３２Ⅴである。
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9.3.3.2　制限モード

　制限モードの規定は、責任を負う給電部２の供給者による。

　給電部２がノーマルモードのために意図したＮＰＣＵを供給できない場合、制限モード（極性を反転す

ることにより示す）へ移行し、その場合、 小２１ＲＰＣＵを供給する。ＴＥ入力点における 大電圧は

４２Ⅴ［オプションで５６．５Ｖ ：9.1.3 節参照］であり、 小電圧は２１ＲＰＣＵ使用した場合３２Ⅴ

である。

　給電部はオプションとして２１ＲＰＣＵ以上供給するよう設計してよい。その場合、ＴＥが表示される

使用可能な 大ＲＰＣＵを使用した場合でも電圧は与えられた範囲を守らなければならない。

　もし給電部２が本来の電力を失った場合、たとえ 大ノーマル給電出力に十分値する供給能力があった

としてもオプションとして制限モードへ切り換えてもよい。

9.4　給電部１の過渡電流

　給電部１からのＴＥにおける電流の変化率は、５ｍＡ／ｍｓ越えてはならない。

　注　これは、接続されてから 初の１００ｍｓ、もしくは、ノーマルモードから制限モードへ変わる場

合の極性の変化後については適応されない。また、もし付録Ⅴ（付録Ⅴ.１節）に示す訂正した電流

／時間マスクを使う場合は、付表Ⅴ－２／ＪＴ－Ｉ４３０で与えられる時間「Ｂ」より１００ｍｓ

の期間を遅らせる。

9.5　ＴＥの電力消費

9.5.1　給電部１

　ＴＥ、給電部１での電力消費の各種値を表９－１／ＪＴ－Ｉ４３０にまとめる。

　ノーマルモード時でしかも起動状態にあるＴＥは、給電部１より 大８０までのＮＰＣＵ定格値の電力

を利用できる。ＴＥに呼が発生していない時には、ＴＥは電力消費を 小限に押さえることが望ましい。

（注参照）

　給電部１より給電されているＴＥが停止状態にある時、このＴＥでの電力消費は１００ｍＷ以下にしな

ければならない。しかし、インタフェースが起動状態にない時、ローカル動作をＴＥ側で行なわなければ

ならない場合には、このＴＥは「ローカル動作」状態に移行しなければならない。

　この「ローカル動作」状態においては、ＴＥは以下の条件が成立するならばＮＰＣＵ定格値まで電力を

消費してもよい。

(l) 　上記の電力をＮＴ側が供給する。（例えば、このサービスをＮＴがサポートする場合。）

(2) 　「ローカル動作」が常時動作でない場合。（ローカル動作の典型的な例として、ＴＥでの事前記

憶したダイヤル番号の修正がある。）

注　「呼が発生していない」状態であるかどうかの判断は、レイヤ２状態の認識に基づいて決定して

もよい（リンク成立または未成立）。この制限がＴＥで行なわれている時には、このＴＥでの

大消費電力は３８０ｍＷを推奨する。

9.5.1.1　制限モード

(1) 　「指定された」ＴＥの制限給電動作時の利用可能電力

制限モード、給電部１よりの電力利用を許されている指定されたＴＥの消費電力は４ＲＰＣＵ以

下としなければならない。

制限モード時において、指定されたＴＥが低消費電力モードにある場合には、このＴＥは起動検

出及びＴＥＩ保持動作が行なえるだけの電力を消費することができる。この時の電力は、２５ｍＷ

以下とすべきである。
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表９－１／ＪＴ－Ｉ４３０　給電部１での消費電力の各種許容値のまとめ

(ITU-T  I.430)

ＴＥのタイプ及び状態 　 大許容消費電力

ノーマル給電モード

給電部１が給電しているＴＥ

（起動状態）

　ＮＰＣＵ定格値

(注１）

給電部１が給電しているＴＥ

（停止状態） 　１００mW

給電部１が給電しているＴＥ

（ローカル動作状態）

　ＮＰＣＵ定格値

(注２）

制限給電状態

給電部１が給電している指定されたＴＥ

（起動状態）

　ＲＰＣＵ定格値

給電部１が給電している指定されたＴＥ

（停止状態） 　２５mW

給電部１が給電している指定外ＴＥ

　０mW

給電部１が給電している指定されたＴＥ

（ローカル動作状態）

　ＲＰＣＵ定格値

(注３）

給電部１から給電されていないＴＥで接

続検出器を使用している自給電ＴＥ

（全ての状態）

　３mW

給電部１から給電されていないＴＥで接

続検出器を使用していない自給電ＴＥ

（全ての状態）

　０mW

　注１　ＮＰＣＵ定格値は８０を越えないこと。9.3.1.節参照。

給電部１が供給されている場合、ＮＰＣＵ定格値が１０を越えてもＴＥ運用は保障される。9.2.1

節参照。

　注２　給電部１により本電力の供給を仮定。

　注３　ＲＰＣＵ定格値は４を越えないこと。9.3.1 節参照。
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(2) 　指定外ＴＥでの利用可能電力

接続／非接続検出器を用いている、指定外のローカル給電ＴＥは、制限給電時、給電部１より３

ｍＷまでの電力を消費することができる。

接続／非接続検出器を用いていない指定外のローカル給電ＴＥ及び給電部１（ノーマル状態）よ

りノーマル給電されている指定外ＴＥは、制限給電時、給電部１よりの電力を消費してはならない。

9.5.2　給電部２

9.5.2.1　ノーマルモード

　ノーマルモード時の起動状態では給電部２から給電されるＴＥは、給電部２から８０を越えないＮＰＣ

Ｕ定格値を使用することができる。ＴＥが通信していない場合や、停止状態では電力消費を 少にするこ

とが望ましい（注参照）。しかしながら、回線が起動していないときに、ＴＥがローカルな動作を始める

場合、このＴＥは「ローカルな動作」を始めるとともにＮＰＣＵ定格値を消費してよい。

　注　「通信状態ではない」モードの定義は、レイヤ２（設定の有無にかかわらず）の状態の認識に基づ

いている。この制限がＴＥの設計に適応される場合、 大値は２Ｗを推奨する。

(1) 　制限給電に使用される「指定された」ＴＥの利用可能電力

制限モード時、給電部２よりの給電を許容されているＴＥの消費電力は２１ＲＰＣＵ以下としな

ければならない。制限モードにおいて指定されたＴＥがパワーダウンしている場合には起動検出お

よびＴＥＩ保持動作が行えるだけの電力に抑えることが望ましい。この時の電力は２００ｍＷ以下

とするべきである。

(2) 　他のＴＥでの利用可能電力

給電部２から給電を受けないＴＥおよび給電部２からノーマルモード時のみ給電される指定され

ないＴＥは、制限モードで、給電部２からのいかなる電力も消費してはならない。

9.6　絶　縁

　ＴＥは、給電部１、２と外部電源および／または他装置のアースとの絶縁をとらなければならない。絶

縁は、回線の導体と次にあげるすべての点の間に５００Ⅴ　ＤＣで測定した場合、１ΜΩ以上とすべきで

ある：ＡＣメイン・アース；他のインタフェースのすべてのピン；すべての導体の表面。端末は、また、

適用できるＩＥＣ安全規格に従うことが望ましい。（これは、ＴＥの動作を妨害するアース電流ループも

しくは電流経路を排除するためである。ただしこれはＩＥＣ－ＡＣＯＳ／ＴＥＳで検討されている安全の

ための絶縁条件とは全く独立であるこの絶縁は他の安全措置と矛盾するものであってはならない。

9.7　状態遷移中の給電部及び受電部の制限事項

　注　9.7 節に於いて以下の定義を用いる。

インタフェースより給電されるＴＥの 大数＝ｎ

ｎ台のＴＥ中指定を受けたＴＥの 大数＝ｍ

ＴＥのＮＰＣＵの設計値＝Ｎ

ＴＥのＲＰＣＵの設計値＝Ｍ

バス上の全ＴＥにより消費されるＮＰＣＵの総数＝ｐ

バス上の全ＴＥにより消費されるＲＰＣＵの総数＝ｑ

給電部のＮＰＣＵの定格値＝Ｐ

給電部のＲＰＣＵの定格値＝Ｑ
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9.7.1　ＴＥの電流／時間制限

9.7.1.1　給電部１より給電される端末

給電部１がノーマル給電状態もしくは、制限給電状態からノーマル給電状態へ移行する時に、各々の端

末がファントム給電部より受電する電流を制限する為に、各々の端末は図９－２／ＪＴ－Ｉ４３０の試験

系に於いて、図９－３／ＪＴ－Ｉ４３０に表９－２／ＪＴ－Ｉ４３０の定数を代入した場合の特性を満足

する必要がある。

Ｕ＝電圧源、４０Ⅴ

図９－２／ＪＴ－Ｉ４３０　図９－３／ＪＴ－Ｉ４３０の試験系

(ITU-T  I.430)

  

図９－３／ＪＴ－Ｉ４３０　ＴＥの電流／時間制限

(ITU-T  I.430)

　注　給電部１に接続もしくは、給電部がノーマル給電から制限給電状態に移行した後９００ｍｓまでは、

電流サージが許容される。このオプションに適応して修正された付録Ⅵの電流／時間規定を参照。

Ｒ

１５Ω

ＴＥ

Ｕ

Ｕ＝電圧源、４０Ⅴ

b)a)

Ｉ(mA) Ｉ(mA)

Ｙ Ｙ

Ｘ

Ｘ

Ａ ＡＣ Ｃｔ(ms) ｔ(ms)
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　図９－３ａ／ＪＴ－Ｉ４３０は標準的な端末に対して描かれている。２２ＮＰＣＵ程度より大きな電力

を消費する端末では、図９－３ｂ／ＪＴ－Ｉ４３０に示す様に電流値Ｘは電流値Ｙよりも大きな値となる

場合がある。

表９－２／ＪＴ－Ｉ４３０　給電部１のノーマル給電状態の変数値

(ITU-T  I.430)

Ａ ５μｓ

Ｙ ５５ｍＡまたはＮ＜１０では　（Ｎ×５．５）ｍＡ

Ｃ １００ｍｓ

Ｘ ＴＥのＮＰＣＵ値相当の電流

注　Ｎ＝ＴＥで消費されるＮＰＣＵ値

　制限給電状態の給電部１に指定端末を接続した時にファントム給電部から引き込む電流を制限するため、

指定端末は、図９－２／ＪＴ－Ｉ４３０の試験系に於いて図９－３／ＪＴ－Ｉ４３０に表９－３／ＪＴ－

Ｉ４３０の定数を代入した場合の特性を満足する必要がある。

表９－３／ＪＴ－Ｉ４３０給電部１の制限給電状態の変数値

(ITU-T  I.430)

Ａ ５μｓ

Ｙ （Ｍ×１４）ｍＡ

Ｃ １００ｍｓ

Ｘ ＴＥのＲＰＣＵ値相当の電流

注　Ｍ＝ＴＥで消費されるＲＰＣＵ値

　制限給電状態の給電部１に非指定端末を接続した時にファントム給電部から引き込む電流を制限するた

め、非指定端末は、図９－２／ＪＴ－Ｉ４３０の測定系に於いて下記に示される値を満足する必要がある。

　スイッチを閉じた後１００μｓ経過後、接続検出器を持つＴＥの消費電力は、３ｍＷ未満とする。

　ＴＥは、インタフェースの電圧が少なくとも５００ｍｓ間継続して２４Ⅴ以下となるまでは、通信の切

断（付表Ａ－２／ＪＴ－Ｉ４３０でＦ２からＦ８までのいずれかの状態からＦ１に遷移する）を行わない。

　スイッチを閉じた後１００μｓ経過後、接続検出器を持たないＴＥの消費電流は、１０μＡ以下とする。

9.7.1.2　給電部２より給電される端末

　ノーマル給電状態の給電部２に端末を接続する場合、もしくは給電部２が制限給電状態からノーマル給

電状態に移行する場合に、各々の端末が消費する電流値を制限する為に、各々の端末は図９－２／ＪＴ－

Ｉ４３０の試験系で試験した場合図９－３／ＪＴ－Ｉ４３０に表９－４／ＪＴ－Ｉ４３０の値を代入した

特性を満足する必要がある。
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表９－４／ＪＴ－Ｉ４３０　給電部２のノーマル給電状態の変数値

(ITU-T  I.430)

Ａ ５μｓ

Ｙ （Ｎ×５．５）ｍＡ

Ｃ １００ｍｓ

Ｘ ＴＥのＮＰＣＵ値相当の電流

注　Ｎ＝ＴＥで消費されるＮＰＣＵ値

　制限給電状態の給電部２に接続した場合に、指定端末が給電部より消費する電流を制限するために指定

端末は図９－２／ＪＴ－Ｉ４３０の試験系で試験した場合、図９－３／ＪＴ－Ｉ４３０に表９－５／ＪＴ

－Ｉ４３０の値を代入した特性を満足する必要がある。

表９－５／ＪＴ－Ｉ４３０　給電部２の制限給電状態の変数値

(ITU-T  I.430)

Ａ ５μｓ

Ｙ （Ｎ×5.5）ｍＡ又は（Ｍ×２１）ｍＡのどちらか低い値

Ｃ １００ｍｓ

Ｘ ＴＥのＲＰＣＵ値相当の電流

注　Ｎ＝ＴＥで消費されるＮＰＣＵ値

Ｍ＝ＴＥで消費されるＲＰＣＵ値

　制限給電状態の給電部２に非指定端末を接続した時にファントム給電部から引き込む電流を制限するた

め、非指定端末は、図９－２／ＪＴ－Ｉ４３０の試験系に於いて下記に示される値を満足する必要がある。

　スイッチを閉じたあと１００μｓ経過後、ＴＥの消費電流は１０μＡ以下とする。

9.7.2　給電部の切り換え時間規定（給電部１又は給電部２）

　ノーマル給電状態から制限給電状態もしくは制限給電状態からノーマル給電状態に切り換わる場合、３

４Ⅴから－３４Ⅴ（またはその逆）までの遷移時間は、５ｍｓ未満でなければならない。

　この遷移時間は、ノーマル給電、制限給電状態共に固定抵抗負荷を用いて、必要であれば、ダイオード

を接続して測定を行う。負荷の抵抗値は、ノーマル給電及び制限給電状態の各々において、給電部の電圧

が通常動作時の値の時に、ＰＣＵ設計値を消費するような値を選ぶ必要がある。
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9.7.3　その他の端末の要求条件

9.7.3.1　給電部１接続時の端末起動最小電流

(1) 　制限給電状態

給電部１より給電を受け制限給電状態で使用するように設計された端末は下記条件で動作可能で

なければならない。

(a) 　開放電圧が４０Ⅴで、制限電流が９ｍＡの給電部に接続した場合。

(b) 　３００μＦのコンデンサを並列に接続し、開放電圧が４０Ⅴで、制限電流が１１ｍＡの給電部

に接続した場合。

注　端末はＩＮＦＯ２を受信しＩＮＦＯ３信号の送信を開始する時点で、これらの動作条件を満足

するべきである。

(2) 　ノーマル給電状態

　給電部１より給電を受けノーマル給電状態で使用するように設計された端末が並列に３台まで接

続され、それらのＰＣＵ値の合計が８０ＰＣＵを越えない時、それらの端末は開放電圧が４０Ⅴで

制限電流値が２００ｍＡ、突入電流耐量が１００ｍｓ間

３５０ｍＡの能力を持つ給電部に接続された場合、動作可能でなければならない。

注　上記文章中での端末とは下記の特性を持つ。

給電部１への入力容量　＝　１００μＦ

消費電力＝　１０ＮＰＣＵ

内部のＤＣ－ＤＣ変換器の起動電圧　＝　２４Ⅴ

9.7.3.2　給電部２接続時の端末起動最小電流

(1) 　制限給電状態

　給電部２より給電を受け制限給電状態で使用するように設計された端末は開放電圧が４０Ⅴ、制

限電流が５０ｍＡの給電部に接続された場合、動作可能でなければならない。

(2)　ノーマル給電状態

　給電部２より給電を受けノーマル給電状態で使用するように設計された端末は開放電圧が４０Ⅴ

で制限電流値が２００ｍＡ、突入電流耐量が１００ｍｓ間３５０ｍＡの能力を持つ給電部に接続さ

れた場合、動作可能でなければならない。

注　端末の製造業者は、ノーマル給電状態で使用するように設計された同一の端末が並列に接続され、

それらのＰＣＵの合計が８０ＰＣＵを越えない時、それらの端末は開放電圧が４０Ⅴで制限電流

値が２００ｍＡ、突入電流耐量が１００ｍｓ間３５０ｍＡの能力をもつ給電部に接続された場合、

動作可能となるよう保証しなければならない。

9.7.3.3　検　証

　ノーマル給電状態及び制限給電状態に対するこれらの要求条件は付録３の第６章に示される試験系によ

り検証される。
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9.7.3.4　瞬断に対する保護規定

　端末はノーマル給電状態及び制限給電状態のどちらに於いても、５ｍｓ以下の給電瞬断に対しては通信

を継続しなければならない。この要求条件は端末に対し１０秒以上継続して給電が行われた後にのみ適用

される。

9.7.3.5　給電状態切り換え時の動作

　ノーマル給電状態の指定端末は、給電断を検出した場合、直ちに消費電力制限の働く制限給電状態に切

り替わる必要がある。（これは、消費電力を減らして、継続中の通信の保護を行うためである。）

　３２Ⅴのノーマル給電状態から制限給電状態への切り換えが発生した場合指定端末は給電部が開放電圧

４０Ⅴ、制限電流値（Ｍ×2.75）ｍＡを供給している時、設定された呼を解放してはならない。指定端末

は、給電部が制限給電状態にとどまれるような安定した状態にならなければならない。

　制限給電状態からノーマル給電状態への遷移を検出した指定端末は、自分の消費電力制限値をリバース

極性検出後５００ｍｓの間は、定格のＲＰＣＵ値から定格のＮＰＣＵ値に切り換えてはならない。

　注　これらの内容は 9.1.3 節に示される５０ｍｓの積分時間測定に起因するもので、図９－３／ＪＴ－Ｉ

４３０の突入電流規定を排除する物ではない。

9.7.3.6　給電部１および給電部２の端末に対する実効容量

　9.7.3 節および 9.7.4 節で与えられる要求条件は、給電部１および給電部２の端末に対する実効容量が通

常動作中、起動中及びノーマル給電と制限給電状態との切り換え中の全ての状態において１００μＦ未満

であるという前提に基づいている。ノーマル給電状態で１０ＮＰＣＵ未満のＴＥに対しては（Ｎ×１０）

μＦ未満と想定される。

9.7.3.7　低入力電圧時の端末動作

　給電部１および給電部２に於いて、何らかの理由（例えば短絡やバスへの過負荷等）により端末への入

力電圧が規格の 低値を下回っても、端末の入力電流は表９－６／ＪＴ－Ｉ４３０に示す値を越えてはな

らない。

表９－６／ＪＴ－Ｉ４３０　低入力電圧時の端末入力電流の 大値

(ITU-T  I.430)

給電部１ ノーマル給電 （Ｎ×５．５）ｍＡ

給電部１ 制限給電 （Ｍ×１４）ｍＡ

給電部２ ノーマル給電 （Ｎ×５．５）ｍＡ

給電部２ 制限給電 （Ｎ×５．５）又は（Ｍ×２１）ｍＡ

　どちらか低い値

注　Ｎ＝端末が給電部１又は給電部２より消費するＮＰＣＵ値

Ｍ＝端末が給電部１又は給電部２より消費するＲＰＣＵ値
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9.7.4　給電部のその他の要求条件

　ノーマル給電及び制限給電状態に於ける過負荷及び短絡保護に関する給電部の実現法について下記の２

つが考えられる。

　タイプａ）出力電流を制限する構成（垂下特性型）

　タイプｂ）出力を開閉制御する構成

注　先に示したように、以下の変数を用いる。

ｎ：インタフェースに接続される端末の 大数

ｍ：指定端末の 大数

Ｐ：ＮＰＣＵ定格値

Ｑ：ＲＰＣＵ定格値

9.7.4.1　給電部１の制限給電状態

　タイプａ）の給電部に対する要求条件

(1)   出力電圧を抵抗試験負荷により強制的に３４Ⅴとした時の 小電流値は、（Ｑ×2.75）ｍＡでなけ

ればならない。（給電部が過負荷状態の時を含む）

(2)   給電部は（Ｑ×２５）μＦの試験負荷条件に於いて線間の短絡状態を解除後または、インタフェー

ス線上に給電が開始された後、１０秒以内（参照点Ｓでは６０秒）に出力電圧を１Ⅴから３４Ⅴま

で立ち上り時間 1.5 秒以内で変化させる事が出来なければならない。

(3) 　給電部１はノーマル給電から制限給電に切り替わる時に電圧が１Ⅴ以下（過負荷状態）に下がっ

た時でも、９ｍＡの電流を供給する必要がある。適合試験としては、電流値は負荷抵抗を接続し

低１秒間、測定しなければならない。

　タイプａ）及びタイプｂ）の給電部に対する要求条件

　（本条件は、伝送路終端部より遠隔給電を受けていない内部バッテリー内蔵、又は、バックアップコ

ンデンサを内蔵している給電部にのみ適用される。）

　制限給電状態の給電部１は、定常電流値が（（Ｑ－４）×2.75）ｍＡの状態から、少なくとも１００

ｍｓの間（給電部の出力電圧が４２Ⅴを超える場合１３０ｍｓ）５０ｍＡの突入電流を流す事ができ、

その後定常電流値は（Ｑ×2.75）ｍＡにならなければならない。試験中、出力電圧は３４Ⅴを下回って

はならない。

9.7.4.2　給電部１のノーマル給電状態

　タイプａ）の給電部に対する要求条件

(1) 　出力電圧を抵抗試験負荷により強制的に３４Ⅴとした時の 小電流値は、（Ｐ×３）ｍＡでなけ

ればならない。（給電部が過負荷状態の時を含む）

(2) 　給電部は（Ｐ×１０）μＦの試験負荷条件に於いて線間の短絡状態を解除後、１０秒以内（参照

点Ｓでは６０秒）に出力電圧を１Ⅴから３４Ⅴまで立ち上り時間３５０ｍｓ以内で変化させる事が

出来なければならない。
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　タイプａ）及びタイプｂ）の給電部に対する要求条件

(1) 　給電部１がノーマル給電を開始してから少なくとも１００ｍｓの間（給電部の出力電圧が４２Ⅴ

を超える場合１３０ｍｓ）は（Ｐ×4.5）ｍＡの電流を供給出来なければならない。この時間は出力

電圧が３０Ⅴを超えた時点から計測され、この間電圧は３０Ⅴを下回ってはならない。

　１００ｍｓ（１３０ｍｓ）経過後、給電部は供給すべきＰＣＵ値の電力を供給でき、かつインタ

フェース線での出力電圧でみた電圧降下は制限範囲内でなければならない。試験負荷は抵抗を用い、

給電部１の出力電圧が通常動作時の値の時にＰＣＵの設計値を消費するような値を選ばなければな

らない。

(2) 　ノーマル給電状態の給電部１は定常電流値が（（Ｐ－１０）×３）ｍＡの状態から、少なくとも

１００ｍｓの間５０ｍＡの突入電流を流す事ができ、その後定常電流値は（Ｐ×３）ｍＡにならな

ければならない。試験中、出力電圧は３４Ⅴを下回ってはならない。

(3) 　出力電圧が４２Ⅴを超える給電部は、起動時または短絡状態から復旧時に、出力電圧が４０Ⅴに

達した後、直ちに定格のＮＰＣＵ値の電力を供給出来なければならない。給電部は、出力に（Ｐ×

１０）μＦの負荷を接続した状態でこの要求条件に合致しなければならない。

9.7.4.3　給電部２の制限給電状態

　タイプａ）の給電部に対する要求条件

(1) 　出力電圧を抵抗試験負荷により強制的に３４Ⅴとした時の 小電流値は、（Ｑ×2.75）ｍＡでなけ

ればならない。（給電部が過負荷状態の時を含む）

(2) 　給電部は（Ｑ×２５）μＦの試験負荷条件に於いて線間の短絡状態を解除後または、インタフェー

ス線上に給電が開始された後、１０秒以内（参照点Ｓでは６０秒）に出力電圧を１Ⅴから３４Ⅴま

で立ち上り時間 1.5 秒以内で変化させる事が出来なければならない。

(3) 　給電部２はノーマル給電から制限給電に切り替わる時に電圧が１Ⅴ以下（過負荷状態）に下がっ

た時でも、 低５０ｍＡの電流を供給する必要がある。適合試験としては、電流値は負荷抵抗を接

続し 低１秒間、測定しなければならない。

　タイプａ）及びタイプｂ）の給電部に対する要求条件

　制限給電状態の給電部２は、定常電流値が（（Ｑ－２１）×2.75）ｍＡの状態から、少なくとも１０

０ｍｓの間（給電部の出力電圧が４２Ⅴを超える場合１３０ｍｓ）４００ｍＡの突入電流を流す事がで

き、その後定常電流値は（Ｑ×2.75）ｍＡにならなければならない。試験中、出力電圧は３４Ⅴを下回っ

てはならない。

9.7.4.4　給電部２のノーマル給電状態

　タイプａ）の給電部に対する要求条件

(1) 出力電圧を抵抗試験負荷により強制的に３４Ⅴとした時の 小電流値は、（Ｐ×３）ｍＡでなけれ

ばならない。（給電部が過負荷状態の時を含む）
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(2) 　給電部は（Ｐ×１０）μＦの試験負荷条件に於いて線間の短絡状態を解除後、１０秒以内（参照

点Ｓでは６０秒）に出力電圧を１Ⅴから３４Ⅴまで立ち上り時間３５０ｍｓ以内で変化させる事が

出来なければならない。

　タイプａ）及びタイプｂ）の給電部に対する要求条件

(1) 　給電部２がノーマル給電を開始してから少なくとも１００ｍｓの間（給電部の出力電圧が４２Ⅴ

を超える場合１３０ｍｓ）は（Ｐ×4.5）ｍＡの電流を供給出来なければならない。この時間は出力

電圧が３０Ⅴを超えた時点から計測され、この間電圧は３０Ⅴを下回ってはならない。

　１００ｍｓ（１３０ｍｓ）経過後、給電部は供給すべきＰＣＵ値の電力を供給でき、かつインタフェー

ス線での出力電圧でみた電力降下は制限範囲内でなければならない。試験負荷は抵抗を用い、給電部２

の出力電圧が通常動作時の値の時にＰＣＵの設計値を消費するような値を選ばなければならない。

(2) 　ノーマル給電状態の給電部２は定常電流値が（（Ｐ／２）×３）ｍＡの状態から、少なくとも１

００ｍｓの間４００ｍＡの突入電流を流す事ができその後定常電流値は（Ｐ×３）ｍＡにならなけ

ればならない。試験中、出力電圧は３４Ⅴを下回ってはならない。

(3) 　出力電圧が４２Ⅴを超える給電部は、起動時または短絡状態から復旧時に、出力電圧が４０Ⅴに

達した後、直ちに定格のＮＰＣＵ値の電力を供給出来なければならない。給電部は、出力に（Ｐ×

１０）μＦの負荷を接続した状態でこの要求条件に合致しなければならない。

9.8　給電部１の電流不平衡

　受動バスの形態は、送信線対、受信線対に電流不平衡を形成する。

　この電流不平衡は、バスに接続されたＮＴとＴＥの正常動作に影響を及ぼす可能性がある。

　受動バスを形成するため、２つの影響を管理する必要がある。

１つは個々の要素に起因するもの、もう１つは複数端末の相互接続に起因するものである。

　要求条件は、以下の要素に対して規定される。

給電部

接続配線

コネクタコード

受電部

　要求条件は、受動バスに接続される複数の端末の受電部が引き起こす不平衡の影響を定義するためにも

規定される。

　この要求条件は、広い適用範囲で端末が正常に動作するのを保証するためのものであり、同時に起こり

得るワーストケースの組み合わせでの動作を保証するものではない。

9.8.1　ＴＥ要求条件

9.8.1.1　ＴＥ受電部１の電流平衡度

　ＴＥ受電部の各接続対の（図９－１／ＪＴ－Ｉ４３０のｅ／ｆとｃ／ｄ）２端子の電流差は、３％（全

電流の）を越えてはならない。

　図９－４／ＪＴ－Ｉ４３０は、要求される直流電流不平衡度の計算方法を説明したものである。
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9.8.1.2　受電部１電流不平衡の影響

　各接続対の受電部１直流電流不平衡が１ＰＣＵあたり 0.1ｍＡの時、給電部１を持つ装置に接続されたＴ

Ｅは、8.5.1.2 節、8.5.3 節、8.5.4 節および 8.6.1.1 節に規定された電気的特性を満足しなければならない。

9.8.2　ＮＴ要求条件

9.8.2.1　ＮＴ給電部１の電流不平衡度

　ＮＴの給電部１の各接続対の（図９－１／ＪＴ－Ｉ４３０のｅ／ｆとｃ／ｄ）２端子の電流差は、３％

（全電流の）を越えてはならない。ここで、ＮＴは、 大ＰＣＵを提供し、各接続対の端子を短絡したも

のであり、 小出力電圧で動作するものとする。

図９－５／ＪＴ－Ｉ４３０は、要求される直流電流不平衡度の計算方法を説明したものである。抵抗Ｒ

（２オーム）は、ＴＥケーブルの 小等価抵抗である。

9.8.2.2　給電部１電流不平衡の影響

　給電部１を持つＮＴは、8.5.1.1 節、8.5.3 節、8.5.4 節および 8.6.1.2 節に規定された電気的特性を満足し

なければならない。ここで給電部１の直流電流不平衡度は、ノーマル給電状態では［３×Ｐ／Ⅴｍｉｎ］

ｍＡ、制限給電状態では［３×Ｑ／Ⅴｍｉｎ］ｍＡを超えないものとする。この計算で、Ⅴｍｉｎは給電

負荷における 小設計電圧もしくは、３０Ⅴのうちどちらか低いものを選ぶ。

　通常環境のもとで、適正な動作を保証するための回路構成が、付録Ⅴの付図Ⅴ－１３／ＪＴ－Ｉ４３０

に示されている。

図９－４／ＪＴ－Ｉ４３０　端末装置の直流電流不平衡度計算用回路

(ITU-T　I.430)

　注　抵抗Ｒ（２オーム）は、ＴＥ接続ケーブルを意味する。

ＴＥが付属ケーブル付きの場合には、使用されるべきではない。

｜I１-I２｜
 Ｘ［％］＝ ×100

I１+I２

I２

ＡＲ

c/e
I１

ＡＲ 直流電流不平衡度

d/f
注参照

U=24-40V[56.5V]
ＴＥ



ＪＴ－Ｉ４３０ - 64 -

図９－５／ＪＴ－Ｉ４３０　給電部１直流電流不平衡度計算用回路

(ITU-T  I.430)

9.9　外部電源（ＡＰＳ）に対する付加要求条件

　特に定めない限り、外部電源は、給電部１のノーマル給電状態の要求条件に全て合致しなければならな

い。

9.9.1　外部電源の有効電力

　外部電源の出力電力能力は、ＮＰＣＵの単位で表すべきである。ＮＰＣＵの定格値は、インタフェース

線での電力降下や、制限給電状態のＮＴ１の給電部から引き出される電力及びインタフェース線からＴＥ

が消費できる電力についても考慮されている。

　外部電源は 低１０ＮＰＣＵの定格を持つよう設計されるべきである。

　オプションとして、外部電源は、異なる適用形態に於いて、その電力出力能力を全て活かす為に、異な

る配線構成に対し異なるＮＰＣＵ定格値を持つようにするのが良い。（例えば、１つは１対１接続での定

格値とその他に１対多接続時の定格値を持つ）

　注　制限給電状態の給電部を停止させる（給電電圧の制御を放棄させる）為に、外部電源は制御給電時

の給電部の 大出力電流を供給できなければならない。それにより、制限給電状態の給電部は、給

電電圧の極性や大きさを外部電源が制御できる様、強制的に電流制限状態に入るべきである。

9.9.2　外部電源の起動時間

　外部電源の電力がインタフェース上に重畳される時（使用開始や電源が復旧した場合）また、バス上に

初めて接続されるときに、外部電源の出力電圧は、１Ⅴから３４Ⅴ以上（但し４２Ⅴを超えない）に 2.5

ｍｓ以内で立上り、その後 2.5ｍｓ間は３４Ⅴを下回ってはならない。

I２

Ａ Ｒ

c/e
I１

Ａ Ｒ

直流電流不平衡度

｜I１-I２｜
 Ｘ［％］＝ ×100

I１+I２

d/f

給電部１
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9.9.3　外部電源の停止時間

　外部電源が３４Ⅴの電圧を供給しきれなくなったとき（例えば、必要な電力を得られなくなった場合）

外部電源の出力電圧は、１００ｎＦの容量負荷を接続し、ＮＴ１から切り離して試験した場合に、３４Ⅴ

から１Ⅴ以下に 2.5ｍｓ以内に立下り、その後 2.5ｍｓ間は１Ⅴを超えてはならない。

　外部電源がバッテリバックアップを有している場合、入力電力が途切れるのと、外部電源の停止の間に

は、かなりの遅延時間が生じる。こういった場合は、「バッテリ切れ」の表示を準備することが許容され

る。

9.9.4　停止時の外部電源による消費電力

　バスに接続された停止中の外部電源は、制限給電状態の給電部１から３ｍＷ以上の電力を消費してはな

らない。

9.9.5　外部電源の動作について

　ｎ台の端末を維持し、給電部１の制限給電状態を停止させる為の電荷を考慮にいれた、端末の付加接続

能力（制限給電状態の端末の付加接続と等価）を除いて、外部電源にはＮＴ１の内部に配置される給電部

１のノーマル給電状態に対する要求条件と同じ要求条件が適用される。

9.10　外部電源と適合するＮＴ１の制限給電状態の給電部に対する付加要求条件

　外部電源に適合する様設計されたＮＴ１は、給電部１のノーマル給電を持たない。特に定めない限り、

制限給電状態の給電部１に対する全ての要求条件が適用される。

　外部電源は、また、ＴＥと一体化が可能である。この場合、外部電源内蔵の端末は外部電源をサポート

出来ない通信網には接続すべきではない。（すなわちそれらは携帯性を持っていない）

9.10.1　給電部１制限給電の給電停止

　制限給電状態の給電部１はノーマル給電の電圧検出器を持ち、制限給電回路の切り離しを行う。この場

合、9.7.4.1 節は適用されない。

9.10.2　給電部１制限給電の給電開始

　インタフェース点Ｉｂで見たノーマル給電電圧が５Ⅴより下がった場合、その電圧が２Ⅴに下がる前に、

制限給電の給電部は制限給電電圧を出力しなければならない。（極性の反転）

　＋２～＋５Ⅴから 低－３４Ⅴ（但し－４２Ⅴを下回らない）までの立下り時間は、2.5ｍｓ未満でなけ

ればならない。給電部１の出力電圧は、2.5ｍｓ経過後－３４Ⅴから－４２Ⅴの範囲でなければならない。

9.10.3　ノーマル給電状態の外部電源からのＮＴ１の消費電力

　インタフェース点Ｉｂでの給電電圧が２４Ⅴから４２Ⅴの範囲内の場合、ＮＴ１の電力消費は３ｍＷ以

下でなければならない。

9.11　インタフェースケーブルの直流ループ抵抗

　制限給電状態におけるファントム給電線の許容直流ループ抵抗値は以下のとおり。

(l)  ポイント・マルチポイント配線形態：１３０Ω以下

(2)  ポイント・ポイント配線形態：２６０Ω以下
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9.12　我が国における給電の規定

　我が国における給電規定の参照構成及び概要を図９－６／ＪＴ－Ｉ４３０及び表９－７／ＪＴ－Ｉ４３

０に示す。我が国では 9.1 節から 9.5 節で規定されている給電方式のうち、参照点Ｔにおいては給電部１に

よる制限給電のみを必須として適用し、その他の給電方式は適用しない。制限給電に関する規定について

は、表９－７／ＪＴ－Ｉ４３０による。

　また、参照点Ｓにおいては、給電部１、２による給電方式のいずれもオプションとする。ＮＴ２（給電

部２のみであっても良い）が、ノーマル給電及び制限給電の両方の給電を提供可能の場合は、ノーマル給

電、制限給電の切替機能を有するようにしておく必要がある。

ノーマル給電／制限給電 制限給電のみ

の両給電方式を適用 適用

（オプション） （必須）

図９－６／ＪＴ－Ｉ４３０　我が国における給電部の参照構成

(ITU-T  I.430)

４線４線／６線

ＴＳ

↓↓

NT1NT2TE

↑↑
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表９－７／ＪＴ－Ｉ４３０　給電規定

給電部１ 給電部２ 給電部３

 ノーマル

給電状態

  制限

給電状態

  ノーマル

給電状態

  制限

給電状態

給電方向 ＮＴ→ＴＥ ＮＴ→ＴＥ ＴＥ→ＴＥ

給電方法 必須の２線対による

ファントム給電

第３線対（オプション）

による給電

第４線対 (オプシ

ョン) による給電

電力供給源 網または商用電源

（バッテリーを含む）

商用電源

（バッテリーを含む）

給電源の

設置場所

ＮＴに内蔵

または

ＮＴと別設置

ＮＴに内蔵

ＮＴに内蔵

または

ＮＴと別設置

NT 出力

注１ 大　420mW 注１

給

電

電

力

TE 入力

・起動中または

ﾛｰｶﾙ動作中：

大１Ｗ

( 大 1.5W 注 2)

・停止中：

大 100mW

・指定端末

・ 起動中またはﾛｰ

ｶﾙ動作中： 大

380mW

パワーダウン

時：

大 25mW
( 大 100mW 注 2)

・その他の端末

大 3mW/TE
大 20mW/ 全 TE

７Ｗ以上 ２Ｗ以上 注１

NT 出力 +5%
 40V

-15%

+5%
 40V

-15%

+5%
 40V

-(注 1)%

+5%
 40V

-(注 1)%

給

電

電

圧 TE 入力 +5%
 40V

-40%

+5%
 40V

-20%

+5%
 40V

 -20%

+5%
 40V

 -20%
給電状態

表示

通常極性 逆極性 未規定

参照

点で

の適

Ｔ点 適用せず 必  須 適用せず 適用せず

用 Ｓ点 オプション オプション オプション オプション

　注１　本標準の規定対象外

　注２　１９８８年までの暫定措置
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10．接続コネクタ及び端子配置

　インタフェースコネクタと端子配置はＩＳＯ標準に準拠する。表１０－１／ＪＴ－Ｉ

４３０に国際規格ＩＳ８８７７を示す。送、受信用端子として、３～６番端子を使用する。表中の極性は

フレームパルスの極性に対応する。給電用端子として、１，２，７及び８番端子を使用する。表中の極性

は、通常給電状態において直流電圧の極性に対応する。ファントム給電における極性は図９－１／ＪＴ－

Ｉ４３０を参照のこと。図９－１／ＪＴ－Ｉ４３０における端子名称ａ，ｂ，ｃ，ｄ，ｅ，ｆ，ｇ及びｈ

は、端子番号１，２，３，６，５，４，７及び８にそれぞれ対応する。

表１０－１／ＪＴ－Ｉ４３０　８端子コネクタ（プラグ及びジャック）の端子配置

(ITU-T  I.430)

端子番号 端子名称 機      能 極  性

１

２

３

４

５

６

７

８

ａ

ｂ

ｃ

ｆ

ｅ

ｄ

ｇ

ｈ

ＴＥ

給電部３

給電部３

送信

受信

受信

送信

受電部２

受電部２

ＮＴ

受信

送信

送信

受信

給電部２

給電部２

＋

－

＋

＋

－

－

－

＋
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付属資料Ａ：ＴＥ，ＮＴ起動／停止のＳＤＬ表示及び状態遷移表

（ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ４３０に対する）

　Ａ.1　給電部１または２を検出できるＴＥ側起動／停止手順のＳＤＬ図を付図Ａ－１／ＪＴ－Ｉ４３０

に示す。

付図Ａ－１／ＪＴ－Ｉ４３０(a) 　ＴＥ側レイヤ１起動／停止　ＳＤＬ図　（表 6-2/JT-I430 参照)

(ITU-T  I.430)

F1,F2,F3
以外の状態

INFO 0

パワーオンもしくは
給電部１か２を検知

Ｆ　１

給電部 1 か2
の給電停止

パワーロス

注１

注１

注１

INFO 0 Ｆ　2

MPH-II(d)

MPH-DI

PH-DI

Ｆ　１

Ｆ　2

INFO 0パワーロス 給電部 1 か2
の給電停止

INFO 2 INFO 4

INFO 0 INFO 3 INFO 3

Ｆ　１
MPH-II(c) MPH-II(c) PH-AI

Ｆ　３ Ｆ　６ MPH-AI

MPH-II(c)

Ｆ　７
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付図Ａ－１／ＪＴ－Ｉ４３０(b) 　ＴＥ側レイヤ１起動／停止　ＳＤＬ図　（表 6-2/JT-I430 参照)

(ITU-T  I.430)

注１

Ｆ　３

PH-ARパワーロス 給電部 1 か2
の給電停止

INFO 2 INFO 4

タイマＴ３
  開  始

INFO 3 INFO 3

Ｆ　１

PH-AI

Ｆ　４

Ｆ　６

MPH-AI

Ｆ　７

タイマＴ３
停止／ﾘｾｯﾄ

INFO１

INFO 0

MPH-II(d)

注３注３

Ｆ　４

信号受信タイマＴ３
  終  了

INFO 2 INFO 4

INFO 3 INFO 3

Ｆ　３

PH-AIＦ　６

MPH-AI

Ｆ　７

タイマＴ３
停止／ﾘｾｯﾄ

INFO 0

MPH-DI

PH-DI

INFO 0

Ｆ　５

タイマＴ３
  終  了

Ｆ　３

INFO 0

MPH-DI

PH-DI

Ｆ　５

INFO 2

INFO 3

Ｆ　６

Ｆ　７

INFO 4

INFO 3

PH-AI

タイマＴ３
停止／ﾘｾｯﾄ

MPH-AI
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注１　給電部を接続状態の決定に使用する。

注２　ローカル物理層の信号状態を示す。

注３　ＴＥは、信号が現れてから５ms 以内にＩＮＦ０２かＩＮＦ０４

かを識別できなければ、Ｆ５に遷移しなければならない。

注４　このエラー表示は、エラー検出を表す。

注５　このエラー表示は、以前から生じたエラーからの回復を表す。

注６　端末はこの点で瞬間的に状態Ｆ３に移動してもよい。そしてＩＮＦＯ２がなお受信されていれば状

態Ｆ６へ戻る。

 （瞬間的とは 大５フレームまでを意味する）

注７　注６に述べた状態の移動は必須ではない。

付図Ａ－１／ＪＴ－Ｉ４３０(c) 　ＴＥ側レイヤ１起動／停止ＳＤＬ図　（表 6-2/JT-I430 参照)

(ITU-T  I.430)

Ｆ　７

INFO 4

INFO 3

MPH-AI

タイマＴ３
停止／ﾘｾｯﾄ

Ｆ　３

タイマＴ３
  終  了

INFO 0

MPH-DI

PH-AI

Ｆ　６

INFO 0

INFO 0

MPH-EI2

MPH-DI

PH-DI

Ｆ　３

Ｆ　８

フレーム
 同期はずれ

INFO 0

MPH-EI1

注２

注４

注６注５

INFO 0

INFO 0

MPH-DI

PH-DI

Ｆ　３

Ｆ　７

Ｆ　８

フレーム
 同期はずれ

INFO 0

MPH-EI1

INFO 2

INFO 3

MPH-EI1

Ｆ　６

注２

注４ 注４

INFO 0

INFO 0

MPH-EI2

PH-DI

Ｆ　６

Ｆ　３

INFO 2

INFO 3

MPH-EI2

MPH-DI

INFO 4

INFO 3

PH-AI

MPH-AI

タイマＴ３
停止／ﾘｾｯﾄ

MPH-EI2

注５ 注５

注５

タイマＴ３
  終  了

INFO 0

MPH-DI

PH-AI

Ｆ　８

Ｆ　３

PH-AI
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Ａ.2　本標準の 6.2.3 節でＴＥに対する起動／停止の手順を、状態遷移表６－２／ＪＴ－Ｉ４３０に定義し

ている。付表Ａ－１／ＪＴ－Ｉ４３０、付表Ａ－２／ＪＴ－Ｉ４３０に２種類のＴＥの状態遷移表を示す。

付表中の記号の例を以下に示す。

表示例 「－」 状態変化無し。

「｜」 レイヤ１サービスの定義の中では存在しない。

「／」 存在しない状態。

「a,b;Fn」 プリミティブ「ａ」及び「ｂ」を送信し、状態「Fn」に移る。

「PH-AI 」 プリミティブＰＨ－起動表示。

「PH-DI 」 プリミティブＰＨ－停止表示。

「MPH-AI」 プリミティブＭＰＨ－起動表示。

「MPH-DI」 プリミティブＭＰＨ－停止表示。

「MPH-EI 1」 プリミティブＭＰＨ－エラー表示。

「MPH-EI 2」 プリミティブＭＰＨ－エラー表示以前に報告したエラーからの回復報告。

「MPH-II (c)」 プリミティブＭＰＨ－情報表示〔接続〕

「MPH-II (d)」 プリミティブＭＰＨ－情報表示〔非接続〕

「ＳＴ．Ｔ３」 タイマＴ３開始

「Ｓ／Ｒ　Ｔ３」 タイマＴ３停止／リセット

「給電部」 給電部１もしくは給電部２

　プリミティブは概念上の一連の信号であり、認識するとクリアされる。一方、ＩＮＦＯ信号は常に利用

できる連続信号である。
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付表Ａ－１／ＪＴ－Ｉ４３０　ＴＥ側レイヤ１の起動／停止状態遷移表

(ITU-T  I.430)

ＴＥがローカル給電され、給電部１または２を検出できない場合

状態名 非活性 センシング 停  止 信号待ち 入力識別 同  期 起  動 同期はずれ

状態番号 F 1 F 2 F 3 F 4 F 5 F 6 F 7 F 8

事 象  送 信

INFO

  INFO 0   INFO 0   INFO 0   INFO 1   INFO 0   INFO 3   INFO 3   INFO 0

パワーロス

（注２）

/

F 1

MPH-

II(d);

F 1

MPH-II(d),

 MPH-DI,

 PH-DI;

F 1

MPH-II(d),

 MPH-DI,

 PH-DI;

F 1

MPH-II(d),

 MPH-DI,

 PH-DI;

F 1

MPH-II(d),

 MPH-DI,

 PH-DI;

F 1

MPH-II(d),

 MPH-DI,

 PH-DI;

F 1

 ﾊﾟﾜｰ検出（注2) F 2 / / / / / / /

給電部  検出 該  当  な  し

給電部  オフ 該  当  な  し

ＰＨ－起動要求

/ ｜

ST.T3;

F 4 ｜ ｜ - ｜ -

タイマＴ３終了

（注6） / / -

 MPH-DI,

 PH-DI;

F 3

 MPH-DI,

 PH-DI;

F 3

 MPH-DI,

 PH-DI;

(注７） /

 MPH-DI,

 PH-DI;

F 3

ＩＮＦＯ０受信

 (注 4,注 5  )

/

MPH-II(c);

F 3

- - -

 MPH-DI,

 PH-DI;

F 3

 MPH-DI,

 PH-DI;

F 3

 MPH-DI,

 PH-DI,

 MPH-EI2;

F 3

信号受信 (注1) / - - F 5 - / / -

ＩＮＦＯ２受信 /

MPH-II(c);

F 6 F 6

F 6

(注３) F 6 -

 MPH-EI1;

F 6

 MPH-EI2;

F 6

ＩＮＦＯ４受信

/

MPH-II(c),

 PH-AI,

MPH-AI;

F 7

 PH-AI,

MPH-AI,

S/R T3;

F 7

 PH-AI,

MPH-AI,

S/R T3;

F 7

(注３)

 PH-AI,

MPH-AI,

S/R T3;

F 7

 PH-AI,

MPH-AI,

MPH-EI2,

S/R T3;

F 7

-

 PH-AI,

MPH-AI,

MPH-EI2,

S/R T3;

F 7

フレーム

同期はずれ / / / / /

 MPH-EI1;

F 8

 MPH-EI1;

   F 8 -

注１　この状態はＴＥが信号を受信して、それがＩＮＦＯ２かＩＮＦＯ４かまだ決定していない場合であ

る。

注２　「パワー」とは、全稼働パワーかもしくはバックアップパワーのことである。

「バックアップパワー」とは、ＴＥＩ値を記憶したり、ＴＥＩ手順に従ってレイヤ２フレーム送受

信機能を維持できるものと定義する。
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注３　ＴＥは、信号が現れてから５ms 以内にＩＮＦＯ２かＩＮＦＯ４かを識別できなければ、Ｆ５に遷移

しなければならない。同期できない信号を受信したとき確実に状態Ｆ５へ遷移するように受信信号

は 6.3.1.2 節に従ったＴＥが同期できない（少なくとも３つの２進「０」を各フレームに含む）あら

ゆるビットパターンで確認すべきである。

注４　ＩＮＦＯ０は４８もしくはそれ以上の連続した２進「１」が受信されたとき検出され、ＴＥは付表

A-1/JT-I430 の手順に従う。テストの目的のため、状態Ｆ６、Ｆ７において、受信信号に振幅１００

ｍＶp-p の正弦波を重畳した場合、ＴＥは２５０μｓから２５ｍｓまでの間にＩＮＦＯ０を送出する

様に、ＩＮＦＯ０に応答すべきである。また、状態Ｆ２、Ｆ８における、ＩＮＦＯ０の受信応答は、

プリミティブの通過に対応しているため、インタフェースにおいて監視や確証ができない。

（注 ４８個の連続した２進「１」を受信した後のＩＮＦＯ０に対する迅速な応答は、かえって擬

似的にインタフェース信号停止が発生した時に、それに応答することにより、現在行われつ

つある通信を中断させる原因となる可能性がある。そうした可能性を 小限にするようＩＮ

ＦＯ０の判定時間を考慮すべきであるが、全体の応答時間は２５ｍｓを越えてはならない。）

注５　擬似的に起こる通信の中断を避けるためにＩＮＦＯ０の受信で状態Ｆ７か状態Ｆ８から遷移すると

きタイマを開始してもよい。このタイマの終了以前にレイヤ１が状態Ｆ７に復帰できない場合ＰＨ

－ＤＩをレイヤ２にだけ通知する。このタイマ値は５００ｍｓから１０００ｍｓにしてよい。

注６　 タイマＴ３は、全起動時間を見る監視タイマである。この時間にはＥＴ－ＮＴ間およびＮＴ－ＴＥ

間両方を起動するのに必要な時間を含む。

注７　端末はこの点で瞬間的に状態Ｆ３に移動してもよい。そしてＩＮＦＯ２がなお受信されていれば状

態Ｆ６へ戻る。（瞬間的とは 大５フレームまでを意味する）

注８　注５と注７はオプションであり、必須ではない。
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付表Ａ－２／ＪＴ－Ｉ４３０　ＴＥ側レイヤ１の起動／停止状態遷移表

(ITU-T  I.430)

ローカル給電されたＴＥが給電部１または給電部２を検出でき、給電部１または２を備えたＮＴに接続さ

れる場合

状態名 非活性 センシング 停  止 信号待ち 入力識別 同　期 起　動 同期はずれ

    状態番号 F1.0 F1.1 F 2 F 3 F 4 F 5 F 6 F 7 F 8

事象 送信 INFO INFO 0 INFO 0 INFO 0 INFO 1 INFO 0 INFO 3 INFO 3 INFO 0

パワーロス

（注２） / F1.0 F 1.0

MPH-II(d);

F 1.0

MPH-II(d),

 MPH-DI,

 PH-DI;

 F 1.0

MPH-II(d),

 MPH-DI,

 PH-DI;

 F 1.0

MPH-II(d),

 MPH-DI,

 PH-DI;

 F 1.0

MPH-II(d),

 MPH-DI,

 PH-DI;

 F 1.0

MPH-II(d),

 MPH-DI,

 PH-DI;

 F 1.0

パﾜｰ検出 (注2) F1.1 / / / / / / / /

給電部  検出 / F2 / / / / / / /

給電部  オフ

/ / F 1.1

MPH-II(d);

 F 1.1

MPH-II(d),

 MPH-DI,

 PH-DI;

 F 1.1

MPH-II(d),

 MPH-DI,

 PH-DI;

 F 1.1

（注 9） （注 9） MPH-II(d),

 MPH-DI,

 PH-DI;

 F 1.1

ＰＨ－起動要求 / ｜ ｜

ST.T3;

F 4 ｜ ｜ - ｜ -

タイマＴ３終了

（注 8）

/ - - -

 MPH-DI,

 PH-DI;

F 3

 MPH-DI,

 PH-DI;

F 3

 MPH-DI,

 PH-DI;

   (注 6) /

 MPH-DI,

 PH-DI;

F 3

ＩＮＦＯ０受信

(注 4 および 注 5) / －

MPH-II(c);

F 3 - - -

 MPH-DI,

 PH-DI;

F 3

 MPH-DI,

 PH-DI;

F 3

 MPH-DI,

 PH-DI;

 MPH-EI2;

F 3

信号受信 (注1) / － - - F 5 - / / -

ＩＮＦＯ２受信 / 注

10

MPH-II(c);

F 6 F 6

F 6

(注 3) F 6 -

 MPH-

E11;

F 6

 MPH-E12;

F 6

ＩＮＦＯ４受信

/ 注

10

MPH-II(c),

 PH-AI,

 MPH-AI;

F 7

 PH-AI,

 MPH-AI,

 S/R T3;

F 7

 PH-AI,

 MPH-AI,

 S/R T3;

F 7

(注 3)

 PH-AI,

 MPH-AI,

 S/R T3;

F 7

 PH-AI,

 MPH-AI;

 MPH-EI2,

 S/R T3;

F 7

    -

 PH-AI,

 MPH-AI,

 MPH-EI2,

 S/R T3;

F 7

フレーム

   同期はずれ / / / / / /

MPH-EI1;

F 8

MPH-EI1;

F 8 -

注１　この状態はＴＥが信号を受信して、それがＩＮＦＯ２かＩＮＦＯ４かまだ決定していない場合であ

る。
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注２　「パワー」とは、全稼働パワーかもしくはバックアップパワーのことである。

「バックアップパワー」とは、ＴＥＩ値を記憶したり、ＴＥＩ手順に従ってレイヤ２フレーム送受

信機能を維持できるものと定義する。

注３　 ＴＥは信号が現れてから５ｍｓ以内にＩＮＦＯ２かＩＮＦＯ４かを識別できなければＦ５に遷移し

なければならない。同期できない信号を受信したとき確実に状態Ｆ５へ遷移するように受信信号は

6.3.1.2 節に従ったＴＥが同期できない（少なくとも３つの２進「０」を各フレームに含む）あらゆ

るビットパターンで確認すべきである。

注４　ＩＮＦＯ０は４８もしくはそれ以上の連続した２進「１」が受信されたとき検出され、ＴＥは付表

Ａ－２／ＪＴ－Ｉ４３０に従う。テストの目的のため、状態Ｆ６、Ｆ７において、受信信号に振幅

１００ｍＶp-p の正弦波を重畳した場合、ＴＥは２５０μｓから２５ｍｓまでの間にＩＮＦＯ０を送

出する様に、ＩＮＦＯ０に応答すべきである。

また、状態Ｆ２、Ｆ８における、ＩＮＦＯ０の受信応答は、プリミティブの通過に対応しているた

め、インタフェ－スにおいて監視や確証ができない。

（注 ４８個の連続した２進「１」を受信した後のＩＮＦＯ０に対する迅速な応答は、かえって擬

似的にインタフェース信号停止が発生した時に、それに応答することにより、現在行われつ

つある通信を中断させる原因となる可能性がある。そうした可能性を 小限にするようＩＮ

ＦＯ０の判定時間を考慮すべきであるが、全体の応答時間は２５ｍｓを越えてはならない。）

注５　擬似的に起こる通信の中断を避けるためにＩＮＦＯ０の受信で状態Ｆ７か状態Ｆ８から遷移すると

きタイマを開始してもよい。このタイマの終了以前にレイヤ１が状態Ｆ７に復帰できない場合ＰＨ

－ＤＩをレイヤ２にだけ通知する。このタイマ値は５００ｍｓから１０００ｍｓにしてよい。

注６　端末はこの点で瞬間的に状態Ｆ３に移動してもよい。そしてＩＮＦＯ２がなお受信されていれば状

態Ｆ６へ戻る。（瞬間的とは 大５フレームまでを意味する）

注７　 注５と注６はオプションであり、必須ではない。

注８　 タイマＴ３は、全起動時間を見る監視タイマである。この時間には、ＥＴ－ＮＴ間およびＮＴ－Ｔ

Ｅ間両方を起動するのに必要な時間を含む。

 
注９　 給電部のオフにより２つの可能性がある。

（１） 接続状態の補足として、ＩＮＦＯ２とＩＮＦＯ４の受信を使用するなら、この影響として「－」

（状態変化なし）が適当である。

（２） 接続状態を給電部オフにより決定するなら、この影響としてＭＰＨ－ＩＩ（ｄ）、ＭＰＨ－Ｄ

Ｉ、ＰＨ－ＤＩ、Ｆ１．１が適当である。
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注 10　ＩＮＦＯ２受信またはＩＮＦＯ４受信により、２つの可能性がある。

（１） 接続状態の補足として、ＩＮＦＯ４の受信を使用するなら、この影響として、ＭＰＨ－ＩＩ

（ｃ）、ＭＰＨ－ＡＩ、ＰＨ－ＡＩ、Ｓ／Ｒ　Ｔ３、Ｆ７が適当である。

接続状態の補足として、ＩＮＦＯ２の受信を使用するなら、この影響として、ＭＰＨ－ＩＩ

（ｃ）、Ｓ／Ｒ　Ｔ３、Ｆ６が適当である。

（２）接続状態を給電部オフにより決定するなら、この影響として「／」（存在しない状態）が適当

である。
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Ａ.3　ＮＴ側起動／停止手順（表６－３／ＪＴ－Ｉ４３０参照）のＳＤＬ図を付図Ａ－２／ＪＴ－Ｉ４３

０に示す。

  

  

  

注１　この通知（ＭＰＨ－ＤＩ，ＭＰＨ－ＥＩ）はＮＴ側のマネジメントエンティティに送信される必要

は無い。

注２　タイマ２（Ｔ２）は、誤った再起動を防ぐ。その値は２５ms 以上１００ms 以下である。

これはＴＥはＩＮＦＯ０を検出し、２５ms 以内に応答することを意味している。もし、ＮＴがＩＮ

ＦＯ１を確実に検出できるなら、タイマ２の値は０でよい。

注３　ローカル物理層の信号状態を示す。

付図Ａ－２／ＪＴ－Ｉ４３０　ＮＴ側レイヤ１の起動／停止　ＳＤＬ図　（表 6-3/JT-I430 参照）

(ITU-T  I.430)

Ｇ　２

INFO 2

Ｇ　１

MPH-DR  タイマＴ１
  

終  了

INFO 3INFO 1PH-AR

INFO 0 INFO 0 INFO 4

タイマＴ１
  

開  始

PH-AIPH-DIPH-DI

タイマＴ２

 開  始

タイマＴ２
  

開  始

MPH-AI

タイマＴ１
  

停  止

Ｇ  ３

Ｇ  ４Ｇ  ４

Ｇ　２

Ｇ　４

INFO 2

Ｇ　３

 タイマＴ２
  

終  了

INFO 0 ﾌﾚｰﾑ同期はずれ PH-AR

INFO 0 INFO 0 INFO 2

MPH-DR INFO 0

INFO 0

PH-DI
タイマＴ１

  
開  始

MPH-DI

MPH-EI

注３

注１

注２

Ｇ　１Ｇ　１

Ｇ　２Ｇ　４

Ｇ　２
タイマＴ２

  
開  始



- 79 - ＪＴ－Ｉ４３０

付属資料Ｂ：試験構成

（ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ４３０に対する）

　ＮＴとＴＥ装置を試験するための波形を、本標準の８章に示した。付属資料ＢはＴＥ装置を試験するた

め、これら波形（付図Ｂ－１／ＪＴ－Ｉ４３０参照）を発生する際に用いる構成を述べる。また、ＮＴ装

置を試験するため、同様な構成を適用する。

　付表Ｂ－１／ＪＴ－Ｉ４３０は付図Ｂ－１／ＪＴ－Ｉ４３０の擬似線路パラメータである。この擬似線

路は前述の波形を得るときに使用される。試験構成 (2)と (3)に対して、ケーブル長は１μs の信号遅延に

対応する。

付表Ｂ－１／ＪＴ－Ｉ４３０　擬似線路のパラメータ

(ITU-T  I.430)

注　＊についてはＴＴＣ独自

パラメータ 大容量ケーブル 小容量ケーブル

Ｒ（９６ｋＨＺ ）

Ｃ（１ｋＨＺ ）

Ｌ＊ （９６ｋＨＺ )

Ｇ＊ （９６ｋＨＺ ，

  tan δ＝5x10－４）

Ｚ０ （９６ｋＨＺ ）

  線  径

１６０Ω／ｋｍ

１２０ｎＦ／ｋｍ

０．６２ｍＨ／ｋｍ

 ３６μ √ｆ／ｋｍ

         

 ７５Ω

  ０．６ｍｍ

１６０Ω／ｋｍ

  ３０ｎＦ／ｋｍ

０．６２ｍＨ／ｋｍ

   ９μ √ｆ／ｋｍ

         

  １５０Ω

  ０．６ｍｍ
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 (4)　理想試験信号

注　＊等価入力インピーダンステンプレートについては付図Ｂ－２／ＪＴ－Ｉ４３０を参照。

素子値の参考例：Ｌ＝7.0 ｍＨ，Ｒ＝400 Ω，Ｃ＝2.1 ｎＦ。

付図Ｂ－１／ＪＴ－Ｉ４３０　試験構成

(ITU-T  I.430)

注　＊についてはＴＴＣ独自

TE

７端末
 (等価入力
インピー
  ダンス)
 (注) ＊

７端末
 (等価入力
インピー
  ダンス)
 (注) ＊

50 Ω

100Ω 100Ω

100Ω 100Ω

100Ω 100Ω

100Ω 100Ω 50Ω

50Ω

50 Ω

NT

NT

NT

NT TE

TE

TE

擬似線路

大容量ケーブル

６ｄＢ

擬似線路

大容量ケーブル

擬似線路

 (a)大容量ケーブル

 (b)小容量ケーブル

L

L

R

R

C

C

(3a),(3b) 短距離受動バス

(2)  短距離受動バス

(l)　ポイント・ポイント
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付図Ｂ－２／ＪＴ－Ｉ４３０　等価入力インピーダンステンプレート（両対数スケール）

イ
ン
ピ
ー
ダ
ン
ス
｜
Ｚ
｜

Ω

360

36

29

2 20 80 1000kHz

周　波　数
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付録Ⅰ：電気的特性の基本として用いられる配線構成と一巡遅延の考察

（ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ４３０に対する）

Ⅰ.1　序　論

　本標準の４章において２つの主要な配線構成が規定されている。これらは受動バスを使用したポイン

ト・ポイント配線構成とポイント・マルチポイント配線構成である。

　これらの構成は限られた場合においてのインタフェースの定義と、関連したＴＥとＮＴの設計に関して

の考案であり、他の重要な構成も考慮しておくべきである。

  配線構成の各々に想定される線路損失と遅延の点から見た総線路長の値は本付録Ⅰ.2節に示される。

　図４－１／ＪＴ－Ｉ４３０は個々の構成を合成したものである。これらの個々の構成は本付録に示され

る。

Ⅰ.2　配線構成

Ⅰ.2.1　ポイント・マルチポイント構成

　本標準の 4.2 節に規定されるポイント・マルチポイント配線構成は、「短距離受動バス」あるいは「延長

受動バス」のような他の配線構成により提供される。

Ⅰ.2.1.1　短距離受動バス（付図Ⅰ－１／ＪＴ－Ｉ４３０）

　基本的な配線構成の１つに全長にわたって任意の点にＴＥ装置を接続できる受動バスがある。

　この配線構成においては、ＮＴの受信部は種々の端末から異なった遅延を持って到達するパルスを受信

しなければならないということである。このため、この配線構成の限界線路長は減衰値ではなく、 大一

巡遅延値の関数となる。

　固定タイミングのＮＴ受信部は、一巡遅延が１０～１４μs であれば用いることができる。

　この一巡遅延はＮＴからの 大動作距離（付図Ⅰ－１／ＪＴ－Ｉ４３０のｄ２）が１００～２００ｍ程

度であることと関係している。

　〔高インピーダンス線路（Ｚｃ＝１５０Ω）の場合は２００ｍ。

低インピーダンス線路（Ｚｃ＝７５Ω）の場合は１００ｍ。〕

　ＴＥの接続は線路のスタブとして振舞うので、ＮＴの受信部のマージンをポイント・ポイント構成のマー

ジンより減少させることに注意を要する。

　１０ｍのタップ長を有するＴＥを 大８台まで収容できるべきである。

　１０～１４μs の範囲の一巡遅延の内訳は以下の通りである。

　低い方の値の１０μs は、２ビットのオフセット遅延（図５－１／ＪＴ－Ｉ４３０参照）と負の位相差－

７％（8.2.3 節参照）からなる。この場合、ＴＥはＮＴに直接配置される。高い方の値の１４μs は、ＴＥ

が受動バスの 遠端に配置されると仮定して算出される。

　この値は、２ビット・フレーム間オフセット遅延（10.4μs）、無負荷時のバス線路設備の一巡遅延（２

μs）、ＴＥ負荷による付加遅延（0.7μs）および 8.2.3 節によるＴＥ送信回路の 大遅延（１５％＝0.8μs）

から成る。
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注　原則として、ＮＴは受動バスの任意の点に配置してよい。しかし、本標準の電気的特性は一方の

端点に配置されたＮＴに基づいている。

他の配置をした時の種々の条件は確認を要する。

付図Ⅰ－１／ＪＴ－Ｉ４３０　短距離受動バス

(ITU-T  I.430)

Ⅰ.2.1.2　延長受動バス（付図Ⅰ－２／ＪＴ－Ｉ４３０）

　１００～１０００ｍ程度の中距離で用いられる配線構成としては延長受動バスがある。この構成は、端

末の接続点が、ＮＴからの線路遠端での集合的な配置に限られる事を利用している。これが、ＴＥ間相互

の距離に制約を課する。

　相互一巡遅延は異なるＴＥからの信号のゼロクロス点間の遅延として定義され、２μs に制限される。

付図Ⅰ－２／ＪＴ－Ｉ４３０　延長受動バス

(ITU-T  I.430)

注

ＮＴ

Ｔ

Ｒ

ＴＥ ＴＥＴＥ

Ｎ  Ｔ

Ｔ

Ｒ

ｄ２

ＴＲ＝終端抵抗

ＴＥ

ＮＴ

Ｔ

Ｒ

Ｔ

Ｒ

ＴＥ

ｄ４

ｄ３

ＴＲ＝終端抵抗
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  この相互一巡遅延は 8.2.3 節によるとＴＥ相互遅延２２％、即ち 1.15μsec、無負荷時のバス設備の一巡

遅延 0.5μsec（線路距離２５～５０ｍ）および４つのＴＥ負荷による付加遅延（0.35μs）から成る。

　この延長受動バス構成の目標は、総線路長を少なくとも５００ｍ（付図Ⅰ－２／ＪＴ－Ｉ４３０のｄ４　）

にし、ＴＥ接続点の相互距離を２５～５０ｍ（付図Ⅰ－２／ＪＴ－Ｉ４３０のｄ３　）にすることである。

ｄ３　は使用ケーブルの特性に依存する。しかしながら、ケーブルに接続するＴＥの数総線路長、端末接続

点相互距離の適切な組合せは個々の電気通信事業者で決めてよい。

　注　一巡遅延は、中継器や、増幅器を利用することで、１０～２０μs が標準的であり４２μs が、正し

い動作を保証する絶対 大値である。

Ⅰ.2.2　ポイント・ポイント構成（付図Ⅰ－３／ＪＴ－Ｉ４３０）

　この配線構成では、唯一つの送信部と受信部がケーブルのそれぞれの端点に存在する（付図Ⅰ－３／Ｊ

Ｔ－Ｉ４３０を参照）。

　従って、送信出力レベルと受信入力レベルの範囲を確立するために、ケーブルの両端間での 大許容損

失を決める必要がある。さらに、一端から他端へ規定時間内（Ｄチャネルエコービットにおいて制限され

る）に戻らなければならないすべての信号に対しての 大一巡遅延も確立する必要がある。

付図Ⅰ－３／ＪＴ－Ｉ４３０　ポイント・ポイント

(ITU-T  I.430)

　ＴＥとＮＴあるいはＮＴ１　とＮＴ２　間の動作距離の一般的な目標は 1.0 ㎞である。

（付図Ⅰ－３／ＪＴ－Ｉ４３０のｄ１　）

　９６kHz における６dB の 大ケーブル損失がこの一般的な目標を満足することができる。一巡遅延は１

０～４２μsec の間である。

注　一巡遅延は、中継器や増幅器を利用する上で１０～２０μs が標準的であり、４２μs が正しい動

作を保証する絶対 大値である。

　低い方の値１０μs は受動バス構成の場合と同様に導かれる。

　上限値は次の要素からなる。

(l) 　フレームオフセットによる２ビット（２×５．２μs＝１０．４μs，5.4.2.3 節参照）

(2) 　ＮＴとＴＥ間の距離および必要な処理時間から許容される 大６ビットの遅延

（６×５．２μs＝３１．２μs）

(3) 　ＴＥ入力と出力間の位相差による１ビット期間の一部（＋１５％）（8.2.3 節参照、０．１５×５．

２μs＝０．８μs）

ＮＴ

Ｔ

Ｒ
ＴＥ

Ｔ

Ｒ

ｄ１

ＴＲ＝終端抵抗
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　これらの制限を満足するため、ＮＴでは受信部にて適応タイミング装置が必要である。ポイント・ポイ

ントおよび受動バス構成（8.6.3.2 節参照）のいずれにも使用されるＮＴにおいては、受動バス配線構成で

の許容できる一巡遅延は、適応タイミングに必要とされる余分な許容誤差のため１３μs に減少される。こ

の形の配線構成を使用して、レイヤ１においてポイント・マルチポイントモードの運用を提供する事も可

能である。

注　ポイント・ポイントの配線だけを用いて、ポイント・マルチポイント動作を行わせる事ができる。

適切なやり方の１つが付図Ⅰ－４／ＪＴ－Ｉ４３０に示されたＮＴ１スターである。この様な方

法においては、ＴＥからのビットの流れは競合解消のためのＤ－エコーチャネルの働きに対処す

るためにバッファされなければならないが、レイヤ１の機能だけが必要とされる。

ＮＴ１スターのポートにて受動バス配線構成をサポートする事も可能である。

この構成をサポートする事はＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ４３０、ＪＴ－Ｑ９２１及びＪＴ－Ｑ９３１の

条項に影響を与えるものではない。
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付図Ⅰ－４／ＪＴ－Ｉ４３０　ＮＴ１　スター

(ITU-T  I.430)

ＮＴ１

スター

ＴＥ１
Ｔ

Ｒ

Ｔ

Ｒ

Ｔ

Ｒ

  

ＴＥｎ
Ｔ

Ｒ

IA

IA

IB

IB
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付録Ⅱ：基本ユーザ・網インタフェースに定義する試験ループバック

（ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ４３０に対する）

Ⅱ.1　はじめに

　ＩＳＤＮ基本アクセスの保守の取り組み方の主な部分は、網の保守において故障確認と故障の標定の段

階で、ループ形成機構の使用である。

　ループバックは、装置の終端部分の設計に係わるため、ループバックの簡単な記述と特性をこの付録に

述べる。

Ⅱ.2　ループバック機構の定義

　この節はループバックの特性を規定する際に用いる用語を定義する。

　「ループバックポイント」はループバックの位置である。

　「ループバック制御ポイント」はループバックの起動／停止を制御する位置である。

注　ループバックの際に使われるテストパターンの生成箇所は制御ポイントに置かれるとは限らない。

　ループバック機構の３つの形式を次に定める：

(l)　全チャネルループバック－これは全ビット系列について実行されるレイヤ１の機構である。ループ

バックポイントでは、受信ビット系列は変更を受けずに送信局へ返送される。

注　「全チャネルループバック」とは装置化に関係しない。つまり、そのようなループバックは能動

論理素子、又はハイブリッドトランスによる制御された不平衡、その他によって与えられるため

である。制御アクセスポイントでは情報チャネルのみが有効である。

(2)　部分的ループバック－これは全ビット系列に多重化された１つ、又はそれ以上の指定されたチャネ

ルについて実行されるレイヤ１の機構である。ループバックポイントでは、指定されたチャネルの受

信ビット系列が変更を受けずに送信局へ返送される。

(3)　論理ループバック－これは単一、又は複数チャネル内のある情報について選択的に動作し、折り返

された情報にある特定の変更が在り得る。論理ループバックはＯＳＩモデルの任意のレイヤで定義さ

れ、詳細な保守手順に従う。

　前記３つのループバック機構の各々に対して、ループバックは更に透過、非透過とに分類される。

(a)　「透過ループバック」とは、ループバックが起動されたとき、ループバックポイントを越えて送

信された信号（順方向信号）がループバックポイントの受信信号と同じであるループバックをい

う。

ループバックポイント

透過ループバック

透過、全チャネルループ

バック（全ビット系列の

全チャネルループバック

に関して透過）

Ｘ＝折り返された信号と干渉を

    避けるため禁止された信号Ｘ
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(b) 「非透過ループバック」とは、ループバックが起動されたとき、ループバックポイントを越えて

送信された信号（順方向信号）がループバックポイントの受信信号と同じでないループバックを

いう。順方向信号は特定の信号、又は不定の信号である。

注　透過ループバックの使用に拘らず、ループバックはループが形成されているポイントを越えて接

続された設備、例えば短絡、開放、又は外来電圧に影響を受けるべきではない。

Ⅱ.3　試験ループバックの参照構成

　付図Ⅱ－１／ＪＴ－Ｉ４３０　ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースの保守に適したループバック試

験の可能な位置を示す。ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ４３０における必須、又は望ましいループバックは実線で示

し、オプションのループバックは点線で示す。これらオプションのループバックはすべての装置に備える

必要はない。これらループバックの各々の特性を付表Ⅱ－１／ＪＴ－Ｉ４３０と付表Ⅱ－２／ＪＴ－Ｉ４

３０にそれぞれ示す。付表Ⅱ－３／ＪＴ－Ｉ４３０は使用とパラメータが継続検討課題となっているルー

プバックの特性リストである。

注　ループバックＢ１　と３は参照点Ｓに於て個々のインタフェースに適用できる。

付図Ⅱ－１／ＪＴ－Ｉ４３０　試験ループの位置

(ITU-T  I.430)

ループバックポイント

非透過ループバック

非透過、全チャネルループ

バック（全ビット系列の

全チャネルループバック

に関して非透過）

Ｘ＝折り返された信号と干渉を

　　避けるため禁止された信号

Ｌ１＝転送信号を変更、又は

　禁止するデバイス

Ｘ

Ｌ１

23

B２

ＴＥ１ Ｓ ＮＴ２ Ｔ

4

ＮＴ１

4

ＴＥ２ Ｒ

A

ＴＡ Ｓ

A

B１ C
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Ⅱ.４　試験ループバックの特性

　付表Ⅱ－１／ＪＴ－Ｉ４３０と付表Ⅱ－２／ＪＴ－Ｉ４３０はＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ４３０に於て必須、

望ましい、又はオプションのループバック各々に適用する特性をのべている。特に、制御ポイント、制御

機構、ループバック形式、ループバックの位置を定めている。ループバック形式は全チャネル、部分的、

論理ループバックの何れかを定め、そしてループバックが透過か非透過であるかを定めている。ループバッ

クの位置は精密な位置が装置化に依存するため、いくらか近似的である。ループバック機構の選択をルー

プポイントにて利用可能なプロトコルレイヤと必要なアドレス情報にて指示する。例えば、ループバック

３はある特定のＳインタフェースの選択を要求するので、レイヤ３の下で制御する。

付表Ⅱ－３／ＪＴ－Ｉ４３０は、使用法とパラメータが今後検討課題となっているループバックの特性

を示す。

付表Ⅱ－１／ＪＴ－Ｉ４３０　ループバックの特性

(ITU-T  I.430)

ループバック

（付図Ⅱ－１

参照）

位  置

折り返される

チャネル

ループ

バック形式

制    御

ポイント

制御機構 装置化

  

２

ＮＴ１内でＥＴ

に向ってＴ参照

点に出来るだけ

近い位置

  （注１）

２Ｂ＋Ｄチャネ

ル

全チャネル

透過または非透

過    （注 4)

(付録Ⅱの２節

の注を参照)

加入者線

交換機の制

御の下

伝送システムの

レイヤ１信号

必須

ＮＴ２ 現地保守

３

ＮＴ２内でＥＴ

に向ってＳ参照

点に出来るだけ

近い位置

２Ｂ＋Ｄ

チャネル

全チャネル透過

または非透過

( 付録Ⅱの２節

の注を参照)

ＮＴ２

Ｄチャネル内レ

イ ヤ ３ の メ ッ

セージ、またはＢ

チャネルの帯域

内信号（注２）

望ましい

（注３）

注１　ＮＴ１とＮＴ２が一体（つまり、１つのＮＴ１２）の場合、ループバック２はＮＴ１２内の位

置でＴ参照点に等しい所に置く。

注２　ループバック３の起動／停止はＤチャネル内レイヤ３のメッセージ、又はＢチャネルの他の信

号によって遠隔保守者からの要求によって初期化される。しかし、ループバックのテストパター

ンの生成はＮＴ２によるであろう。

注３　技術的な観点から、ループバック３は常に具備するのが望ましい（必須ではない）。そしてルー

プバック制御に対するプロトコルの設計はループバックの操作を含むべきである。

注４　透過ループバック２を実施する場合、ＮＴ１はＤエコーチャネルを「０」に設定し、ＩＮＦＯ

４をユーザ側に送出すべきである。
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付表Ⅱ－２／ＪＴ－Ｉ４３０　オプションのループバックの特性

(ITU-T  I.430)

ループ

バック

（付図Ⅱ－

１参照）

位  置 折り返され

るチャネル

ループ

バック形式

制御ポイント 制御機構 装置化

部分的、透過ま

たは非透過

ＴＥ、ＮＴ２ レイヤ１

（注１）Ｃ

ＮＴ１の内側   Ｂ１、Ｂ２

（注４）

加入者線交換機の

制御の下

（注２）

オプショ

ン

Ｂ１

加入者側ＮＴ２

の内側

（注３）

  Ｂ１、Ｂ２

（注４）

部分的、透過ま

たは非透過

ＴＥ、ＮＴ２ レイヤ１

または

レイヤ３

オプショ

ン

Ｂ２ 網側ＮＴ２の内

側

Ａ ＴＥの内側

  これらループバックはＴＥ／ＮＴ２においてオプションである。たとえ

ば、内部試験の一部として、使用するとき、網とのインタフェースに対し

ては何も情報は送出しない。

（つまり、INFO 0 をインタフェースに送る。）

４

ＴＡまたはＴＥ

の内側

  Ｂ１、Ｂ２

（注４）

部分的、透過ま

たは非透過

ＮＴ２、加入者線

交換機、遠隔保守

者、または遠隔

ユーザ

レイヤ３

オプショ

ン

　注１　レイヤ３サービスのメッセージの交換は、レイヤ１の制御機構の使用の前にＴＥ（又はＮＴ２）

と交換機の間に生起する場合もある。しかし、ＴＥ（又はＮＴ２）が応答を受信できない場合が

ある：

(a) 　インタフェースが故障であるとき、メッセージは送信されない。

(b) 　 レイヤ３のシグナリングオプションを提供しない網は、応答する必要はない。ＴＥ（又はＮ

Ｔ２）からＮＴ１に向かう（オプションのマルチフレームを用いる）レイヤ１の制御信号の定義

は継続研究である。

　注２　この場合の制御機構は、網が伝送システムの予備容量によってループバックを制御することを除

き、注１と同じである。

　注３　ループバックＢ１　は参照点Ｓに於ける個々のインタフェースそれぞれに適用できる。

注４　 Ｂ１とＢ２チャネルのループバックは分離した制御信号によって制御されるが、両ループバック

は同時に実行されよう。
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付表Ⅱ－３／ＪＴ－Ｉ４３０　必要性とパラメータが継続検討課題である

(ITU-T  I.430) ループバックの特性

ループバック

（付図Ⅱ－１

参照）

位  置

折り返され

るチャネル

ループ

バック形式

制    御

ポイント

制御機構 装置化

２１

ＮＴ１内側、網

側インタフェー

スに影響を与え

ない

Ｂ１、Ｂ２

  （注１）

部分的、透過ま

たは非透過

加入者線交

換機の制御

の下

伝送システムの

レイヤ１信号

オプショ

ン

　注１　Ｂ１とＢ２チャネルのループバックは分離した制御信号によって制御されるが、両ループバック

は同時に実行されよう。
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付録Ⅲ：用語リスト

（ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ４３０に対する）

402 起動 (activation)

101 基本アクセス (basic access)

503 全チャネルループバック (complete loopback)

116 [ユーザ・網インタフェース (customer network interface)]

401 停止 (deactivation)

105 回線接続 (exchange termination) ；ＥＴ

108 機能群 (functional group)

301 ＩＮＦＯ

115 インタフェース (interface)

505 論理ループバック (logical loopback)

615 [ループ (loop)]

501 ループバック (loopback)

507 ループバック制御機構 (loopback control mechanism)

508 ループバック制御ポイント (loopback control point)

506 ループバックポイント (loopback point)

512 ループバック試験パターン (loopback test pattern)

502 ループバック形式 (loopback type)

106 網終端装置 (network termination)：ＮＴ

514 非透過ループバック (non-transparent loopback)

504 部分的ループバック (partial loopback)

114 参照点 (reference point)

302 ＳＩＧ

107 端末装置 (terminal equipment) ；ＴＥ

513 透過ループバック (transparent loopback)

116 ユーザ・網インタフェース (user-network interface)
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付録Ⅳ：試験方法

（ＪＴ－Ｉ４３０に対する）

Ⅳ.1　まえがき

　この付録では、本標準の本文で定義された諸要求事項の試験系、及び試験方法を示す。本付録で記載さ

れていない他の同等の試験方法も、諸要求事項を試験するために用いてもよい。本付録の試験系は、測定

を概略的に表現したものであり、被測定物の特性を計測するための詳細な回路を示してはいない。諸要求

事項は標準の本文で、完全に規格化されており、本付録の内容は本文の内容を超えることはない。試験系

は適切な範囲内で許容条件を満足しなければならない。

Ⅳ.1.1　試験のための基本的な仮定

　試験時の温度は、試験結果に影響するので、試験においては温度による効果を考慮するべきである。

　取はずし可能な接続コードを使用し、「標準ＩＳＤＮ基本アクセスコード」と接続されるＴＥは、下記

の２つの場合において電気的特性を満たさなくてはならない。

(a)　試験中のＴＥに接続されている特殊コード（もしあれば）を使う場合

(b)　下記の要求を満たす参照コードを使う場合

付表Ⅳ－１／ＪＴ－Ｉ４３０　参照コードのパラメータ

(ITU-T  I.430)

パラメータ Ｃ Ｚ ＣＬ Ｒ Ｄ Ｌ

値  350pF  >75Ω  >60dB   ３Ω  <0.5 ％ 他のパラメータに

依存する。

許容誤差 +0/-10％       +0/-10％    （注参照）

　注　全コード長は上記パラメータに依存するが、だいたい７ｍ程度がのぞましく、１０ｍ以下でなけれ

ばならない。

Ｃ ：送信、受信ペア線の容量

Ｚ ：送信、受信ペア線の特性インピーダンスただし９６ｋＨｚにおける値

ＣＬ ：１００Ω終端時の９６ｋＨｚにおける送信、受信ペア線間の漏話損失

Ｒ ：個々の導線の抵抗

Ｄ ：送信、受信ペア線の各々の導線の抵抗値の差（ループ抵抗の比率）

Ｌ ：コード長

　いくつかの試験においては、機器を正しく動作させるためにレイヤ１と高位レイヤとのやりとりのため

情報が必要となる。そのような情報が使用可能であることも試験規定に含まれる。

Ⅳ.2　Ｄチャネル試験

Ⅳ.2.1　Ｄエコーチャネル

　ＮＴが、ＴＥシミュレータからＤチャネルを受信したらその２進値を次のＤエコーチャネルとして使用

可能なビット位置にのせてＴＥに送り返すこと（6.1.2 節参照）を試験する。
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　ＴＥシミュレータがＤビットとして２進「０」を送った時、ＴＥにはＤエコーチャネルのビット位置に

２進「０」が戻ってこなければならない。

　ＴＥシミュレータがＤビットとして２進「１」を送った時、ＴＥにはＤエコーチャネルのビット位置に

２進「１」が戻ってこなければならない。

Ⅳ.2.2　Ｄチャネルレスポンス

　ＴＥがＤエコーチャネルを用いてＤチャネル上での衝突を検出して、即時に送信を停止することを試験

する。

　また、ＴＥがその優先度に応じて 6.1.4 節で定義されているように優先順位を変更することを試験する。

試験（ａ）「不一致」

　ＴＥが２進の「０」を受信すべきなのに２進「１」を受信した時（ネットワークエラーにより）、又は、

２進「１」を受信すべきなのに２進「０」を受信した時（衝突により）、ＴＥは不一致検出をして、送信

をただちに停止する。すなわちスティミュラスの使用方法に従ってＴＥから受信する次のＤビットをアイ

ドル状態（２進「１」）にさせることの確認。これはＴＥに適用される各々の優先順位クラスや優先順位

レベルにおいて確認されるべきである。（注参照）

　注　一連のビットの値がその端末のクラスにおける優先順位クラスと優先順位レベルを示すことになる

がそれらは試験（ｂ）と試験（ｃ）で確認される。

試験は２進「１」と「０」で行われる。

試験（ｂ）「標準レベル」

　ＴＥが誤ったＤエコーチャネルビットを受信したら、標準レベルにあるＴＥは、送信を開始する前に、

少なくとも８回（優先順位クラスが１の時）又は、少なくとも１０回（優先順位クラスが２の時）レイヤ

２フレーム伝送の優先クラスに従って連続した２進「１」のＤエコーチャネルを受信することを確認する。

試験（ｃ）「低位レベル」

　レイヤ２フレームの送信後、低位レベルにあるＴＥは、少なくとも９回（優先順位クラスが１の時）あ

るいは、少なくとも１１回（優先順位クラスが２の時）連続した２進「１」のＤエコーチャネルを受信す

るまで次のレイヤ２フレームの送信をしないこと、もし送信するレイヤ２フレームがない場合は少なくと

も９回（優先順位クラスが１の時）あるいは少なくとも１１回（優先順位クラスが２の時）連続した２進

「１」のＤエコーチャネルを受信した後、標準レベルにもどる。
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Ⅳ.3　インタフェース手順

Ⅳ.3.1　起動／切断手順

　6.2 節において定義した起動／切断手順は、下表の状態遷移を適用することによって試験できる。

付表Ⅳ－２／ＪＴ－Ｉ４３０　起動／停止試験－ＮＴ側

(ITU-T  I.430)

試験

番号
現状態 スティミュラス

注釈

番号
次状態

送信

INFO
備          考

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

Ｇ１

Ｇ１

Ｇ１

Ｇ１

Ｇ１

Ｇ２

Ｇ２

Ｇ２

Ｇ２

Ｇ２

Ｇ２

Ｇ３

Ｇ３

Ｇ３

Ｇ３

Ｇ３

Ｇ４

Ｇ４

Ｇ４

Ｇ４

Ｇ４

Ｇ４

Ｇ４

ＰＨ－ＡＲ

タイマＴ１終了

タイマＴ２終了

ＩＮＦＯ０受信

ＩＮＦＯ１受信

ＭＰＨ－ＤＲ

タイマＴ１終了

タイマＴ２終了

ＩＮＦＯ０受信

ＩＮＦＯ１受信

ＩＮＦＯ３受信

ＭＰＨ－ＤＲ

タイマＴ２終了

ＩＮＦＯ０受信

ＩＮＦＯ３受信

ﾌﾚｰﾑ同期はずれ

ＰＨ－ＡＲ

タイマＴ１終了

タイマＴ２終了

ＩＮＦＯ０受信

ＩＮＦＯ１受信

ＩＮＦＯ３受信

ﾌﾚｰﾑ同期はずれ

５

４

５

２

2/5

４

３

２

1/4

５

２

４

Ｇ２

Ｇ１

Ｇ１

Ｇ１

Ｇ２

Ｇ４

Ｇ４

Ｇ２

Ｇ２

Ｇ２

Ｇ３

Ｇ４

Ｇ３

Ｇ２

Ｇ３

Ｇ２

Ｇ２

Ｇ４

Ｇ１

Ｇ１

Ｇ４

Ｇ４

Ｇ４

Ｉ２

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ２

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ２

Ｉ２

Ｉ２

Ｉ４

Ｉ０

Ｉ４

Ｉ２

Ｉ４

Ｉ２

Ｉ２

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ０

起動手順開始とタイマＴ１始動

状態変化なし

状態変化なし

状態変化なし

ＴＥからの起動とタイマＴ１始動

停止手順開始とタイマＴ２始動

停止手順開始とタイマＴ２始動

状態変化なし

状態変化なし

状態変化なし

起動とタイマＴ１停止

停止手順開始とタイマＴ２始動

状態変化なし

停止待ち

状態変化なし

フレーム同期はずれ

起動手順開始とタイマＴ１始動

状態変化なし

停止

停止

状態変化なし

状態変化なし

状態変化なし

　注１　試験ではＩＮＦＯ０は１００ｍＶＰ－Ｐの正弦波とする。（周波数は２ｋＨｚ～１０００ｋＨｚ）

ＮＴは、２５０μｓ～２５ｍｓのＩＮＦＯ２の送信によって反応しなければならない。

　注２　Ｔ２のタイマ値が０であるなら、Ｇ２、Ｇ３からＧ１への直接遷移は可能（表６－３／ＪＴ－Ｉ

４３０の注２参照）

　注３　ＩＮＦＯ４送信、プリミティブＰＨ－ＡＩとＭＰＨ－ＡＩの前に 小１００ｍｓあける。（表６

－３／ＪＴ－Ｉ４３０の注４参照）

　注４　ＩＮＦＯ０は４８ビット以上の連続した２進「１」を受信した時検出されなければならない。

　注５　タイマＴ１は、起動時間をカウントする監視タイマである。起動時間はユーザがアクセスするＥ

Ｔ－ＮＴ間とＮＴ－ＥＴ間のすべての装置を起動するのに要した時間のことである。ＥＴとは回

線交換機のことである。
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付表Ⅳ－３／ＪＴ－Ｉ４３０　起動／停止試験－ＴＥ側

(ITU-T  I.430)

試験

番号
現状態 スティミュラス

注釈

番号
次状態

送信

INFO
備          考

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47

Ｆ１

Ｆ１

Ｆ２

Ｆ２

Ｆ２

Ｆ２

Ｆ２

Ｆ２

Ｆ３

Ｆ３

Ｆ３

Ｆ３

Ｆ３

Ｆ３

Ｆ３

Ｆ４

Ｆ４

Ｆ４

Ｆ４

Ｆ４

Ｆ４

Ｆ５

Ｆ５

Ｆ５

Ｆ５

Ｆ５

Ｆ５

Ｆ６

Ｆ６

Ｆ６

Ｆ６

Ｆ６

Ｆ６

Ｆ６

Ｆ７

Ｆ７

Ｆ７

Ｆ７

Ｆ７

Ｆ８

Ｆ８

Ｆ８

Ｆ８

Ｆ８

Ｆ８

Ｆ８

電源ＯＮ

タイマＴ３終了

給電部オフ

ＩＮＦＯ０受信

ＩＮＦＯ２受信

ＩＮＦＯ４受信

信号受信

タイマＴ３終了

給電部オフ

ＰＨ－ＡＲ

ＩＮＦＯ０受信

ＩＮＦＯ２受信

ＩＮＦＯ４受信

信号受信

タイマＴ３終了

給電部オフ

ＩＮＦＯ０受信

ＩＮＦＯ２受信

ＩＮＦＯ４受信

信号受信

タイマＴ３終了

給電部オフ

ＩＮＦＯ０受信

ＩＮＦＯ２受信

ＩＮＦＯ４受信

信号受信

タイマＴ３終了

給電部オフ

ﾌﾚｰﾑ同期はずれ

ＰＨ－ＡＲ

ＩＮＦＯ０受信

ＩＮＦＯ２受信

ＩＮＦＯ４受信

タイマＴ３終了

給電部オフ

ﾌﾚｰﾑ同期はずれ

ＩＮＦＯ０受信

ＩＮＦＯ２受信

ＩＮＦＯ４受信

給電部オフ

ＰＨ－ＡＲ

ＩＮＦＯ０受信

ＩＮＦＯ２受信

ＩＮＦＯ４受信

信号受信

タイマＴ３終了

１

2/6

３

６

３

２

４

７

７

３

２

４

３

２

８

４

2/9
８

4/5

4/5

３

２

Ｆ２

Ｆ１

Ｆ１

Ｆ３

Ｆ６

Ｆ７

Ｆ２

Ｆ２

Ｆ１

Ｆ４

Ｆ３

Ｆ６

Ｆ７

Ｆ３

Ｆ３

Ｆ１

Ｆ４

Ｆ６

Ｆ７

Ｆ５

Ｆ３

Ｆ１

Ｆ５

Ｆ６

Ｆ７

Ｆ５

Ｆ３

Ｆ１

Ｆ８

Ｆ６

Ｆ３

Ｆ６

Ｆ７

Ｆ６

Ｆ１

Ｆ８

Ｆ３

Ｆ６

Ｆ７

Ｆ１

Ｆ８

Ｆ３

Ｆ６

Ｆ７

Ｆ８

Ｆ３

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ３

Ｉ３

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ１

Ｉ０

Ｉ３

Ｉ３

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ１

Ｉ３

Ｉ３

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ３

Ｉ３

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ３

Ｉ０

Ｉ３

Ｉ３

Ｉ３

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ３

Ｉ３

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ０

Ｉ３

Ｉ３

Ｉ０

Ｉ０

電源ＯＮと給電部の検出

状態変化なし

非活性状態へ戻る

停止状態となる

同期状態

起動

状態変化なし

状態変化なし

非活性状態へ戻る

起動手順開始とタイマＴ１始動

状態変化なし

同期状態

起動

状態変化なし

状態変化なし

非活性状態へ戻る

状態変化なし

同期

通信状態

信号検出

停止

非活性状態へ戻る

状態変化なし

同期

起動

状態変化なし

停止

非活性状態へ戻る

フレーム同期はずれ

状態変化なし

停止

状態変化なし

起動

状態変化なし

非活性状態へ戻る

フレーム同期はずれ

停止

同期

状態変化なし

非活性状態へ戻る

状態変化なし

停止

同期

起動

状態変化なし

停止
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　注１　ＴＥの給電は単一ではないため、被試験装置が検出可能な電源を使用して試験することを推奨す

る。（給電部１、給電部２、ローカル給電）

　注２　タイマーＴ３値は装置により異なるが、３０秒を超えない。

　注３　ここでいう信号とは、6.3.1.2 節で定義された被試験装置の同期が取れないビットパターン（各フ

レーム内に少なくとも３ビットの２進「０」を含む）が使われる。

　注４　試験では、ＩＮＦＯ０は１００ｍＶＰ－Ｐの正弦波（周波数２ｋＨｚ～１０００ｋＨｚ）とする。

ＴＥは、２５０μs～２５ｍｓ間のＩＮＦＯ０に反応しなくてはならない。

　注５　ＩＮＦＯ０受信を示すＰＨ－ＤＩは、レイヤ１の５００ｍｓ～１ｓのタイマが終了する前に起動

状態へ入らない場合のみレイヤ２へ伝達される。

　注６　ローカル給電で給電部１又は給電部２を検出可能なＴＥにのみ適用可能。

　注７　ＩＮＦＯ２又はＩＮＦＯ４の信号出現後、５ｍｓ以内に認識されない場合、ＴＥはＦ５に遷移す

る。この結果は、本スティミュラスの出現後５ｍｓの時点で試験されるべきである。

　注８　ローカル給電で給電部１又は給電部２を検出可能なＴＥは、Ｆ６、Ｆ７状態での給電部の喪失に

おいては、接続状態の補足としてＩＮＦＯ２とＩＮＦＯ４の受信を使用する場合は、状態変化す

ることが観測されてはいけない。

　注９　端末が瞬間的にこの点でＦ３に移ってもよい。もしＩＮＦＯ２が受信されていれば状態Ｆ６へ戻

る。（瞬間的とは 大５フレームまでを意味する。）
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Ⅳ.3.2　起動／停止タイマー

　タイマーは 6.2 節に定義されている。

付表Ⅳ－４／ＪＴ－Ｉ４３０　起動／停止タイマー

(ITU-T  I.430)

現状態 スティミュラス 注 送信ＩＮＦＯ 備          考

  Ｆ３ ＩＮＦＯ２受信 ＩＮＦＯ３ 100ms 以下

  Ｆ３ ＩＮＦＯ４受信 ＩＮＦＯ３ 100ms 以下

  Ｆ４ ＩＮＦＯ２受信 ＩＮＦＯ３ 100ms 以下；INFO１停止５ms 以下

  Ｆ４ ＩＮＦＯ４受信 ＩＮＦＯ３ 100 ms 以下；INFO１停止５ms 以下

  Ｆ４ 信号受信 １ ＩＮＦＯ０ ５ms 以下

  Ｆ４ ＩＮＦＯ０受信 ＩＮＦＯ１ Ｔ３タイマ (30ｓ以下) がタイムアウト

した後 INFO０送出

  Ｆ６ ＩＮＦＯ０受信 ＩＮＦＯ０ 250 μs 以上、25ms 以下

  Ｆ７ ＩＮＦＯ０受信 ＩＮＦＯ０ 250 μs 以上、25ms 以下

  Ｆ７又は

  Ｆ８

ＩＮＦＯ０受信

後のＩＮＦＯ４

２ ＩＮＦＯ３ INFO０が 500ms以下のときは通信を保持

する。

INFO０が 1000ms 以上のときは通信を保

持しない。

　注１　ＴＥに送信する信号は、各フレーム内に少なくとも３個の２進「０」を含む任意のビットパター

ンである。このビットパターンは 6.3.1.2 節で定義されたＴＥに対しては同期をとることが出来な

い。

　注２　この試験はレイヤ３タイマ（ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３１にて定義されている）を具備していない

ＴＥに適用する。
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Ⅳ.4　ジッタ特性

Ⅳ.4.1　ＴＥのジッタ特性の測定

　ＴＥのジッタ特性の要求条件は 8.2.2 節に定義されている。

　状態：Ｆ７

　試験構成を付図Ⅳ－１／ＪＴ－Ｉ４３０に示す。

  注１　測定の都合により、遮断周波数が９６ｋＨｚ以上のローパスフィルタを付加しても良い。

　注２　ネットワークシミュレータより出力されるクロックは、被測定物からの信号に同期していなけれ

ばならない。

付図Ⅳ－１／ＪＴ－Ｉ４３０　ＴＥジッタ測定系

(ITU-T  I.430)

　条件と規格は 8.2.2 節に定義されている。

受信

被測定物

送信

（注１）

192kHz
(注 2)

192kHz
ジッタ伝搬形

クロック再生器

位相比較器

ハイパスフィルタ

ピーク検出器

  試  験
  回  路

送信
ネットワーク
シミュレータ

受信
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Ⅳ.4.2　ＴＥの出力位相偏差

　状態：Ｆ７

　試験構成を付図Ⅳ－２／ＪＴ－Ｉ４３０に示す。

注　測定の都合により、遮断周波数が９６ｋＨｚ以上のローパスフィルターを付加しても良い。

付図Ⅳ－２／ＪＴ－Ｉ４３０　ＴＥ位相偏差測定系

(ITU-T  I.430)

　条件と規格は 8.2.3 節に定義されている。

Ⅳ.5　パルス波形と振幅

Ⅳ.5.1　パルス波形

　パルス波形と振幅の測定は孤立パルスにて行う。

　正側と負側のパルスは、公称パルス振幅７５０ｍＶＯ－Ｐ　の図８－８／ＪＴ－Ｉ４３０のパルスマスク内

でなければならない。

Ⅳ.5.2　パルス不平衡試験（8.5.4 節参照）

　試験ＴＥは５０Ωで終端されなければならない。試験ＮＴは内部終端抵抗を含むか否かにより５０Ω又

は１００Ωにて終端しなければならない。フレームは、正又は負パルスの前に少なくとも２個の２進「１」

がある任意のビットパターンを含む（例えば、１１０１１０１１）。　もしビットパターンが１１０１１

０１１ならば、３ビット目と６ビット目を測定する。測定範囲はパルスの立上りの 2.6μs 前から、立上り

の 7.8μs 後迄である。正負パルス間の相対不平衡量は下記の式により計算される。

  ［面積(正パルス)－面積(負パルス)］／｛［面積(正パルス)＋面積(負パルス)］／２｝

　相対不平衡量は５％以下でなければならない。

Ⅳ.6　端末給電のダイナミック特性

Ⅳ.6.1　ＴＥ起動試験（9.7.3.1 節参照）

　注　本試験は給電部１から給電をうける端末についてのみ適用する。

受信

被測定物

送信

注参照

192kHz
192kHz

ジッタ伝搬形

クロック再生器

位相比較器

ピーク検出器

試験回路送信
ネットワーク
シミュレータ

受信

ジッタ伝搬形

クロック再生器
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　付表Ⅳ－５／ＪＴ－Ｉ４３０に示されるノーマルモード動作用パラメータと、付表Ⅳ－６／ＪＴ－Ｉ４

３０に示される制限モード動作用パラメータを用いて、付図Ⅳ－３／ＪＴ－Ｉ４３０の試験回路をＴＥに

接続したときＴＥは、動作状態（すなわち、ＩＮＦＯ２）の受信応答としてＩＮＦＯ３を送信する状態）

にならなければならない。

注　ＣＬ電流リミッタ；ＣＳ電流負荷

付図Ⅳ－３／ＪＴ－Ｉ４３０　ＴＥ起動試験回路

(ITU-T  I.430)

　試験を行う前に、コンデンサＣ１とＣ２はスイッチＳを閉じる事により電荷を放電させ、電流負荷ＣＳ

は付表Ⅳ－５／ＪＴ－Ｉ４３０または付表Ⅳ－６／ＪＴ－Ｉ４３０に従い調整を行う。その後スイッチＳ

を開く。ノーマルモードでは、試験はＣ１＝０μＦとＣ１＝３００μＦにて行う。

付表Ⅳ－５／ＪＴ－Ｉ４３０　ノーマルモードパラメータ

(ITU-T  I.430)

  Ｕ＝４０Ⅴ ＣＬ＝３５０ｍＡ Ｃ２＝２２００μＦ   Ｃ１＝０μＦ

ＵＺ＝２４Ⅴ   ＣＳ＝（２７０－１．５×Ｎ）ｍＡ   Ｃ１＝３００μＦ

付表Ⅳ－６／ＪＴ－Ｉ４３０　制限モードパラメータ

(ITU-T  I.430)

試  験  ａ ＣＬ＝９ｍＡ Ｃ１＝０μＦ   Ｃ２＝０μＦ

  ＣＳ＝０ｍＡ

試  験  ｂ ＣＬ＝１１ｍＡ Ｃ１＝３００μＦ     Ｕ＝４０Ⅴ

ＣＬ

試験

ＴＥ

ＣＳ

UZ

C2

ＳC1

+

Ｕ
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　複数の端末がバス上に接続されているときには、ＮＴがバスに接続されたときや、ＮＴが短絡回路から

開放されたときに、一台のＴＥが初期接続を開始する。端末のための設備パラメータをモデル化した試験

構成を付図Ⅳ－３／ＪＴ－Ｉ４３０に示す。ＮＴは電圧源、ＣＬ、Ｃ１により表せる。約３個の分岐回路

は２個のダイオード、ＣＳ、Ｃ２により表せる。この回路は付録Ⅴに記載された複雑な相互作用を反映し

たものである。

Ⅳ.6.2　過渡電流（9.4 節参照）

　給電部１からＴＥにより引かれる 大許容充電電流変化率は、任意の過渡電流の１０％から９０％値に

おいて５ｍＡ／μｓである。給電部１の電流は電流プローブを用いてオシロスコープにて測定すべきであ

り、このときＴＥは考えられる全ての実行可能な内部状態にて行うべきである。

　測定は 大過渡電流となる状態又は、充電状態にて行うべきである。加えて、スパイク電流がＴＥの内

部ＤＣ／ＤＣコンバータの 大定格を超えない 大消費電流にて試験されるべきであり、ＴＥの入力電圧

は 大と 小の両方が用いられるべきである。

　測定上の問題を避けるため、給電部１のための電源は非常に小さいリップルのものを使用すべきである。

また、この試験では 1.5ｍＡ以下のＴＥ入力過渡電流は無視しても良い。

Ⅳ.6.3　ＴＥの電流／時間の制限について（9.7.1 節参照）

　9.7.1 節に定義されている過渡状態でのＴＥの入力電流試験で、ＴＥは図９－２／ＪＴ－Ｉ４３０に示さ

れる様に接続される。そして、入力電流（適当な給電部１、給電部２が用いられる）は、電流を直接的に

測るための電流プローブまたは、図９－２／ＪＴ－Ｉ４３０に示す様に抵抗Ｒの両端につながれる電圧プ

ローブを接続したオシロスコープによって測定されるべきである。

（電流プローブの方が適当である。それは、起り得るグランドループとノイズピックアップの問題を避け

ることが出来るためである。それぞれの場合において、ＴＥは標準の本文に有る適当な電流／時間マスク

に一致するべきである。）

　注１　図９－３／ＪＴ－Ｉ４３０で与えられているマスクは、ＴＥの入力電圧とＰＣＵ定格値に関して

１００ｍｓ後の電流を規定している。許容電流値を算出するとき、試験装置内のどんな電圧降下

に対しても余裕を持たせるべきである。

　注２　１００ｍｓ後、ＴＥは、計算値以上の電流で短時間のサージ電流を許容する。

このサージ電流は、５０ｍｓ以上の時間のときは、ＰＣＵ定格値を越えないように与えられ、9.4

節の入力電流変化の 大定格値を越えないものである。

Ⅳ.6.4　瞬断に対する保護（9.7.3.4 節参照）

　ＴＥは、適当な給電部１、給電部２を用いて設定され、通信が確立する。

ＴＥは、給電されて少なくとも１０秒後、５ｍｓの給電断に対し、通信断となってはいけない。

　この試験は、ＴＥの 小動作電圧で、しかもＴＥが 大電力を引くように全機能が活性化しているとき

に実施する。
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Ⅳ.6.5　給電切替時のＴＥの動作（9.7.3.5 節参照）

　指定されたＴＥの給電切替え前の入力電圧は３２Ⅴとすべきである。

制限状態に切替えた後、9.7.3.5 節で与えられる値の電流制限器を介して給電されるＴＥの入力電圧は－４

０Ⅴとすべきである。

　電流制限器は、給電部とＴＥの間に直列に接続し、電流制限器の出力において、特に影響のない容量値

でなければならない。（付図Ⅳ－４／ＪＴ－Ｉ４３０参照）

　給電部１と給電部２の給電部の 大許容切替時間を擬似するために、切替中のＴＥの入力電圧は、５ｍ

ｓの間０Ｖに降下させるべきである。

  

  

  

付図Ⅳ－４／ＪＴ－Ｉ４３０　ＴＥ切替えの試験回路

(ITU-T  I.430)

　ＴＥは、確立した呼を喪失しないように、この切り替えテストに耐えなければならない。切替後、ＴＥ

は電流制限器の値よりも小さい電流で、定常状態に到達しなければならない。これは、オシロスコープと

電流プローブにより、ＴＥの入力電流をモニタすることで確認される。

Ⅳ.6.6　低入力電圧時の動作（9.7.3.7 節参照）

　ＴＥはノーマル動作状態で設定され、 大電力を引くように全機能を活性化させる。入力電圧をゆっく

りと０Ｖに下げてゆき、その間ＴＥの入力電流をモニタする。電圧を下げると、電流は 初は増加するが、

大値に到達すると、電圧が減少してゆくのと同様に減少を始める。（ＴＥはこの試験の間は機能を失っ

ている）

　この 大電流は表９－６／ＪＴ－Ｉ４３０で与えられる 大電流を越えないことを確認する。

Ⅳ.7　給電部の機能的な要求条件

　この章では、Ｐは給電部１／給電部２のノーマル状態における定格値であり、Ｑは、給電部１／給電部

２の制限状態における定格値を示す。

　給電部の動特性（9.7.2 節から 9.7.4 節）の試験結果を出す前に、給電部のタイプは 9.7.1 節で与えられて

いるとおり、決定されなければならない。

Ⅳ.7.1　給電部タイプ（9.7.4 節参照）

　給電部の過負荷時の動作を監視することで、給電部がタイプａ）かｂ）かを確認する。過負荷時に、給

電部が電流を供給しつづけたなら、これはタイプａ）である。また、 初にスイッチをＯＦＦ（そして過

負荷が取り去られるまで、再スタートを試みるのを繰り返す）したら、これがタイプｂ）である。

試験

ＴＥ

＋

＋

－

－

32Ｖ電源40Ｖ電源

電流制限器

Ｓ
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Ⅳ.7.2　タイプａ）のみの制限モード要求特性（9.7.4.1 節と 9.7.4.3 節参照）

(1) 　１Ⅴにおける出力電流

　給電部１、給電部２の出力に抵抗試験負荷を接続する（低電圧降下ダイオードを介して）。そし

て、負荷を増加させて、出力電圧を強制的に１Ⅴかそれ以下にする。

　ノーマルモードに切り替わるように給電部に主給電部の入力を接続する。

　主給電部を切断し、少なくとも制限モードに切り替ってから、１秒後に給電部の出力電流をモニ

タする。

　この時の電流は給電部１であれば、少なくとも９ｍＡ、給電部２であれば、５０ｍＡでなければ

ならない。

(2) 　３４Ⅴにおける出力電流

　制限モードの給電部（給電部１または給電部２）に抵抗試験負荷を接続し、出力電圧をモニタす

る。出力電圧が３４Ⅴに降下するまで、負荷を増加する。そして、出力電流が少なくとも（Ｑ×2.75）

ｍＡであることを確認する。

(3) 　立上り時間

　制限モードの給電部（給電部１または給電部２）に（Ｑ×２５）μＦの容量負荷を接続し、さら

に、短絡回路も接続する。

　短絡回路を取外し、容量性負荷の両端の電圧の立上り時間を測定し、与えられた所要特性と一致

するか確かめる。

　短絡回路を取り外してから、３４Ⅴに達するまでの時間は、１０秒以下でなければならない。（参

照点Ｓにおけるインタフェースの場合は６０秒）

　そして、立上り時間は１Ⅴと３４Ⅴの間を測定し、その時間が 1.5 秒以下でなければならない。

Ⅳ.7.3　タイプａ）のみのノーマルモードの要求特性（9.7.4.2 節、9.7.4.4 節参照）

(1) 　３４Ⅴにおける出力電流

　ノーマルモードの給電部（給電部１または給電部２）に抵抗負荷を接続し、出力電圧をモニタす

る。

　出力電圧が、３４Ⅴに降下するまで、負荷を増加させ、給電部の出力電流が少なくとも（Ｐ×３）

ｍＡであることを確認する。

(2) 　立上り時間

　ノーマルモードの給電部（給電部１または給電部２）に（Ｐ×１０）μＦの容量性負荷を接続し、

さらに、短絡回路も接続する。

　短絡回路を取外し、容量負荷の両端の電圧の立上り時間を測定し、与えられた要求特性と一致す

るか確認する。

　短絡回路を取り外してから、３４Ⅴに達するまでの時間は、１０秒以下でなければならない。（参

照点Ｓにおけるインタフェースの場合は６０秒）

　測定された、１Ⅴと３４Ⅴの間の立上り時間は、1.5 秒以下でなければならない。



- 105 - ＪＴ－Ｉ４３０

Ⅳ.7.4　給電部タイプａ）とタイプｂ）の制限モードの要求特性

(1) 　給電部１のＴＥ接続時のサージ

　給電部に負荷を付図Ⅳ－５／ＪＴ－Ｉ４３０に示すように接続する。給電部の出力が、［（Ｑ－

４）×2.75］ｍＡとなるように、負荷Ｌ１をセットする。

　状態を確実に安定させるために、少なくとも１０秒待つ。

　そして、電流／時間特性が付図Ⅳ－６／ＪＴ－Ｉ４３０に示す特性を持つ負荷Ｌ２に切替る。電

流値は付表Ⅳ－７／ＪＴ－Ｉ４３０に示される。

　この試験によって給電部の出力電圧は３４Ⅴ以下に降下してはならない。

(2) 　給電部２のＴＥ接続時のサージ

　給電部に負荷を付図Ⅳ－７／ＪＴ－Ｉ４３０に示すように接続する。給電部の出力が、［（Ｑ－

２１）×2.75］ｍＡとなるように、負荷Ｌ１をセットする。

　状態を確実に安定させるために、少なくとも１０秒待つ。

　そして、電流／時間特性が付図Ⅳ－６／ＪＴ－Ｉ４３０に示す特性を持つ負荷Ｌ２に切替る。電

流の値は付表Ⅳ－８／ＪＴ－Ｉ４３０に示される。

　この試験によって給電部の出力電圧は３４Ⅴ以下に降下してはならない。

付図Ⅳ－５／ＪＴ－Ｉ４３０　給電部のサージ耐力試験

(ITU-T  I.430)

付図Ｖ－６／ＪＴ－Ｉ４３０　負荷Ｌ２の電流／時間特性

(ITU-T  I.430)

負荷Ｌ１ 負荷Ｌ２

給電部

給電部１

給電部２

又は

Ｓ

電流

時間

ＸmA

ＹmA

100(130)ms０
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付表Ⅳ－７／ＪＴ－Ｉ４３０　制限モードにおけるＴＥ接続時のサージ

(ITU-T  I.430) のパラメータ（給電部１）

Ｘ 　６１ｍＡ

Ｙ 　１１ｍＡ

付表Ⅳ－８／ＪＴ－Ｉ４３０　制限モードにおけるＴＥ接続時のサージ

(ITU-T  I.430) のパラメータ（給電部２）

Ｘ 　４６０ｍＡ

Ｙ 　６０ｍＡ

Ⅳ.7.5　タイプａ）とタイプｂ）の給電部に対するノーマルモードの要求特性

(1)　スタートアップサージ

ノーマルモードの給電部（給電部１又は給電部２）に付図Ⅳ－７／ＪＴ－Ｉ４３０に示す負荷を接

続する。

出力電圧が３０Ⅴ以下になったとき、スイッチＳで給電部出力を電流負荷と接続する。

給電部の出力点において、電圧検出器が３０Ⅴを検出したとき、タイマをスタートさせる。

タイマが終了した後、給電部の出力と静負荷を接続するようにスイッチを操作する。タイマの値は

１００ｍｓ（給電部の出力が４２Ⅴより大きい場合は１３０ｍｓ）にする。

静負荷は給電部の供給電流と、測定された出力電圧でのＰＣＵ定格値が等価となるように設定する。

電流負荷の値は、（Ｐ×4.5）ｍＡにする。

給電部の入力をスイッチオフし、１０秒待ってスイッチを戻す。

出力電圧が３０Ⅴに到達後、１００（１３０）ｍｓの試験の間は、３０Ⅴより下がってはいけない。

付図Ⅳ－７／ＪＴ－Ｉ４３０　ノーマルモードにおけるスタートアップ

(ITU-T  I.430) サージ試験回路

タイマ
電圧

検出器 Ｓ

ＣＳ

静負荷 試験

給電部

給電部１

注　ＣＳ＝電流負荷
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(2) 　ＴＥ接続時のサージ（給電部１）

給電部に負荷を付図Ⅳ－５／ＪＴ－Ｉ４３０に示すように接続する。

給電部の出力が、［（Ｐ－１０）×３］ｍＡとなるように、負荷Ｌ１をセットする。

状態を確実に安定させるために、少なくとも１０秒待つ。

そして、電流／時間特性が付図Ⅳ－６／ＪＴ－Ｉ４３０に示す特性を持つ負荷Ｌ２に切替る。電

流の値は付表Ⅳ－９／ＪＴ－Ｉ４３０に示される。

この試験において給電部の出力電圧は３４Ｖ以下に降下してはならない。

付表Ⅳ－９／ＪＴ－Ｉ４３０　ノーマルモードのＴＥ接続時のサージパラメータ（給電部１）

(ITU-T  I.430)

Ｘ 　８０ｍＡ

Ｙ 　３０ｍＡ

(3) 　ＴＥ接続時のサージ（給電部２）

給電部へ付図Ⅳ－５／ＪＴ－Ｉ４３０に示すように負荷を接続する。負荷Ｌ１は給電部の出力電

流が［（Ｐ／２）×３］ｍＡとなるように設定する。

状態を確実に安定するため少なくとも１０秒待ち、負荷Ｌ２に切替る。

負荷Ｌ２は付図Ⅳ－６／ＪＴ－Ｉ４３０に示す特性で、電流値は付表Ⅳ－１０／ＪＴ－Ｉ４３０

で与えられる。

この試験で給電出力電圧は３４Ⅴ以下に降下してはいけない。

付表Ⅳ－１０／ＪＴ－Ｉ４３０　ノーマルモードでのＴＥ接続時のサージのパラメータ（給電部２）

(ITU-T  I.430)

Ｘ 　［（Ｐ／２）×３］＋４００（ｍＡ）

Ｙ 　（Ｐ／２）×３ （ｍＡ）

(4) 　４０Ⅴでの出力（４２Ⅴ以上の出力電圧を持つ給電部のみ）

付図Ⅳ－８／ＪＴ－Ｉ４３０に示すように給電部（給電部１または給電部２）に接続する。

給電電圧が３４Ⅴに達した時に電力負荷回路を接続するように電圧検出器を設定する。

電圧が静安定状態に到達するために上昇した時に、給電部と出力電圧モニタのスイッチを入れる。

ＰＣＵ定格値の供給能力を確認するため、給電部の出力電圧が一度４０Ⅴに到達するのを確認する。

すなわち、出力電圧は静安定状態に達する前に４０Ⅴ以下に降下しないこと。
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付図Ⅳ－８／ＪＴ－Ｉ４３０　起動試験回路（４２以上の出力電圧を持つ給電部）

(ITU-T  I.430)

Ⅳ.7.6　給電部の切替動作（9.7.2 節参照）

　給電部（給電部１又は給電部２）にダイオードを介して固定抵抗を接続する。

給電部の静安定出力電圧でのノーマル及び制限モード負荷（接続したダイオードも含む）によって消費さ

れる全電力は、給電部のＰＣＵ定格値に等しい。

　給電部の主要入力と同様に出力電圧の観測は、オシロスコープを用いて、交互に測定と取外しをする。

そしてある極性の３４Ⅴから逆極性の３４Ⅴへの過度応答時間が５ｍｓ以下であることを確認する。

Ⅳ.7.7　給電部１の制限給電モードでの起動（9.10.2 節参照）

　注　ＡＰＳ（外部電源）の適合を意図した給電部にのみ必要である。

Ｃ＝容量（Ｑ×２５μＦ）

付図Ⅳ－９／ＪＴ－Ｉ４３０　ＡＰＳに適合した制限給電モードの給電部１

 (ITU-T  I.430)

　給電部は付図Ⅳ－９／ＪＴ－Ｉ４３０に示すように外部電源（ＡＰＳ）を接続し、スイッチを入れる。

　外部電源のスイッチを切り給電部の出力電圧を観測する。出力電圧が＋５Ⅴから＋２Ⅴの間に給電部は

制限給電モードに切換わらなければならない。この時、電圧は付図Ⅳ－０／ＪＴ－Ｉ４３０に示す制限内

で降下しなければならない。

Ｃ

電力負荷

Ｐ  ＰＣＵ

試験給電部

給電部１

（Ｐ  ＰＣＵ）電圧検出器

注　Ｃ＝容量（Ｐ×１０μＦ）

Ｃ

試験給電部

給電部１

（制限給電）

（Ｑ  ＰＣＵ）

ＡＰＳ



- 109 - ＪＴ－Ｉ４３０

付図Ⅳ－１０／ＪＴ－Ｉ４３０　外部電源から切替えた給電部１の出力電圧特性

(ITU-T  I.430)

Ⅳ.8　外部電源（ＡＰＳ）のダイナミック特性

Ⅳ.8.1　外部電源スイッチオン時間（9.9.2 節参照）

　付図Ⅳ－１１／ＪＴ－Ｉ４３０に示すように外部電源を接続する。

　負荷は外部電源のノーマル出力電圧で（Ｐ＋４）ＮＰＣＵ消費するような値に抵抗を設定する。

　付加した４ＰＣＵはＮＴ１の制限モード給電部に打ち勝つために必要な電力を表す。

　容量Ｃは複数の入力容量を意味する。

+5V

+2V

0V

-34V

-42V

標準電圧波形

検出しきい値

０ 2.5 ５ 時間（ｍｓ）
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付図Ⅳ－１１／ＪＴ－Ｉ４３０　外部電源（ＡＰＳ）スイッチオン時間測定

 (ITU-T  I.430)

　ＡＰＳに電源を入力して、オシロスコープ出力電圧の立上り時間を測定する。

　出力は１Ⅴから３４Ⅴの立上り時間が 2.5ｍｓ以下でかつ、2.5ｍｓ以降は、３４Ⅴを下回ってはならな

い。

注　電源投入後から出力電圧が立上り始めるまでの遅延時間は、１秒まで許容できる。

Ⅳ.8.2　外部電源のスイッチオフ時間

　外部電源には１００ｎＦ（通常の線路の等価容量値）の容量性負荷を接続する。外部電源への電源入力

を切断して、出力電圧の立下がり時間をオシロスコープで測定する。

（オシロスコープと電圧プローブの入力抵抗は、少なくとも１ＭΩでなくてはならない。）出力は、３４

Ⅴから１Ⅴの立下り時間が 2.5ｍｓ以下でかつ、2.5ｍｓ以降は、１Ⅴを上回ってはならない。

Ⅳ.9　電流不平衡の試験（9.8 節参照）

　ＴＥとＮＴはマルチポイント構成をとる場合がある。この構成において、ＴＥとＮＴは、バス及び、相

互接続線に接続された装置によって直流不平衡が生じる。相互接続を確保するため、ＴＥとＮＴのトラン

スは、直流不平衡領域で飽和せず、9.8.1.2 節と 9.8.2.2 節で規定された要求を満たさなくてはならない。

　付図Ⅳ－１２／ＪＴ－Ｉ４３０と付図Ⅳ－１３／ＪＴ－Ｉ４３０で示された試験系は、各々のＴＥとＮ

Ｔの外部条件をモデル化したものである。抵抗値は相互接続線（ＲＳ）とＴＥに接続されたトランスの抵

抗（ＲＬ）の加算値である。負荷に流れる電流値は、試験中のユニットにブリッジ接続されたＴＥに流れ

る電流値と等価である。

Ｃ

試験

ＡＰＳ

（Ｐ ＰＣＵ)

負  荷
(P+4)PCU

注　Ｃ＝容量（Ｐ×１０μＦ）
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  電力負荷は（８０－Ｎ）ＰＣＵか４０ＰＣＵの少ない方の電力消費をするべきである。ここで、Ｎは試

験時のＴＥに対するＮＰＣＵを示す。

Ｒｓ＝６Ω ΔＲｓ＝３６０ｍΩ

ＲＬ＝５Ω ΔＲＬ＝３００ｍΩ

付図Ⅳ－１２／ＪＴ－Ｉ４３０　不平衡電流を用いたＴＥのインピーダンス

 (ITU-T  I.430) 測定用試験回路

c/e

RL±ΔRL

RL

Rs
d/f

ＴＥ

電力負荷

Ｉ

U=34V

Rs±ΔRs
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　注　負荷はＮＴ給電部（すなわちＰ　ＰＣＵ）の 大出力を消費するように選択する。ここで、Ｐ＝試

験装置に対するＮＰＣＵを示す。

Ｒｓ＝６Ω ΔＲｓ＝３６０ｍΩ

ＲＬ＝５Ω ΔＲＬ＝３００ｍΩ

付図Ⅳ－１３／ＪＴ－Ｉ４３０　不平衡電流を用いたＮＴのインピーダンス測定用試験回路

 (ITU-T  I.430)

c/e

RL±ΔRL

RL

Rs
d/f

NT

電力負荷

Ｐ

Rs±ΔRs

負荷
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付録Ⅴ：装置のためのガイドライン

（ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ４３０に対する）

Ⅴ.1　給　電

Ⅴ.1.1　序　文

　本章では、ＰＳ１（ファントム給電）を用いるために、端末そして給電部の設計、または応用に関して

手引となる付加情報を提供する。

　この情報は標準の本文中で与えられる要求を明確化し、更にその中で与えられている値や制限に関して

の理論的根拠を提供するものである。

　また、本標準の９章にて与えられる要求により確認された 低限のレベルを越える拡張された機能につ

いてのいくつかの提案も含んでいる。

　本章にて与えられる詳細は基本的にはＰＳ１給電に関するものであるが、殆どの原理はＰＳ２給電にも

同様に当てはまり、ＰＳ２を用いる給電部また受電部、そして配線形態を設計する場合に考慮するべきで

ある。

　ＰＳ１とＰＳ２が同時に提供される形態も可能であるが、これについては通常の形態とは考えない。

　また、これは給電の競合を引き起こす可能性がある。

　例えば、ＰＳ１またはＰＳ２（どちらでも可能）のどちらかで動作するよう設計された端末が存在する

かもしれないし、２つの給電部のために用いられるケーブルの間に何らかの内部接続が必要となるかもし

れない。

　両方の給電部が同時に提供されており、仮に片方が制限モードに切り替わった場合、給電の競合に関す

る問題が起こる。

Ⅴ.1.2　消費電力

Ⅴ.1.2.1　消費電力の単位

　Power Consumption Unit（ＰＣＵ）という単位が本標準の９章を通して、ＰＳ１／２の給電部から利用可

能な電力、そしてＴＥで消費可能な電力を規定するために用いられている。

　単純に電力をワットの単位で表現せず、ＰＣＵという概念を使用する理論的根拠を下記に示す。

(1)  ＰＳ１（そしてＰＳ２）給電はＳバス上で電圧、電流、過渡的な突入電流、その他等について極め

て厳密な制限の中で提供され、また消費されている。

ＰＣＵの概念を用いることは、これら要素全てが取り込まれ、ＮＴとＴＥの給電特性をただ一つの値

にて表現することが可能となる。一方電力をワットの単位にて表現することは複数の値を必要として

しまう。

(2)  給電部と受電部をＰＣＵという単位にて規格化することにより、ユーザは単純な加算を行うだけで

給電の観点から設置した装置が運用可能であるか判断することが出来る。

(3)　明確な単位の使用は製造業者間での装置の定格の一貫性を保証することが出来る。

(4)  ＰＣＵという単位はノーマルと制限モード両方の給電形態を網羅するように、また両モード間で電

力の相違を（１００ｍＷと９５ｍＷ）計算にいれて定義されている。
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Ⅴ.1.2.2　端末での消費電力

　端末、特に基本電話サービスのみを行う端末については、出来るだけ消費電力を下げるように設計され

るべきであり、その電力は通常１０ＮＰＣＵを越えるべきではない。

　端末の定格ＮＰＣＵ値が１０を越えるような場合は、ＮＴ１から供給可能電力の 低値が１０ＮＰＣＵ

であることにより、場合によってはポータビリティは保証できない。

　複雑な付加機能を提供する端末に対しても、消費電力は通常４０ＮＰＣＵを越えるべきではない。しか

しながら特殊な例としては 大８０ＮＰＣＵまで許容される。

Ⅴ.1.2.3　利用可能な電力

　ＴＥで利用可能な電力という言葉で給電を定義することは重要であり、これは給電部の設計やバス形態

の計画時に考慮されなくてはならない。

　殆どの場合、バス配線に於ける直流抵抗値は比較的高く、ＰＳ１給電部が提供しなくてはならない電力

を顕著に増加させている。

　（ＰＳ２の場合では、給電に関し、一組の配線しか用いないため配線による抵抗値は標準的に二倍となっ

てしまい、影響が更に重要となってしまう。）

　過渡的な相互動作を考えるに当たり、突入電流が一般に定常的に流れる直流電流より大きいため、配線

ケーブルの抵抗は更に重要な問題となっている。

　ＴＥのＤＣ／ＤＣコンバータ内の負性インピーダンスとの結合によって高い給電部出力インピーダンス

（配線ケーブルの抵抗と給電部の電流制限の和）が生じ、「給電のロックアップ」となってしまう可能性

を避けるための注意が必要である。

　動的な相互動作については本付録の 1.5 節と、また標準本文中の 9.7 節を参照の事。

Ⅴ.1.3　一般的な例

　過渡状態における給電部と受電部に対する要求（9.7 節）は、「標準的な」配置形態を用いることにより

与えられている。そして複数の 悪の設定をまで網羅するようにはなっていない。

　例えば、バスに接続されている全てのＴＥが、その許されている限りの時間、 大の突入電流を、更に

全てのＴＥについて同時に引き込むようなことは起こりそうもない。そして給電部の突入電流に対する能

力の要求条件にはこのようなことを考慮している。

　同様に、突入電流の要求で得られた値の電流が引き込まれた時にバス配線に生じる電圧降下の許容度に

ついても 大線路長、 大線路抵抗、 大負荷（全てのＴＥがバスの 遠端に接続され、定格ＰＣＵ値の

電流を吸い込んでいる場合）、そして 低の給電電圧、これらが全て同時に起こるという条件では検討さ

れていない。

Ⅴ.1.4　給電部のリップル

　給電部は、その出力するリップルがバス上のＴＥの正常な動作に悪影響を与えないように設計されなく

てはならない。

　これを保証するための手引きしては、給電部の定格ＰＣＵ値までのいかなる条件においてもリップル電

圧が１Ⅴr.m.s.（または３Ⅴｐ－ｐ）を越えるべきではない。

　しかしながら、ＥＭＩに対する検討により、許容可能なリップル電圧はこの値よりも更に低い値に制限

されるかもしれない。
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Ⅴ.1.5　給電部、受電部の動的動作

Ⅴ.1.5.1　動的相互動作の要求

　受電部と給電部には動的な相互動作を可能とすることを要求するいくつかの異なった環境が存在する。

これは各々の場合に対して要求条件を明確にするためそれらを分けて検討するのに役立つ。検討されるべ

き条件とは

－ノーマルモードでの電源投入

－制限モードでの電源投入

－ノーマルモードから制限モードへの切替え

－制限モードからノーマルモードへの切替え

－ノーマルモードで動作中のバスにＴＥの追加

－制限モードで動作中のバスにＴＥの追加

　それぞれの場合については、本文中で与えられる動的動作に関しての一つあるいはいくつかの要求条件

が検討された。

Ⅴ.1.5.2　電源投入時、あるいは短絡からの復旧

　電源投入時、すべての給電部と受電部は初期状態として定義される。

　全ての容量は放電され、すべての回路はリセット状態であり、ソフト／ハードは初期化され、いかなる

呼も継続中ではない。

　この時点での動的要求条件とは、給電部に対しては電源の立ち上がり時間、突入電流耐量が要求され、

また受電部（ＴＥ）に対しては突入電流量、消費電力、低入力電圧に対しての動作に対する要求条件が含

まれている。

Ⅴ.1.5.3　切替え動作

　制限モードからノーマルモードへの切り換え時、電力を消費しないＴＥは通常の電源投入シーケンスを

通る。そして、このことにより電力を消費するＴＥの呼を消失させてはならないことが重要である。

　このことは、給電部の切替え時間と、ＴＥの電圧保持時間を導き出すものである。

Ⅴ.1.5.4　ＴＥの追加

　一台のＴＥが動作中のバスに接続された瞬間、バスの接続されている他のＴＥの呼を消失させてはなら

ないことは重要である。

　このことは給電部に対し更に突入電流に対する要求条件を揚げるものとなる。

Ⅴ.1.5.5　ＰＳ１の動的要求条件の概要

　本文中で定義されているいくつかの動的相互動作への要求は、付表Ⅴ－１／ＪＴ－Ｉ４３０にまとめら

れる。
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付表Ⅴ－１／ＪＴ－Ｉ４３０　動的給電要求

(ITU-T  I.430)

条      件 給電部への必要条件 受電部への必要条件

電源投入

（ノーマルモード）

立ち上がり時間

＜350ms  (１Ｖ－34Ｖ)

＞Ｐ×３mA (34Ｖ)

＞Ｐ×4.5mA (100ms 間)

給電部の 350ms の立上がり時間と

満足すること

大Ｎ×100mW (24 －42Ｖ)

大 55mA (100ms 間）

電源投入

（制限モード）

立ち上がり時間

＜1.5s（１Ｖ－34Ｖ）

＞９mA（１Ｖ）

＞Ｑ×2.75mA (34Ｖ）

（突入電流耐量については規定しない）

給電部の 1.5s の立ち上がり時間と満

足すること

大 380mW (32 Ｖ－42Ｖ)

40Ｖ//300 μＦから 11mA

40Ｖから９mA

大 55mA (100ms 間）

切替え

（ノーマルから制限

モード）

時間

＜５ms

＞９mA（１Ｖ）

＞（Ｑ×2.75) mA (34Ｖ）

保持時間

＞５ms

40Ｖの給電部から

（Ｑ×2.75mA)

切替え

（制限からノーマル

モード）

時間

＜５ms

＞Ｐ×4.5mA (100ms 間）と電圧が 30Ｖ以

下とならないこと

保持時間

＞５ms

（および給電を利用しないＴＥの起

  動に関する要求に満足すること）

バスへのＴＥの追加

（ノーマルモード）

50mA突入電流 (100ms ) と電圧が34Ｖ以

下とならないこと

大 55mA (100ms 間）

低電圧 24Ｖ

バスへのＴＥの追加

（制限モード）

50mA 突入電流（100ms ）と電圧が 34Ｖ

以下とならないこと

（バッテリ電源時のみ）

大 55mA (100ms 間）

低電圧 32Ｖ

Ⅴ.1.5.6　相互動作の要求条件

　上記と、また関連した項目を検討するに当たり、給電部と受電部の動的動作のための目的が明確に定義

されていなくてはならない。

　過渡条件として、いくつかの機能レベルが存在する。

(1)　給電のロックアップが起こらないこと、即ち全てのＴＥは 終的には通常の動作へ復旧すること。

(2)　継続中の呼の消失が起こらないこと。

(3)　電話呼に対して可聴な妨害が起こらないこと。

(4)　データの流れに対してビットエラーを引き起こさないこと。

　第一のレベルは全ての形態において必須のものであり、また第二のレベルについては極端に 悪の条件

以外では引き起こさないような全ての努力が払われるべきである。

　装置はそれゆえ基本的な規格（上記 (1)と (2)を必ず満足しなくてはならない。しかしながら要求される

付加機能によっては、上記 (3)と (4)を提供するためにＴＥや給電部に影響を与え、いくつかの応用装置に

ついては複雑なものとなる可能性がある。

　拡張された機能を実現するための給電部とＴＥに対する可能な設計は、1.6 節と 1.7 節に記載されている。
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Ⅴ.1.5.7　ＴＥの起動に関する検討

　受動バス形態は給電部１が複数の受電部と相互動作する観点から複雑な配線形態である。 も厳しい条

件は、設置されているインタフェースの短絡解除後に発生する。これはＴＥの入力容量の充電がされてお

らずまた、ＤＣ／ＤＣコンバータが動作を開始していない状態にて給電部１が過負荷の状態にあるからで

ある。

　それゆえＴＥの起動動作は、給電部１が過負荷の状態から抜け出し、必要な突入電流に対する能力を回

復することの余裕をみるように制御されることが必要である。

　このＴＥに関する要求条件はたくさんの互いに関連しない条件、特性に従う。

給電部１の条件

－配電可能の電力

－負荷を接続しての出力電圧

－突入電流への対応

－過負荷そして短絡の保護

ＴＥ（受電部１）の条件

－起動時の消費電力

－通常動作時の消費電力

－ＤＣ／ＤＣコンバータの起動方法（例．入力電圧レベル検出あるいはタイマ、ハードまたはソフト

スタート、その他）

－入力電流制限レベル

－実際の入力容量

配線形態の条件

－バスに接続されファントム給電を使用するＴＥの数

－接続されているＴＥのＮＰＣＵでの消費電力

－各々のＴＥの動作状態

－インタフェースケーブルによる電力損失

　全ての条件において 悪の条件が全く同時におこることは考えられない。またこの可能性について充分

過ぎる程検討することは、給電部と受電部の機器に対して不必要な重荷を生み出すこととなってしまう。

　一方、給電部と受電部の相互動作の検討なしにＴＥに対しての要求条件を定義することは不可能である。

　従って、実際の使用形態で受電部１を用いるＴＥとの適合を保証することのみを検討した上記要素だけ

を考慮した試験形態がＴＥに対してあてはめられた。

　仮に、実際の使用形態で多くの要素が 悪の条件に近い場合であっても、一台あるいは複数のＴＥにて

起動遅延を引き起こすかもしれないが、給電のロックアップを引き起こすことはないだろう。

　上記の検討に基づいて、端末に対する要求は 9.7.3.1 節に示され、また試験方法については付録Ⅳに記述

されている。
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Ⅴ.1.6　拡張された機能に関する給電部の設計

Ⅴ.1.6.1　突入電流時間

　給電部１（ＰＳ１）の設計者は勧告の本文中で与えられる 低限保証しなくてはならない規格値を越え

て機能の改善を行っても構わない。これは 1.2 節にて提案されている複数の 悪の条件を網羅するために突

入電流能力（電流と時間）を増加させる設計となる。

　この場合、起動時の１５０ｍｓ間のＰ×5.5ｍＡの突入電流能力が検討される（9.7.2、9.7.4 節参照）。

Ⅴ.1.6.2　切替え時間

　給電部は、給電極性の高速な切替えによって引き起こす問題を避けるためにノーマルモードに切りかわ

る前に制限モードの極性を 低時間（9.7.3.2 節にて与えられるＴＥの要求条件では１０秒が提案されてい

る）の間維持するように設計しても良い。

　このような高速な切替えは、ＴＥに要求されている電源喪失（給電を利用しないＴＥ）、プリミティブ

の要求を送信することや、また継続中の呼の消失を避けること（ＰＳ１を利用するＴＥ）のために充分な

電圧保持を行うためのＴＥの容量エネルギーの放電をまねく可能性がある。

Ⅴ.1.7　機能改善のためのＴＥの設計

　ここにＴＥがバスに接続されたときに引き起こす可能性のある妨害を減じるための二つのオプションが

ある。

　一つは、ＴＥにて発生する突入電流を短時間ではあるが、ＴＥの接続時より後ろにずらす方法である。

もう一方は、ＴＥが通常動作状態以上の突入電流を引き込まないように設計することである。

Ⅴ.1.7.1　遅延されたＴＥでの突入電流

　掲記の目的を実現するため、ＴＥでの電流－時間マスク（9.7.1 節の図９－３）は付図Ⅴ－１／ＪＴ－Ｉ

４３０のように修正される。

　9.7.1 節の表９－２、９－３も同様に付表Ⅴ－３／ＪＴ－Ｉ４３０、付表Ⅴ－３／ＪＴ－Ｉ４３０のよう

に修正される。

　この修正されたマスクは、バスへの接続と端末の起動時に発生する突入電流との間に遅延時間（付表Ⅴ

－２／ＪＴ－Ｉ４３０、付表Ⅴ－３／ＪＴ－Ｉ４３０中のＢ）を設けるものである。

　この遅延時間によって、コネクタの全てのピンの接触は完全なものとなり、それゆえ瞬間的な３線接続

で生じる過渡電流のアンバランスによって、他のＴＥの動作を妨害する可能性を避けることができる。
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付図Ⅴ－１／ＪＴ－Ｉ４３０　ＴＥでの電流－時間マスク（修正版）

 (ITU-T  I.430)

　注　付図Ⅴ－１／ＪＴ－Ｉ４３０はごく標準的な端末について描かれている。

いくつかの大電力を必要とする端末（消費電力が２２ＮＰＣＵ以上）に関しては、電流値Ｘは電流

値Ｙよりも大きくなるかも知れない。

付表Ⅴ－２／ＪＴ－Ｉ４３０　ノーマルモードのＴＥでの定数（修正版）

 (ITU-T  I.430)

時  間  の  制  限 電  流  値  の  制  限

  Ａ＝５μｓ   Ｚ＝４ｍＡ

  ５μｓ＜Ｂ＜９００ｍｓ   Ｙ＝５５ｍＡまたは

   (Ｎ×５．５）ｍＡ  （Ｎ＜１０）

  Ｃ＝Ｂ＋１００ｍｓ   Ｘ＝ＴＥのＮＰＣＵ値と等価な電流値

Ｉ(mA)

Ｙ

Ｘ

Ｚ

ｔ(ms)ＣＢＡ
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付表Ⅴ－３／ＪＴ－Ｉ４３０　制限モードのＴＥでの定数（修正版）

(ITU-T  I.430)

時間の制限 電流値の制限

  Ａ＝５μｓ   Ｚ＝４ｍＡ

  ５μｓ＜Ｂ＜９００ｍｓ   Ｙ＝（Ｍ×１４）ｍＡ

  Ｃ＝Ｂ＋１００ｍｓ   Ｘ＝ＴＥのＲＰＣＵ値と等価な電流値

Ⅴ.1.7.2　削減されたＴＥでの突入電流

Ⅴ.1.7.2.1　給電の妨害を 小限とするＴＥの設計

　給電の過渡特性（接続、電源ＯＮ、ノーマルと制限モード間の切替え）によるＴＥの特性を改善するた

めに、9.4.1 節にて与えられるマスクの突入電流値を更に制限する検討が行われるべきである。

　適当な設計が行われることにより、突入電流値はＴＥが静止（定常）状態に引き込む電流値よりもかな

り低い値に設定することができる。

　この修正された電流－時間マスクはノーマルモードでは付図Ⅴ－２／ＪＴ－Ｉ４３０に、制限モードで

は付図Ⅴ－３／ＪＴ－Ｉ４３０に示されている。

　ここで注意が必要なのは、これらのマスクは 1.7.1 節にて与えられるバス接続時と端末の起動時間の遅延

時間を含んでいるものである。

付図Ⅴ－２／ＪＴ－Ｉ４３０　ノーマルモードのＴＥでの突入電流－時間制限の提案

(ITU-T  I.430)

Ｉ(mA)

Ｘ

Ａ ｔ(ms)

ＸはＴＥのＮＰＣＵ値と等価な電流値
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付図Ⅴ－３／ＪＴ－Ｉ４３０　制限モードのＴＥでの突入電流－時間制限の提案

(ITU-T  I.430)

Ⅴ.1.7.2.2　ＴＥの入力容量

　その他のＴＥに対する要求として、 大入力容量が１００μＦから２μＦに制限されるべきであり、そ

れ以外に変化はない。

　この２μＦの容量の制限はＴＥの入力端で直接測定される。

　これの他に電圧保持時間の要求を満足するために追加の容量が存在するが、これは直接はＰＳ１の入力

端には見えない。

　しかしこの追加容量は必要に応じてＤＣ／ＤＣコンバータに電力を供給することができる。

可能である実現方法を付図Ⅴ－４／ＪＴ－Ｉ４３０に提案する。

Ａ＝５μｓ  Ｄ＝１０ｍｓ

ＸはＴＥのＮＰＣＵ値と等価な電流値

ＷはＴＥのＲＰＣＵ値と等価な電流値

Ｉ(mA)

Ｘ

Ｗ

Ａ Ｄ ｔ(ms)
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付図Ⅴ－４／ＪＴ－Ｉ４３０　ＴＥの電圧保持容量

 (ITU-T  I.430)

Ⅴ.1.7.2.3　給電部の実現

　上記のＴＥに関する検討は 9.4.4 節にて記述する給電部と共に充分に相互動作可能である。

　個々の詳細な制限に合致したＴＥは、同じ網内に接続することができるとともに基本的な動作を提供す

ることができる。

　更に、一台のＴＥに接続されるすべてのＴＥが上記提案による制限を満足していれば、全てＴＥは過渡

状態において改善された機能を提供することが可能である。

　更に、9.4.4 節に記載されるいくつかの給電部に対する要求条件は、この場合 9.4.1 節で与えられるテン

プレートに従っているＴＥとの相互動作能力を減らすかも知れないが、単純化することができる。

Ⅴ.2　起動／停止状態遷移表に関する情報

　6.2.3 節にて述べられる起動／停止の要求は表６－２／ＪＴ－Ｉ４３０、付表Ａ－１／ＪＴ－Ｉ４３０そ

して付表Ａ－２／ＪＴ－Ｉ４３０の状態遷移表で詳細に表されている。これらの表は代替可能な実現例を

提供する。

　この情報は装置の特殊な例での も典型的な手法を設計者に選択させる手助けとして提供される。

　殆どの場合、状態遷移は起動／停止手順などの論理的な結果となる。

　しかしながら、タイマＴ３の動作と付表Ａ－２／ＪＴ－Ｉ４３０の状態遷移の選択については、意図さ

れた動作のために付加的な動作原理を必要とするかも知れない。

Ⅴ.2.1　タイマＴ３の動作

　タイマＴ３の満了は網側が起動手順を正常に終了できなかった事を示すことを提供するために用いられ、

恐らくは失敗かまたは端末がＩＮＦＯ４を検出出来なかったことによるものである。

　タイマＴ３はＴＥが起動状態（Ｆ７）に到達すると、停止されリセットされる。

　タイマＴ３の満了によりＴＥは同期確立状態（Ｆ６）にいなければ停止状態（Ｆ３）へと移行する。

　ＴＥがＦ３ではなくＦ６に居残る理由は下記による。

(1)  ＴＥがＩＮＦＯ２を受信中であり、Ｆ３への移行はＴ３の再起動なしにＴＥをＦ６へ戻してしまう。

Ｒ

Ｃ

ＤＣ／ＤＣ
コンバータ

Ｃ＝電圧保持容量

Ｒ＝充電抵抗
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この二度の状態遷移には結局は元の状態へ戻ることである。

(2)  Ｆ３を通しての状態遷移が確認また試験不可能である。

(3)  ＴＥが複数接続され、Ｆ３への状態遷移（ＩＮＦＯ０の送信）がバス上の他のＴＥからＩＮＦＯ３

を受信中であれば意味を持たないため。

(4)  網側に高次のレイヤが、完全な起動状態には達しないと判断し、アクセスラインの状態を解くマ

ネージメント手段を起動したとき。

Ⅴ.2.2　接続状態

　給電部１または２の検出を行うことが出来るローカル給電で動作するＴＥのための起動／停止手順は、

付表Ａ－２／ＪＴ－Ｉ４３０に含まれており、二つの実現可能な方法が記述されている。

　ひとつめはＴＥがＩＮＦＯ２またはＩＮＦＯ４の存在を検出し、接続状態を決定するためにインタ

フェース給電部の存在をも検出することである。

　この方法は、「Ｓの給電が検出されなかったとき」および「ＩＮＦＯ０受信中」の両者が同時に成立し

た時だけ切り離す。

　これは同様にＴＥに、インタフェース給電部がある閾値以下であり、ＩＮＦＯ２あるいはＩＮＦＯ４を

受信中であるときは接続状態を保持しても良い。

　ふたつめはインタフェース給電部がある閾値より低い時に、接続または非接続状態を決定するのにイン

タフェース給電部だけを使用する方法である
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